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3.2 水素トレーラの火災影響評価について 

1 号炉へ水素を供給する水素トレーラの火災に対して，より一

層の安全性向上の観点から，その火災が起こったとしても発電用

原子炉施設に影響を及ぼさないことを評価するものである（1 号

炉の運転中以外であれば，水素トレーラが発電所敷地内に配備さ

れることはない）。 

なお，水素トレーラの火災では，展望台等により，6 号及び 7 

号炉の発電用原子炉施設は輻射熱を受けないことから爆発によ

る影響評価のみとする（第 3.2-1 図）。 

第 3.2-1 図 水素トレーラの離隔距離 

(1) 想定の条件

水素トレーラ建屋内にて，水素トレーラが停車中に火災・

爆発を起こした場合を想定する。

水素トレーラは水素ガスを満載した状態（最大積載量

13,987m3）を想定する。

燃料は水素とする。

水素トレーラ建屋内での水素ガス漏えい，引火による水素

トレーラの爆発を想定する。

気象条件は無風状態とする。 

(2) 評価手法の概要

本評価は，柏崎刈羽原子力発電所に対する水素トレーラの

ガス爆発による影響の有無の評価を目的としている。具体的

3.2 ２号水素ガストレーラの火災影響評価について 

２号炉へ水素を供給する水素ガストレーラの火災に対して，

より一層の安全性向上の観点から，その火災が起こったとして

も発電用原子炉施設に影響を及ぼさないことを評価するもので

ある（２号炉の運転中以外であれば，水素ガストレーラが発電

所敷地内に配備されることはない）。 

なお，水素ガストレーラの火災では，水素ガストレーラ保管

庫の壁等により，２号炉の発電用原子炉施設は輻射熱を受けな

いことから爆発による影響評価のみとする。 

第 3.2-1 図 水素ガストレーラと発電用原子炉施設の配置図 

(1) 想定の条件

・水素ガストレーラ設置場所にて水素ガストレーラが停車

中に爆発を起こした場合を想定する。

・水素ガストレーラは水素ガスを満載した状態（最大積載

量12,086m3）を想定する。

・燃料は水素とする。

・水素ガストレーラ設置場所での水素ガス漏えい，引火に

よる水素ガストレーラの爆発を想定する。

・気象条件は無風状態とする。

(2) 評価手法の概要

本評価は，島根原子力発電所に対する水素ガストレーラの

ガス爆発による影響の有無の評価を目的としている。具体的
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な評価指標とその内容を以下に示す。 

第 3.2-1 表 評価指標及びその内容 

(3) 評価対象範囲

評価対象範囲は発電所構内で出火する水素トレーラとする。 

(4) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 

第 3.2-2 表 水素爆発の評価条件 

(5) W 値の算出

水素トレーラの最大積載量を貯蔵能力とし，W 値を算出す

る。 

積載量（貯蔵能力）＝13987[m3]＝1.25[t] 

W＝1.251/2＝1.12 

(6) 危険限界距離の算出

次の式から危険限界距離を算出する。ここで算出した危険

限界距離が水素トレーラと発電用原子炉施設の間に必要な

離隔距離となる。 

な評価指標とその内容を以下に示す。 

第3.2-1表 評価指標及びその内容 

(3) 評価対象範囲

評価対象範囲は発電所構内で出火する水素ガストレーラと

する。 

(4) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。

第3.2-2表 水素爆発の評価条件 

(5) Ｗ値の算出

水素ガストレーラの最大積載量を貯蔵能力とし，Ｗ値を算出

する。 

積載量（貯蔵能力）＝1.085t 

W＝1.042 

(6) 危険限界距離の算出

次の式から危険限界距離を算出する。ここで算出した危険

限界距離が水素ガストレーラと発電用原子炉施設の間に必要

な離隔距離となる。 

2200



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

X：危険限界距離[m]，λ：換算距離 14.4[m･kg-1/3]， 

K：水素の定数，W：設備定数 

K＝2860000，W＝1.12 として，危険限界距離を求める。 

X＝約 85[m] 

(7) 爆発による影響評価結果

以上の結果から，水素トレーラにおいて爆発が発生した場

合を想定したとしても，離隔距離(約 1645m)が危険限界距離

(約 85m)以上であることから，外部事象防護対象施設を内包

する発電用原子炉施設に爆風圧による影響はないと判断す

る。 

4. 構内危険物タンク等における延焼の危険性について

4.1 軽油タンクの火災 

軽油タンク近傍で危険物を保管している設備はなく，現場作

業に伴い「屋外の危険物保管」や「火気の使用」をする場合は，

社内文書に基づき危険物や火気を管理した状態で取り扱って

いる。また，防火の観点から定期的なパトロール等にて現場の

状況を確認している。 

以上により，軽油タンクの火災を想定したとしても周囲の可

燃物への引火の可能性は低いと評価する。 

4.2 車両（可搬型重大事故等対処設備）等の火災 

4.2.1 車両（可搬型重大事故等対処設備）等の延焼 

可搬型重大事故等対処設備保管場所等（以下「保管所等」

という。）において，車両（可搬型重大事故等対処設備）の

火災が起こったとしても周囲の車両に影響を及ぼさないこ

とを評価するものである。 

なお，保管所等の一部は防火帯に近接しているが，当該箇

所における森林火災時の放射熱強度は火線強度が最大とな

ったケース2において最大でも 1.7kW/m2※程度であり，車両

が延焼するような輻射強度ではないことを確認して いる。 

X：危険限界距離[m]，λ：換算距離 14.4[m･kg-1/3]， 

K：水素の定数，W：設備定数 

K＝2860000，W＝1.042 として，危険限界距離を求める。 

X＝約 83[m] 

(7) 爆発による影響評価結果

以上の結果から，水素ガストレーラにおいて爆発が発生し

た場合を想定したとしても，離隔距離（約 90m）が危険限界

距離（約 83m）以上であることから，外部事象防護対象施設

を内包する発電用原子炉施設に爆風圧による影響はないと判

断する。 

4. 構内危険物タンク等における延焼の危険性について

4.1 ガスタービン発電機用軽油タンク，重油タンクの火災 

ガスタービン発電機用軽油タンク，重油タンク近傍で危険物

を保管している設備はなく，現場作業に伴い「屋外の危険物保

管」や「火気の使用」をする場合は，社内文書に基づき危険物

や火気を管理した状態で取り扱っている。また，防火の観点か

ら定期的なパトロール等にて現場の状況を確認している。 

以上により，ガスタービン発電機用軽油タンク，重油タンク

の火災を想定したとしても周囲の可燃物への引火の可能性は

低いと評価する。 

4.2 車両（可搬型重大事故等対処設備）等の火災 

4.2.1 車両（可搬型重大事故等対処設備）等の延焼 

可搬型重大事故等対処設備保管場所等（以下「保管場所等」

という。）において，車両（可搬型重大事故等対処設備）の火

災が起こったとしても周囲の車両に影響を及ぼさないことを

評価するものである。 

なお，保管場所及びアクセスルートの一部は防火帯に近接し

ているが，事故対応時の影響緩和のため，防火帯（約21m）に

加え空地を設けることにより，当該箇所における森林火災時の

放射熱強度は火線強度が最大となったケース１において最大

でも1.6kW/m2以下となり，車両が延焼するような輻射強度では

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，保管場

所及びアクセスルート
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なお，保管所近傍における森林火災の燃焼継続時間（約 14 

時間）のうち，保管所において，人が長時間さらされても苦

痛を感じない放射熱（輻射）強度である 1.6kW/m2 を超えて

いる時間は数十秒程度である。 

※：石油コンビナート等防災アセスメント指針では，人が

長時間さらされても苦痛を感じない放射熱強度を 

1.6 kW/m2 としている。 

(1) 車両（可搬型重大事故等対処設備）等の火災の想定の条件

周囲への熱影響を考慮し，燃料積載量の大きい第一ガスタ

ービン発電機車（GTG用燃料タンク）の火災を想定する。

燃焼する第一ガスタービン発電機車（GTG 用燃料タンク）

からの輻射熱を受けやすくするため，第一ガスタービン発

電機車の走行用燃料タンクが向かい合う状態を想定する。

第一ガスタービン発電機車の走行用燃料タンクの受熱面

は裏面を除く全ての面とし，表面以外の面は発熱源に最も

近い表面と同等の輻射熱を受けるものとする。

発熱側となる第一ガスタービン発電機車は燃料を満載し，

受熱側となる第一ガスタービン発電機車は燃料量を 1/2

とする（受熱側の熱容量を小さくすることにより，燃料の

温度が上昇しやすい状態とする）。

車両に積載している燃料は軽油とする。

タンクローリと異なり大容量の燃料タンクではないこと

から，第一ガスタービン発電機車の GTG 用燃料タンクの

全面火災を想定する。 

第一ガスタービン発電機車は，2 基（同容量）の GTG 用

燃料タンクが近接した状態で配置されていることから，タ

ンクの同時火災を想定する。

気象条件は無風状態とする。 

火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3 

倍とする。 

ないことを確認している。 

※：石油コンビナート等防災アセスメント指針では，人が長

時間さらされても苦痛を感じない放射熱強度を1.6kW/ 

m2としている。 

(1) 車両（可搬型重大事故等対処設備）等の火災の想定の条件

・周囲への熱影響を考慮し，燃料積載量の大きい大型送水

ポンプ車（エンジン用燃料タンク）の火災を想定する。

・燃焼する大型送水ポンプ車（エンジン用燃料タンク）か

らの輻射熱を受けやすくするため，タンクローリの走行

用燃料タンクが向かい合う状態を想定する。

・タンクローリの走行用燃料タンクの受熱面は，裏面を除

くすべての面とし，表面以外の面は発熱源に最も近い表

面と同等の輻射熱を受けるものとする。

・発熱側となる大型送水ポンプ車（エンジン用燃料タンク）

は燃料を満載し，受熱側となるタンクローリ（車両用燃

料タンク）は燃料量を 1/2 とする（受熱側の熱容量を小

さくすることにより，燃料の温度が上昇しやすい状態と

する。）

・車両に積載している燃料は軽油とする。

・タンクローリと異なり大容量の燃料タンクではないこと

から，大型送水ポンプ車のエンジン用燃料タンクの全面

火災を想定する。

・大型送水ポンプ車は，2 基（同容量）のエンジン用燃料

タンクが近接した状態で配置されていることから，タン

クの同時火災を想定する。

・気象条件は無風状態とする。

・火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の

３倍とする。

への影響がないように，

空地を設けている 
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(2) 評価対象範囲

評価対象範囲は，輻射熱の影響を考慮し燃料タンクが露出

している車両（第一ガスタービン発電機車，電源車）とする。

発熱側は燃料積載量の最も大きい第一ガスタービン発電機

車（GTG 用燃料タンク），受熱側は熱容量の最も小さい第一

ガスタービン発電機車（走行用燃料タンク）とすることによ

り，他の車両は本評価に包絡される。なお，消防車等は，燃

料タンクが露出しておらず，輻射熱の影響を受けないことか

ら評価対象外とする。 

(3) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。

第 4.2.1-1 表 ガスタービン発電機車火災影響評価に必要な

データ 

(4) 燃焼半径の算出

第一ガスタービン発電機車の火災においては様々な燃焼

範囲の形態が想定されるが，円筒火炎を生ずるものとする。

ここでの燃焼面積は，GTG 用燃料タンク（2基）の投影面積

に等しいものとする。したがって，燃焼半径 R[m]は GTG 用

燃料タンクの投影面積を円筒の底面と仮定し算出する。 

R＝（S／π）0.5  

S：発電用燃料タンクの投影面積（火炎円筒の底面積） 

＝1.0［m2］ 

R＝（1.0／π）0.5＝0.56［m］ 

(5) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。 

(2) 評価対象範囲

評価対象範囲は，可搬型重大事故等対処設備の車両とする。

発熱側は燃料積載量の最も大きい大型送水ポンプ車（エンジ

ン用燃料タンク），受熱側は熱容量の最も小さいタンクローリ

（車両用燃料タンク）とすることにより，他の車両は本評価

に包絡される。 

(3) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。

第4.2.1-1表 大型送水ポンプ車及びタンクローリ火災影響評価

に必要なデータ 

(4) 燃焼半径の算出

大型送水ポンプ車の火災においては様々な燃焼範囲の形態

が想定されるが，円筒火炎を生ずるものとする。ここでの燃

焼面積は，エンジン用燃料タンク（2 基）の投影面積に等し

いものとする。したがって，燃焼半径 R[m]はエンジン用燃料

タンク（2基）の投影面積を円筒の底面と仮定し算出する。

R=（S/π）0.5

S:エンジン用燃料タンクの投影面積（火炎円筒の底面積）

＝1.6 [m2] 

R=（1.6/π）0.5＝0.71[m] 

(5) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。 

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，消防車

等も評価対象としてい

る 
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t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]， 

v：燃焼速度[m/s]，M：質量低下速度[kg/m2･s]， 

ρ：密度[kg/m3]，m：質量[kg]  

ここで，V＝0.4[m3]，M＝0.044[kg/m2･s] ，ρ＝918[kg/m3]

として，燃焼継続時間を求めると，  

v＝0.044/918＝4.793×10-5[m/s] 

t＝0.4／（1.0×4.793×10-5）＝8279[s]＝2.29[h] 

(6) 危険輻射強度の算出

第一ガスタービン発電機車（GTG 用燃料タンク）の火災が

発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定の輻射強

度で第一ガスタービン発電機車（走行用燃料タンク）が昇温

されるものとして，下記の式より燃料である軽油の温度Tが

225℃となる危険輻射強度を求める。 

T0：初期温度[38℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：走行用燃料タ

ンク表面の放射率（0.96）※1，h：走行用燃料タンク表面熱

伝達率[17W/m2K]※2，S：走行用燃料タンク受熱面積[m2]， 

C:走行用燃料タンク及び軽油の熱容量[8.92×104J/K]， 

t： 燃焼継続時間[s] 

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

E=4948[W/m2] 

MR

V
t

M
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V
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







22 





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　より，，

t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]， 

v：燃焼速度[m/s]，M：質量低下速度[kg/m2・s]， 

ρ：密度[kg/m3] 

ここで，V＝0.99[m3]，ρ＝918[kg/m3]，M＝0.044[kg/m2・

s]として燃焼時間を求めると，

v＝0.044／918＝4.79×10-5[m/s]

t＝0.99／（1.6×4.79×10-5）＝3.60[h]

(6) 危険輻射強度の算出

大型送水ポンプ車（エンジン用燃料タンク）の火災が発生

した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定の輻射強度で

タンクローリ（車両用燃料タンク）が昇温されるものとして，

下記の式より，燃料である軽油の温度 T が 225℃となる危険

輻射強度を求める。 

   𝐸𝑚𝑎𝑥 =
𝑇ℎ𝑆2−ℎ𝑆2𝑇𝑎𝑖𝑟(1−𝑒

(−
ℎ𝑆2
𝐶 )𝑡

)−ℎ𝑆2𝑇0𝑒
(−

ℎ𝑆2
𝐶 )𝑡

𝜀𝑆1(1−𝑒
(−

ℎ𝑆2
𝐶 )𝑡

)

T0：初期温度[50℃]，T：許容限界温度[℃]，Tair：外気

温度[℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：車両用燃料タンク表

面の放射率[0.96]※1，h：車両用燃料タンク表面熱伝達率

[17W/m2K]※2，S1：車両用燃料タンク受熱面積[m2]，S2：車

両用燃料タンク放熱面積[m2]，C: 車両用燃料タンク及び

軽油の熱容量[8.39×104J/K]，t： 燃焼継続時間[s] 

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

E=6,288 [W/m2] 
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(7) 形態係数の算出

火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，輻

射発散度に形態係数をかけた値となる。危険輻射強度となる

形態係数を算出する。 

Emax＝Rf×φ 

Emax：危険輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 

第 4.2.1-2 表 形態係数の算出結果 

(8) 危険距離の算出

次の式から危険距離を算出する。  

φ：形態係数，L：危険距離[m]，H：火炎高さ[m]， 

R：燃焼半径[m] 

第 4.2.1-3 表 危険距離の算出結果 

(9) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，第一ガスタービン発電機車の GTG 用燃

料タンクにおいて火災が発生した場合を想定したとしても，

離隔距離(5m)が危険距離(1.8m)以上であることから，向かい

合う他の第一ガスタービン発電機車に影響をおよぼすこと

はないと評価できる。 

(7) 形態係数の算出

火炎からの任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，

輻射発散度に形態係数をかけた値となる。危険輻射強度とな

る形態係数を算出する。 

 Emax＝Rf×φ 

Emax：危険輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 

第 4.2.1-2 表 形態係数の算出結果 

(8) 危険距離の算出

次の式から危険距離を算出する。






















































 

)1(

)1(
tan

1

)1(

)1(
tan

)2(

1
tan

1 11

2

1

n

n

nnB

nA

ABn

nAm

n

m

n 


2222 )1(,)1(,,3 mnBmnA
R

L
n

R

H
m ただし，

φ：形態係数，L: 離隔距離[m]，H:火炎の高さ[m]，

R:燃焼半径[m] 

第4.2.1-3表 危険距離の算出結果 

(9) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，大型送水ポンプ車（エンジン用燃料タン

ク）において火災が発生した場合を想定したとしても，離隔

距離（3m）が危険距離(2.2m)以上であることから，周囲の車

両（可搬型重大事故等対処設備）に影響を及ぼすことはない

と評価できる。 
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また，他の車両についても離隔距離が 2m 以上あることか

ら，周囲の車両（可搬型重大事故等対処設備）に影響をおよ

ぼすことはないと評価できる。 

4.2.2 第一ガスタービン発電機の火災 

(1) 火災延焼の影響

第一ガスタービン発電機の発電機車の GTG 用燃料タンク

において火災が発生した場合を想定したとしても，「4.2.1」

と同様に危険距離（1.8m）以上の離隔距離（5m）を確保する

ことから，隣接するガスタービン発電機への影響はない。 

(2) アクセスルートへの影響

第一ガスタービン発電機車はアクセスルートに近接して

いるが，隣接道路への離隔距離は 5m 以上確保する。第一ガ

スタービン発電機車の GTG 用燃料タンクの火災を想定した

場合，離隔距離 5m での輻射強度は 1.1kW/m2※程度であり，

車両等の通行に影響を及ぼすことはない。評価条件及び結果

について，次表に示す。 

第 4.2.2-1 表 アクセスルートへの火災影響評価結果

(3) 7 号炉主変圧器火災の影響

第一ガスタービン発電機車から離隔距離約 72m の場所に 

7 号炉主変圧器を設置 していることから，「3.1 変圧器の火

災影響評価について」における 7 号炉主変圧器の評価と同

様に，第一ガスタービン発電機車近傍の輻射強度評価を実施

したところ，0.5kW/m2※程度であり，操作への影響はない。 

評価条件及び結果について，次表に示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

評価対象物の抽出結

果の相違 
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第 4.2.2-2 表 7 号炉主変圧器への火災影響評価結果 

5. 発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器の火災影響評価

発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器（防護扉等）に

ついては，外部火災の熱影響を受けやすいことから，これらの機

器について，火災影響評価を実施する。 

5.1 評価対象範囲 

評価対象は，発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器

のうち，外部火災の熱影響を受ける以下の機器とする。 

防護扉 

ルーバ（換気空調系の給・排気口）

配管貫通部 

ブローアウトパネル 

なお，複数設置されているこれらの機器のうち，最も熱影響

を受ける位置にあるもの（発熱源に近く，機器本体だけでなく

建屋内部へ熱影響が及ぶ可能性のあるもの）を評価することに

よって，その他の機器は本評価に包絡される。発熱源は，火災

時の輻射強度が大きい軽油タンク，変圧器，航空機とするが，

建屋内への熱影響が確認された場合は内気温度についても評

価する。 

5.2 防護扉の火災影響評価について 

5.2.1 防護扉の温度評価 

(1) 評価対象

防護扉のうち，軽油タンクに最も近く，輻射強度が最も大

きくなる 6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）室の防護扉を

評価対象とする。 

5. 発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器の火災影響評価

発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器（扉等）につ

いては，外部火災の熱影響を受けやすいことから，これらの機

器について，火災影響評価を実施する必要があるが，離隔距離，

輻射強度等の関係から航空機墜落に伴う火災影響評価結果に包

絡される。 
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(2) 想定の条件

軽油タンクの火災については，添付資料－6「2.構内危

険物タンクの火災影響評価」と同様の想定とする。 

防護扉は，保守的に，扉外面の最も熱影響を受けやすい

金属を防護扉の構造材（均質体）とする。 

火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの間，

一定の輻射強度を受けるものとする。 

以下に，概念図を示す。 

第 5.2.1-1 図 伝熱の概念図 

(3) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 

第 5.2.1-1 表 軽油タンク火災影響評価に必要なデータ 
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Bayley の式 

λ:空気の境膜平均温度(扉面温度 T と周囲流体温度 Tout 

の平均値)での熱伝導率 [W/(m・K)]，g:重力加速度[m/s2]，

β:空気の境膜平均温度での熱膨張率[1/K]， Pr:空気の境膜

平均温度でのプラントル数[-]，ν：空気の境膜平均温度で

の動 粘性率[m2/s] 

第 5.2.1-2 図 自然対流熱伝達（Bayley の式） 

(4) 防護扉の内外面温度と膨張量の算出

以下の式に示す一次元非定常熱伝導方程式を用いて，防護

扉外面及び内面温度を求める。 

T:温度，t:時刻，x:防護扉における外面からの距離，α:

熱拡散率 
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第 5.2.1-3 図 防護扉の外面及び内面温度 

(5) 熱影響の有無の評価

評価の結果，軽油タンク火災による防護扉の最高温度は，

扉外面 165.5℃，扉内面161.9℃となった。なお，建屋内の

防火扉は，耐火試験を実施しており，ISO834 規格に従い，

最終的に 1000℃を超える加熱に対して，3 時間の耐火性能※

があることを確認している。これに対し，防護扉は建屋内の

防火扉よりも頑健性があり，同等以上の耐火性能を有してい

ることから熱影響はないと評価する。 

※：非加熱面での 10 秒を超えて継続する火炎の噴出，発炎

及び隙間を生じないこと。 

5.2.2 6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）室の内気温度評価

＜待機時＞ 

防護扉の内面温度上昇を確認したため，6 号炉非常用ディー

ゼル発電機（C）室(以下「評価対象室」という。)の内気温度

を算出し，室内に設置している機器等への影響について評価す

る。なお，非常用ディーゼル発電機は待機状態とする。 

(1) 評価条件

火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの間，

扉内面温度161.9℃一定としたときの放熱量を評価対象

室への入熱とする。 

より現実的な評価として，評価対象室に隣接する壁，床，

天井への放熱を考慮する。 

隣接室については，隣接する壁，床，天井への放熱を考

2210



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

慮しないものとする。 

隣接室の内気温度評価は，評価対象室の放熱面積と隣接

室の室内負荷が最も大きい，評価対象室上階の非常用デ

ィーゼル発電機(C)制御盤室を対象とすることで，他の隣

接室内機器等への評価は包絡される。 

以下に，6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）室と軽油タ

ンクの位置関係，及び伝熱の概念図を示す。

第 5.2.2-1 図 6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）室と軽油

タンクの位置関係

第 5.2.2-2 図伝熱の概念図（非常用ディーゼル発電機：待機時） 

(2) 建屋内の温度評価

内気温度は，火災による防護扉内面温度上昇に伴う熱負荷

と室内の熱負荷及び周囲壁と空調による除熱を考慮し，次式

で求める。 
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TR:初期内気温度,Q1：室内負荷，QD：防護扉内面温度上

昇に伴う熱負荷（内気との熱伝達），Qv：空調による除熱

量，QHR：隣接室への放熱量，Ca:室内空気の熱容量，t:

時刻隣接室の内気温度については，隣接室への放熱量と

室内の熱負荷及び換気空調系による除熱を考慮し，次式

より求める。 

Q2:室内負荷，m：風量,ρ：空気密度,C：空気比熱, 

Ta：換気空調系給気温度 

以下に評価結果を示す。 

第 5.2.2-1 表 建屋内の温度評価結果（待機時） 

評価の結果，6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）室は 

37℃，隣接室(非常用ディーゼル発電機制御盤室)の室温は 

33℃となり，それぞれ，許容温度を下回ることを確認した。 

(3) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，軽油タンク火災よる防護扉の加熱を想定

したとしても，建屋内の 6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）

室，及びその隣接室の内気温度が，ともに許容温度を超えな

いことから，発電用原子炉施設の建屋内への熱影響はない。

なお，防護扉のほかに外壁からの入熱もあるが，短期的には

防護扉からの入熱が支配的であるため，この間の内気温度か

ら室内への熱影響を評価できる（壁厚が厚い場合，外壁から

の入熱は一時的に壁内に蓄えられ，一定時間経過後から長時
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間に亘って建屋内に放熱されるが，単位時間当たりの放熱量

は小さく換気空調系での除熱が可能）。 

5.2.3 6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）室の内気温度評価＜

運転時＞ 

6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）へ燃料を供給している軽

油タンクの火災を想定しているため，ここでは，建屋内に設置

されているディタンクからの燃料供給により，非常用ディーゼ

ル発電機を運転している状態とし，その時の内気温度を算出，

室内に設置している機器等への影響について評価する。 

(1) 評価条件

火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの間，

扉内面温度 161.9℃一定としたときの放熱量を評価対象

室への入熱とする。 

評価対象室から隣接室への熱影響を評価するため，評価

対象室から壁，床，天井への放熱を考慮する。 

隣接室については，隣接する壁，床，天井への放熱を考

慮しないものとする。 

隣接室の内気温度評価は，評価対象室の放熱面積と隣接

室の室内負荷が最も大きい，評価対象室上階の非常用デ

ィーゼル発電機(C)制御盤室を対象とすることで，他の隣

接室内機器等への評価は包絡される。 

非常用ディーゼル発電機は，110％出力一定で運転してい

るものとする。 

隣接室内の負荷（電気品等）は非常用ディーゼル発電機

の運転時のものとする。 

非常時を想定し，非常用送風機は運転状態とするが，常

用換気空調系による給気の除熱には期待しないものとす

る（常用換気空調系の電源は非常用電源にも接続されて

おり，送風機は非常時も運転可能）。 

なお，伝熱の概念並びに建屋内の温度評価手法は，5.2.2.6 

号炉非常用ディーゼル発電機（C）室の内気温度評価＜待機時

＞と同様である。以下に，伝熱の概念図を示す。 
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第 5.2.3-1 図 伝熱の概念図 

（非常用ディーゼル発電機：運転時） 

以下に評価結果を示す。 

第 5.2.3-1 表 建屋内の温度評価結果（運転時） 

(2) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，軽油タンク火災よる防護扉の加熱を想定

したとしても，建屋内の 6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）

室，及びその隣接室の内気温度が，ともに許容温度を超えな

いことから，発電用原子炉施設の建屋内への熱影響はない。

なお，内気温度については，(1)評価条件に加え，各部の温

度に設計値を用いる等，保守的な評価を行っていることか

ら，実際の温度上昇はさらに低く抑えられると評価する。 

また，建屋内の給排気ダクトは，換気・冷却に有効な位置

に設置し，シュートパスやホットスポットを生じないレイア

ウトとしていることから，室内の温度分 布が不均一となる

ことはない。以下に，給排気ダクトの配置例を示す。 
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第 5.2.3-2 図 給排気ダクトの配置例 

5.3 ルーバの火災影響評価について 

(1) 評価対象

ルーバのうち，6 号炉主変圧器に最も近く，輻射強度が最

も大きくなる 6 号炉非常用ディーゼル発電機(B)の排気ル

ーバを対象とする。 

(2) 想定の条件

変圧器の火災については，添付資料－6「3.1 変圧器の火

災影響評価について」と同様の想定とする。 

火災が発生してから燃え尽きるまでの間，一定の輻射強度

でルーバが昇温されるものとする。 

以下に，ルーバへの受熱面を示す。 

第 5.3-1 図 ルーバの受熱面
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(3)必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 

第 5.3-1 表 変圧器火災影響評価に必要なデータ 

(4)ルーバ温度と膨張量

変圧器の火災影響評価（1）から(7)と同様の算出方法により

輻射強度を求めた結果，ルーバが受ける輻射強度は 4.71kW/m2 

となり，この輻射強度にて一定でルーバが昇温されるものとし

て，下記の式より対象ルーバの温度及び膨張量を算出する。 

なお，ルーバの材質は，アルミニウム合金（JIS:A6063）で

ある。 

出典:JIS 9501 2006 保温保冷工事施工標準 

hse:ルーバの熱伝達率，hr：ルーバ表面の輻射熱伝達率， 

hcv：ルーバ表面の対流熱伝達率 

出典:伝熱工学資料 

T：ルーバ温度，T0:周囲温度，q:入熱量(輻射強度) 

出典:伝熱工学資料 

l:ルーバ膨張量，L：ルーバ長さ(長辺方向)，α：熱膨張率

ここで，hse=15.6[W/m
2K],hr=9.48[W/m

2K],T0=50[℃]，L＝

1500[mm], α＝2.8×10-6[1/K]とする。 
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以下に評価結果を示す。 

第 5.3-2 表 ルーバの熱影響評価結果

(5) 火災による熱影響の有無の評価

ルーバ温度は 168℃となり，ルーバ長辺方向の熱膨張量は

ルーバ長さ 1500mm に対して，5.4mm となったことから，ル

ーバの形状が大きく変形することはない。 

また，ルーバの変形の有無にかかわらず，安全上支障のな

い期間に点検を行い，ルーバの使用に問題があると判断され

る場合には，交換等の措置が可能である。 

なお，ルーバ内側には熱影響を受ける機器等がなく，変圧

器火災時は，熱気流を考慮し，給気温度を監視しつつ，状況

に応じて換気空調系の停止措置等を講じることから，建屋内

への熱影響はない。 

5.4 配管貫通部の火災影響評価について 

発電用原子炉施設の脆弱箇所の一つである配管貫通部につい

て，火災影響評価を実施する。 

(1) 評価対象

配管貫通部のうち，6 号炉主変圧器に最も近く，輻射強度

が最も大きくなる 6 号炉原子炉建屋南側外壁の外部注水接

続配管を対象とする。 

(2) 想定の条件

主変圧器の火災については，添付資料－6「3.1 変圧器の

火災影響評価について」と同様の想定とする。 

(3) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 
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第 5.4-1 表 変圧器火災影響評価に必要なデータ 

(4)火災による熱影響の有無の評価

変圧器の火災影響評価（1）から(7)と同様の算出方法によ

り輻射強度を求めた結果，配管貫通部(屋外配管)に対して受

ける輻射強度は 1.48kW/m2 となり，人が長時間さらされても

苦痛を感じない輻射強度である 1.6kW/m2 を下回ることか

ら，配管貫通部（屋内配管と内気含む）への熱影響はない。 

5.5ブローアウトパネルの火災影響評価について 

6 号及び 7 号炉のブローアウトパネル(以下「B.P」という。)

は，それぞれ原子炉建屋北側に 3 箇所，南側に 1 箇所設置さ

れているが，北側 B.P については，発熱源との配置より輻射

熱が届くことはなく，南側 B.P についても，B.P 前に設置し

ている，非常用ディーゼル発電機のサイレンサ(排気口)によ

り，輻射熱が届くことはない（第 5.5-1 図）。 

なお，サイレンサは最高使用温度が 500 度以上であり，主

変圧器からサイレンサまでの距離とほぼ等しい位置にある主

排気筒の温度評価(132℃)と同程度と考えられることから，熱

影響はない。 

また，航空機落下による火災を想定したとしても，サイレン

サによって輻射が遮られる。仮に，輻射を受けたとしても

0.5kW/m2 程度であり，輻射強度は人が長時間さらされても苦痛

を感じないとされる 1.6kW/m2 を下回っており，サイレンサへ

の熱影響はない。 
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第 5.5-1 図 6 号炉 B.P と主変圧器火炎との位置関係 
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別紙 6－1 

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置

入力変圧器の耐震性評価結果 

1. 評価範囲

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源

装置入力変圧器は油入変圧器であり，本体部のタンクと放熱器

内に絶縁油が内包されており，地震によりタンク若しくは放熱

器が損傷した場合，絶縁油が漏えいする可能性が高い。 

タンク若しくは放熱器が損傷するケースとしては以下の 2

ケースが考えられる。

（ケース 1） タンク若しくは放熱器自体が地震により損傷す

る。 

（ケース 2） 変圧器本体と基礎を固定している基礎ボルト等の

基礎固定部が地震により破断し，変圧器が滑動，

転倒することでタンク若しくは放熱器が損傷す

る。 

ケース 1 については，過去の油入変圧器の地震や輸送の損傷

実績の中で，タンクや放熱器自体の損傷実績はないものの，タ

ンクと放熱器をつなぐ配管（以下「放熱器母管」という）根元

部について輸送時にクラックが入った実績があることから，本

体部の最弱部位として放熱器母管根元部を選定し，基準地震動 

Ss を入力とした耐震性評価を実施する。（評価部位は第 1 図の

①の部位）

ケース 2 については，「変電所等における電気設備の耐震設

計指針（JEAG5003- 2010）」（以下「JEAG5003」という。）におい

て，「変圧器本体を基礎に固定する基礎ボルトが破断し本体が滑

動しないよう，基礎ボルトの強度を十分に確保し得る施工上の

注意が必要である」と示されており，地震力の大きさによって

は基礎ボルト等の基礎固定部が破断する可能性があることか

ら，基礎固定部について基準地震動 Ss を入力とした耐震性評

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，建物屋

上に変圧器等の評価対

象を設置していない 
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価を実施する。（評価部位は第 1 図の②の部位） 

第 1 図 変圧器評価の概念図 

2. 評価内容

(1) 変圧器本体部の耐震性評価方法（ケース 1）

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電

源装置入力変圧器の放熱器母管の根元部については，基準地

震動 Ss を入力として，放熱器母管の根元に発生する曲げ応

力が許容応力以下であることを確認する。 

(2) 変圧器基礎固定部の耐震性評価方法（ケース 2）

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電

源装置入力変圧器の基礎固定部について，基準地震動 Ssを

入力とした以下の耐震性評価を実施する。 

a. 基礎固定部が損傷しないことの確認（※1）（※2） 基礎固定部

に発生する引張応力とせん断応力が許容応力以下である

ことを確認する。 

b. 基礎固定部が基礎から引き抜けないことの確認（※1） 基礎

固定部に発生する引張とせん断の組み合わせ荷重が以下

に示すコンクリート部の引張荷重及びせん断荷重の組合

せに対する許容値以下となることを確 認する。 

・・・・・・・・・・・・・・（１） 

p ：基礎ボルト１本当たりの引張荷重 

pa：基礎ボルト１本当たりのコンクリート部の許容引張 

荷重 
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q ：基礎ボルト１本当たりのせん断荷重 

qa：基礎ボルト１本当たりのコンクリート部の許容せん断

荷重 

※1：「原子力発電所耐震設計技術規程（JEAC4601-2008）」

に準拠 

※2：「変電所等における電気設備の耐震設計指針

（JEAG5003-2010）」に準拠 

3. 評価結果

(1) 変圧器本体部の耐震性評価結果（ケース 1）

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電

源装置入力変圧器本体部の耐震性評価の結果は第 1 表のと

おりであり，全ての変圧器について発生応力が許容応力以下

であることを確認した。 

第 1 表 6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数

電源装置入力変圧器本体部の耐震性評価結果 

(2) 変圧器基礎固定部の耐震性評価結果（ケース 2）

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電

源装置入力変圧器基礎固定部の耐震性評価の結果は第 2 表，

第 3 表のとおりであり，全ての変圧器につ いて発生応力が

許容応力以下であることを確認した。 
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第 2 表 6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波

数電源装置入力変圧器基礎固定部の耐震性評価結果 

第 3 表 6 号及び 7 号原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数

電源装置入力変圧器基礎コンクリート部の耐震性評価結果 

4. 結論

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装

置入力変圧器においては，各評価部位について発生応力が許容応

力以下であることが確認されたことから，基準地震動 Ss での地

震時においても変圧器は損傷すること無く，変圧器内の絶縁油は

漏えいしないことが確認された。 

以上 
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別紙 6.1 

軽油貯蔵タンク及び重油タンクの地下化について 

軽油貯蔵タンク及び重油タンクは，「危険物の規則に関する政

令」第十三条第 1項，第二十条第 3項及び「危険物の規制に関す

る規則」第三十五条第 1項第 1号に適合する地下タンク貯蔵所の

ため，地表面で火災が発生する可能性は低い。 

 また，タンク地上部のマンホールも含め，地上で発生する火炎

からの輻射熱の影響を受けない構造とする。 

 以上から，軽油貯蔵タンク及び重油タンクは，外部火災の火災

源の対象から除外する。 

 「危険物の規則に関する政令」及び「危険物の規制に関する規

則」の抜粋を以下に示す。 

また，軽油貯蔵タンク及び重油タンクの地下化イメージを第 1

図及び第 2図にします。 
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第 1図 軽油貯蔵タンクの地下化イメージ 

第 2図 重油タンクの地下化イメージ 
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別紙 6.2 

薬品タンクの影響評価について 

 薬品タンクの影響評価については，森林火災発生時の消火活動

の成立性という観点で評価を実施している。 

森林火災発生時には，防火帯に沿った消火活動を実施すること

としている。一方で，敷地内の屋外薬品タンクにおいて，防火帯

付近には設置されていないため，森林火災の影響を受けて消火活

動に影響を及ぼすことはない。また，森林火災の影響を受けて薬

品がタンク外に漏れ出したとしても，タンク周辺には堰を設置し

ているため，薬品は堰内に収まり，消火活動中に劇薬の影響を受

けることもない。なお，一部の薬品タンクは移設予定であるが，

移設先は防火帯付近ではないことを確認している。 

毒性ガスを発生する可能性のある屋外薬品タンクの位置を以下

の図に示す。毒性ガスを発生する可能性のある屋外薬品タンクは

防火帯から離れているため，薬品が漏えいし，毒性ガスを拡散す

る可能性は低いと考えられる。仮に薬品が漏洩したとしても，薬

品を特定した後は防護具を着用し，安全を確保した上で通行及び

作業を行うこととしている。評価結果を下表に示す。 

以上より，森林火災発生時の消火活動に支障を及ぼすことはな

い。 

図 屋外薬品タンクの位置 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，屋外

に可燃性の薬品を取り

扱う設備の設置はない 
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表 屋外薬品タンクの火災時の影響 
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別紙 6.3 

構内危険物タンク等における延焼の危険性について 

1．溶融炉灯油タンクの火災

  溶融炉灯油タンク近傍で危険物を保管している設備はなく，

現場作業に伴い「屋外の危険物保管」や「火気の使用」をする

場合は，社内規程に基づき危険物や火気を管理した状態で取り

扱っている。また，防火の観点から定期的なパトロール等にて

現場の状況を確認している。 

  以上により，溶融炉灯油タンクの火災を想定したとしても周

囲の可燃物への延焼の可能性は低い。 

2．車両（可搬型重大事故等対処設備及び自主設備）の火災 

2.1 車両（可搬型重大事故等対処設備及び自主設備）の延焼 

  可搬型重大事故等対処設備及び自主設備保管場所（以下「保

管場所」という。）において，可搬型重大事故等対処設備及び自

主設備（以下「車両」という。）の火災が起こったとしても周囲

の車両に影響を及ぼさないことを評価する。 

  なお，保管場所の一部は防火帯に近接しているが，当該箇所

における森林火災時の輻射強度が 1.6kw／m２※以下となるよう

に離隔距離を確保するため，車両が延焼するようなことはない。 

※ 人が長時間さらされても苦痛を感じない輻射強度

(1) 車両火災の想定条件

ａ．周囲への熱影響を考慮し，コンテナにより燃料タンクが露

出している車両と隔離する大型ポンプを除いて，燃料積載

量が最大となる予備電動機用クレーンの走行用燃料タンク

（以下「クレーン燃料タンク」という。）の火災を想定した。 

ｂ．タンク内の燃料の温度上昇を評価するため，燃料が少ない

ほど温度上昇がし易く評価は保守的となることから，受熱

側として，燃料タンクが露出している車両のうち，燃料積

載量が最小となるユニック車を選定し，ユニック車底部に

設置されている直方体構造の燃料タンク（100L）（以下「ユ

ニック車燃料タンク」という。）が輻射熱を受ける状態を想

定した。燃料タンクは直方体構造であり，一方の面が受熱
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した場合その反対面は影になるため，燃料タンクの受熱面

は表面積の半分とし，全ての受熱面が火災源に最も近い表

面と同等の輻射熱を受けるものとした。 

ｃ．発熱側となるクレーン燃料タンクは全燃料分（500L）を想

定した。 

ｄ．積載している燃料は軽油とした。 

ｅ．タンク内での全面火災を想定した。 

ｆ．気象条件は無風状態とした。 

ｇ．火災は円筒火炎モデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3倍

とした。 

(2) 評価対象範囲

評価対象範囲は，保管場所で出火する車両とする。 

(3) 必要データ

危険距離評価に必要となるデータを第 1表に示す。 

第 1表 想定火災源及び燃料に係るデータ 

(4) 燃焼半径の算出

  円筒火炎モデルとして評価を実施するため，クレーン燃料タ

ンクの投影面積を円筒の底面と仮定して以下のとおり算出し

た。算出結果を第 2表に示す。 

Ｒ=√
Ｓ

π

Ｒ：燃焼半径(m)，Ｓ：燃焼面積（＝燃焼面積）(m２) 
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第 2表 想定火災源の燃焼半径 

(5) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。算出結果を第 3表に示す。 

  ｔ＝
Ｖ

πＲ
２
×ｖ

ｔ：燃焼継続時間(s)，Ｖ：燃料量(m３) 

Ｒ：燃焼半径(m)，ｖ：燃焼速度＝Ｍ／ρ(m／s) 

Ｍ：質量低下速度(kg／m２／s)，ρ：燃料密度(kg／m３) 

第 3 表 想定火災源の燃焼継続時間 

(6) 危険距離の算出

ａ．許容温度 

軽油の自然発火温度 240℃を許容温度とする。 

ｂ．評価結果 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で昇温されるものとして，下記の温度評価式によ

りユニック車燃料タンク（100L）が内包する軽油の温度が

240℃となる輻射強度（=危険輻射強度）を求め，クレーン燃

料タンクからの熱影響がこの危険輻射強度となる離隔距離（=

危険距離）を算出した。 

Ｔ－Ｔ
０
＝

ＥｔＡ

ρ
ｗ
Ｃ

ｐｗ
Ｖ

ｗ
＋ρ

ｓ
Ｃ

ｐｓ
Ｖ

ｓ
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Ｔ：許容温度(240℃)，Ｔ０：初期温度(50℃)※１， 

Ｅ：輻射強度(W／m２)， 

ｔ：燃焼継続時間(8,754s)，Ａ：受熱面積(0.8m２) 

ρｗ：受熱側燃料密度(870kg／m３)， 

Ｃｐｗ：受熱側液体比熱(1.700J／kg／K) 

Ｖｗ：受熱側液体体積(0.1m３)， 

ρｓ：燃料タンク密度(7,860kg／m３) 

Ｃｐｓ：燃料タンク比熱(473J／kg／K)， 

Ｖｓ：燃料タンク体積(0.003m３) 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃に

保守性を持たせた値 

軽油の温度が 240℃となる危険距離を算出した結果，危険

距離は2.4mであることを確認した。算出結果を第4表に示す。 

第 4表 火災影響評価結果 

(7) 保管場所に保管する車両の配置設計

クレーン燃料タンクの火災を想定しても，車両同士の最低

離隔距離 2.5m が危険距離 2.4m を上回ることから，周囲の車

両に影響を及ぼすことはない。 

2.2 常設代替高圧電源装置の火災 

常設代替高圧電源装置の駆動燃料は，トレーラー上のコンテ

ナ内にあるため，隣接する車両に影響を及ぼすことはない。配

置を第 1図に示す。また，第 2図のとおり津波防護壁で四方を

取り囲んだ構造となっており，周囲の可燃物への延焼の可能性

もない。 
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第 1図 常設代替高圧電源装置の配置 

第 2図 津波防護壁と常設代替高圧電源装置の位置関係 
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参考資料 6－1 

変圧器の防火対策について 

1. 変圧器の防火対策

変圧器には，内部圧力の上昇，又は電気回路の異常を検知す

ると，瞬時に電源を自動的に切る保護機能が備わっている。 

金属筐体に覆われており火災が発生する可能性は低い。 

万一油が漏えいした場合においても，地下の防災地下タンク

に溜まる構造となっている（第 1 図）。 

2. 中越沖地震による 3 号炉所内変圧器火災の事象

二次側接続母線部ダクトの基礎が沈下し，変圧器との相対変

位が発生。 

・ブッシング部破損による漏油と，地絡・短絡によるアークの

発生により火災発生。 

・屋外消火設備の損傷により消火活動に支障をきたしたが，当

該変圧器横に設置されている防火壁により，隣接する所内変

圧器 3A や他設備に延焼することはなかった。 

3. 中越沖地震による 3 号炉所内変圧器火災の対策

(1) 下記の基礎構造変更により，変圧器と二次側接続母線部ダ

クトの基礎で沈下量の差が発生することを防止（第 2 図，

第 3 図） 

a. 二次側接続母線部ダクトの基礎をタービン建屋と同じ支

持地盤にて支持 

b. 変圧器と二次側接続母線部ダクトの基礎部を一体化，又

は，二次側接続母線部ダクトの基礎構造を杭基礎構造へ

変更 

なお，6 号炉は，建設時より一体化された基礎を人工岩盤に

て直接支持する構造となっている。 

(2) 屋外埋設消火配管の地上化（第 4 図）

別紙 6.4 

変圧器の防火対策について 

1. 変圧器の防火対策を以下に示す。

(1) 熱感知により作動する水噴霧の自動消火設備を設置してい

る。 

(2) 変圧器には，内部圧力の上昇，又は電気回路の異常を検知

すると，瞬時に電源を自動的に切る保護機能が備わっている。 

(3) 金属躯体に覆われており火災が発生する可能性は低い。

(4) 万一油が漏えいした場合においても，地下の油水分離槽を

経由して，廃油槽に溜まる構造となっている。変圧器の地下

構造を第 1図に示す。 

(5) 変圧器と二次側接続母線部ダクトの基礎は，建屋と同じ岩

盤に支持されており，地震時の沈下量の差の発生を防止する

構造となっていることから，相対変位が発生し難く，ブッシ

ング部破損による漏油と，地絡，短絡によるアーク発生での

火災が発生する可能性は低い。変圧器基礎の概要を第 2図に

示す。 

(6) 相対変位による破損を防止するため，屋外消火配管を地上

化した。地上化された屋外消火配管を第 3図に示す。 

(7) 万一の火災発生に備え，変圧器には消火設備配管を設置し

ている。変圧器の外観及び消火設備配管を第 4図に示す。 

(8) 平成 19年に発生した新潟県中越沖地震による被害を踏ま

え，耐震性向上対策を行っており，ＪＥＡＧ５００３－２０

１０※に基づく静的水平加速度0.5Ｇに対して2倍程度の裕度

を確保している。 

※ 変電所等における電気設備の耐震設計指針

参考資料 6-1 

変圧器の防火対策について 

1．変圧器の防火対策

・変圧器には，電気回路の異常を検知すると，瞬時に電源を自

動的に切る保護機能が備わっている。

・金属筐体に覆われており，火災が発生する可能性は低い。

・万一油が漏えいした場合においても，地下の排油溜めに溜ま

る構造となっている。（第 1図）

第 1図 変圧器地下構造（防油堤及び排油溜め） 

2．変圧器火災の事故拡大防止対策 

中越沖地震において，柏崎刈羽原子力発電所３号炉の所内変

圧器での火花は，地盤の沈下による相対変位が主な原因であっ

た。 

島根原子力発電所の２号炉主変圧器，２号炉所内変圧器，２

号炉起動変圧器，３号炉補助変圧器，３号炉主変圧器及び３号

炉所内変圧器は，基礎が岩盤又は地盤改良土に設置されている

ことから，地盤の沈下による相対変位は想定されないため，火

災が発生する可能性は少ない。 

１号炉起動変圧器及び予備変圧器は，絶縁母線フレキシブル

導体部の絶縁処理による火災の発生防止対策を実施している。 

・条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

地域特性を踏まえた，

対応の相違 
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第 1 図 変圧器地下構造（防油堤及び防災地下タンク） 

第 2 図 変圧器火災の対策（3 号炉所内変圧器） 

第 3 図 変圧器火災の対策（7 号炉所内変圧器） 

第 1図 変圧器地下構造 

第 2図 変圧器基礎概要 

第 3図 屋外消火配管の地上化 

3．変圧器火災の感知・消火設備 

変圧器火災に備え，変圧器専用の火災感知設備及び消火設備

（噴霧消火設備）を設置している。 

なお，消火設備は，相対変位による損傷を防止するため，屋外

消火配管をトレンチ化又は地上化している。変圧器の外観及び消

火設備配管を第 2図に示す。 

第 2図 変圧器外観 
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第 4 図 消火配管の地上化 

第 4図 変圧器外観 
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1. はじめに 

本評価は，発電所敷地への航空機墜落による火災に対してよ

り一層の安全性向上の観点から，その火災が起こったとしても

発電用原子炉施設に影響を及ぼさないことを評価するもので

ある。 

 

 

2. 航空機墜落による火災の影響評価  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

航空機落下確率評価では，評価手法及び対象航空機の大きさ

の違いを考慮して落下確率を求めている。火災の影響は対象航

空機の燃料積載量に大きく依存することから，別紙7－1に示す

とおり，大型航空機と小型航空機に分類し，また，民間航空機

と自衛隊航空機又は米軍航空機（以下「軍用航空機」とする）

に分類し以下のカテゴリごとに火災影響評価を実施する。 

 

 

 

1. 目 的 

  本評価は，東海第二発電所の発電所敷地への航空機の墜落に

よって発生する火災が，添付資料-1 で選定した評価対象施設に

影響を与えないことについて，「原子力発電所の外部火災影響評

価ガイド 附属書Ｃ 原子力発電所の敷地内への航空機墜落に

よる火災の影響評価について」に基づき，評価を実施する。 

 

2. 航空機墜落の火災影響評価 

  航空機墜落による火災の想定は以下のとおりとする。 

 (1) 航空機は，当該発電所における航空機落下確率評価の対象

航空機のうち燃料積載量が最大の機種とする。 

 (2) 航空機は，燃料を満載した状態を想定する。 

 (3) 航空機の落下は発電所敷地内であって落下確率が 10－７（回

／炉・年）以上になる範囲のうち発電用原子炉施設への影響

が最も厳しくなる地点で起こることを想定する。 

 (4) 航空機の墜落によって燃料に着火し，火災が起こることを

想定する。 

 (5) 気象条件は無風状態とする。 

 (6) 火災は円筒火炎をモデルとし，火災の高さは燃焼半径の 3

倍とする。 

 (7) 輻射強度の算出としては，油火災において任意の位置にあ

る輻射強度（熱）を計算により求めるには，半径が 1.5m 以上

の場合で火災の高さ（輻射体）を半径の 3 倍にした円筒火炎

モデルを採用する。 

 

3. 落下事故のカテゴリと対象航空機について 

(1) 落下事故のカテゴリ 

航空機落下確率評価では，評価条件の違いに応じたカテゴ

リに分けて落下確率を求めている。 

また，機種によって装備，飛行形態等が同一ではないため，

落下事故件数及び火災影響の大きさに差がある。 

したがって，これらを考慮して，下表に示すカテゴリごと

に航空機墜落による火災の影響評価を実施する。 

 

 

 

1. はじめに 

本評価は，発電所敷地内への航空機墜落による火災に対して，

より一層の安全性向上の観点から，その火災が起こったとして

も発電用原子炉施設に影響を及ぼさないことを評価するもので

ある。 

 

 

2. 航空機墜落による火災の影響評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

航空機落下確率評価では，評価手法及び対象航空機の大きさ

の違いを考慮して落下確率を求めている。また，評価に考慮し

ている航空機落下事故については，民間航空機と軍用機（自衛

隊機又は米軍機）では，その発生状況が必ずしも同一ではなく，

軍用機の中でも，機種によって飛行形態が同一ではないと考え

られる。したがって，航空機墜落による火災影響の評価におい

ては，第2-1表のとおり以下のカテゴリ毎に火災影響を評価す

る。（別紙７－１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，飛行形

態の違いを踏まえた航

空機の分類を実施。 

出雲空港及び米子空

港の最大離着陸地点以

内に位置するため，「飛
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第 2-1 表 航空機の分類 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 航空機墜落による火災の想定 

航空機は，柏崎刈羽原子力発電所における航空機落下評価

の対象航空機のうち燃料積載量が最大の機種とする。 

航空機は燃料を満載した状態を想定する。 

航空機の落下は発電所敷地内であって落下確率が10－７［回

/炉･年］以上になる範囲のうち発電用原子炉施設への影響

が最も厳しくなる地点で起こることを想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 計器飛行の飛行場での離着陸時における大型航空機の落

下事故（以下「大型民間航空機（離着陸時）」という。） 

・ 計器飛行のうち航空路を巡航中の落下事故及び有視界飛

行の大型民間航空機の落下事故（以下「大型民間航空機」

という。） 

・ 有視界飛行の小型民間航空機の落下事故（以下「小型民

間航空機」という。） 

・ 自衛隊機又は米軍機の落下事故（別紙７－２参照） 

  ａ．空中給油機等，高高度での巡航が想定される大型固定

翼機（以下「空中給油機等」という。） 

  ｂ．その他の大型固定翼機，小型固定翼機及び小型回転翼

機（以下「その他の機種」という。） 

 

第2-1表 航空機の分類 

 

 

 (1) 航空機墜落による火災の想定 

・航空機は，島根原子力発電所における航空機落下評価の

対象航空機のうち燃料積載量が最大の機種とする。 

・航空機は燃料を満載した状態を想定する。 

・航空機の落下は発電所敷地内であって落下確率が10-７［回

/炉･年］以上になる範囲のうち発電用原子炉施設への影

響が最も厳しくなる地点で起こることを想定する。 

行場での離着陸時」を対

象として設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，飛行形

態の違いを踏まえた航

空機の分類を実施。 

出雲空港及び米子空

港の最大離着陸地点以

内に位置するため，「飛

行場での離着陸時」を対

象として設定 

【東海第二】 

島根 2号炉は，計器飛

行方式のうち航空路を

巡航中及び有視界飛行

方式の大型機を併せて

「大型民間航空機」とし

て分類 
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航空機の落下によって燃料に着火し火災が起こることを

想定する。 

気象条件は無風状態とする。 

火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の3

倍とする。 

 

第 2-2 表 燃料積載量が最大の機種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) カテゴリ別の対象航空機（別紙 7.1） 

ａ．計器飛行方式民間航空機 

計器飛行方式民間航空機の落下事故には，「①飛行場での

離着陸時」における落下事故と「②航空路を巡航中」の落

下事故がある。 

①については，東海第二発電所から約 36km 離れた位置に

茨城空港があり，茨城空港の最大離着陸地点（航空路誌（以

下「ＡＩＰ」という。）に記載された離着陸経路において着

陸態勢に入る地点又は離陸態勢を終える地点）までの直線

距離（以下「最大離着陸距離」という。）を半径とし，滑走

路端から滑走路方向に対して±60°の扇型区域内に発電所

が存在するため，評価対象とする。 

（別紙 7.2，7.3） 

②については，東海第二発電所上空に航空路が存在する

ため，評価対象とする。 

（別紙 7.4） 

本カテゴリにおいて対象とした航空機を下表に示す。①

の対象航空機は，茨城空港を離着陸する航空機が発電所に

落下する事故を対象としていることから，茨城空港の定期

便（B737 及び A320）※のうち燃料積載量が多い航空機（B737）

・航空機の落下によって燃料に着火し火災が起こることを

想定する。 

・気象条件は無風状態とする。 

・火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の

３倍とする。 

 

第2-2表 燃料積載量が最大の機種 
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を選定した。また，②については，評価対象航空路を飛行

すると考えられる定期便のうち燃料積載量が最大の航空機

を選定した。 

※茨城空港ホームページ（H29 年 7 月確認） 

 

 

 

ｂ．有視界飛行方式民間航空機 

有視界飛行方式民間航空機の落下事故には，「③大型機

（大型固定翼機及び大型回転翼機）」の落下事故と「④小型

機（小型固定翼機及び小型回転翼機）」の落下事故がある。 

本カテゴリにおいて対象とした航空機を下表に示す。有

視界飛行方式民間航空機の落下事故においては，全国の有

視界飛行が可能な民間航空機のうち，燃料積載量が最大の

航空機を選定した。 

（別紙 7.5） 

 

 

 

ｃ．自衛隊機又は米軍機 

自衛隊機又は米軍機の落下事故には，「⑤訓練空域内で訓

練中及び訓練空域外を飛行中」の落下事故と「⑥基地－訓

練空域間往復時」の落下事故がある。 

⑤については，東海第二発電所周辺上空には，自衛隊機

又は米軍機の訓練空域はないため，訓練空域外を飛行中の

落下事故を評価対象とする。 

⑥については，東海第二発電所周辺の太平洋沖合上空に

自衛隊機の訓練空域があり，発電所は自衛隊の百里基地と

訓練空域間の想定飛行範囲（基地と訓練空域間を往復時の

飛行範囲として，想定される区域）内に位置することから，

自衛隊機の落下事故を評価対象とする。 

（別紙 7.4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【東海第二】 

島根 2号炉は，計器飛

行方式のうち航空路を

巡航中及び有視界飛行

方式の大型機を併せて

「大型民間航空機」とし

て分類 
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(2) 評価手法の概要  

本評価は，柏崎刈羽原子力発電所に対する航空機墜落によ

る火災影響の有無の評価を目的としている。具体的な評価指

標とその内容を以下に示す。 

 

第 2-3 表 評価指標及びその内容 

 

 

本カテゴリにおいて対象とした航空機を下表に示す。 

⑤の対象航空機は，全国の自衛隊機及び米軍機のうち，

用途別に燃料積載量が最大の航空機を選定した。 

⑥については，百里基地と訓練空域を往復時に発電所に

落下することを想定するため，百里基地に所属する自衛隊

機のうち燃料積載量が最大の航空機を選定した。 

（別紙 7.6） 

 

 

 

4. カテゴリ別の離隔距離の評価 

「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準につ

いて（内規）」（平成 21・06・25 原院第 1号）の航空機落下確率

評価式に基づき，カテゴリごとに落下確率が 10－７（回／炉・年）

に相当する面積を算出し，その結果を用いて評価対象施設に対

する離隔距離を求める。 

（別紙 7.7，7.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 評価手法の概要 

本評価は，島根原子力発電所に対する航空機墜落による火

災影響の有無の評価を目的としている。具体的な評価指標と

その内容を以下に示す。 

 

第2-3表 評価指標及びその内容 
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上記の評価指標は，受熱面が輻射体の底部と同一平面上に

あると仮定して評価する。油の液面火災では，火炎面積の半

径が3ｍを超えると空気供給不足により大量の黒煙が発生し

輻射発散度が低減するが，本評価では保守的な判断を行うた

めに，火災規模による輻射発散度の低減がないものとする。 

輻射熱に対する建物の危険輻射強度を調査し，輻射強度が

その建物の危険輻射強度以下になるように発電用原子炉施

設は危険距離（離隔距離）を確保するものとする。 

 

(3) 評価対象範囲  

評価対象範囲は，発電所敷地内であって落下確率が10－7

［回/炉･年］以上になる範囲のうち発電用原子炉施設への影

響が最も厳しくなる区域とすることから，柏崎刈羽原子力発

電所における航空機落下確率評価の対象航空機を，大型民間

航空機，小型民間航空機，大型軍用航空機，小型軍用航空機

に分類し，それぞれの機種の落下確率の合計が10－7［回/炉･

年］となる標的面積を算出し，その結果から発電用原子炉施

設からの離隔距離を以下のとおり算出する。 

 

 

(4) 標的面積の算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1 計器飛行方式民間航空機の落下事故 

(1) 飛行場での離着陸時における落下事故 

ａ．標的面積 

Pd,a＝fd,a・Nd,a・A・Φd,a(r,θ) 

Pd,a：対象施設への離着陸時の航空機落下確率（回／年） 

fd,a＝Dd,a／Ed,a：対象航空機の国内での離着陸時 

事故率（回／離着陸回） 

Dd,a：国内での離着陸時事故件数（回） 

Ed,a：国内での離着陸回数（離着陸回） 

Nd,a：当該飛行場での対象航空機の年間離着陸回数 

（離着陸回／年） 

A：対象施設の標的面積（km２） 

Φd,a(r,θ)：離着陸時の事故における落下地点確率 

分布関数（／km２） 

 

 

 

上記の評価指標は，受熱面が輻射体の底部と同一平面上に

あると仮定して評価する。油の液面火災では，火炎面積の半

径が３m を超えると空気供給不足により大量の黒煙が発生し

輻射発散度が低減するが，本評価では保守的な判断を行うた

めに，火災規模による輻射発散度の低減がないものとする。 

輻射熱に対する建物の危険輻射強度を調査し，輻射強度が

その建物の危険輻射強度以下になるように発電用原子炉施設

は危険距離（離隔距離）を確保するものとする。 

 

(3) 評価対象範囲 

評価対象範囲は，発電所敷地内であって落下確率が 10-７［回

/炉･年］以上になる範囲のうち，発電用原子炉施設への影響

が最も厳しくなる区域とすることから，島根原子力発電所に

おける航空機落下確率評価の対象航空機を，「大型民間航空

機（離着陸時）」，「大型民間航空機」，「小型民間航空機」，

「空中給油機等」，「その他の機種」に分類し，それぞれの

機種の落下確率の合計が 10-７［回/炉･年］となる標的面積を

算出し，その結果から発電用原子炉施設からの離隔距離を以

下のとおり算出する。 

 

(4) 標的面積の算出 

ａ．大型民間航空機（離着陸時）の標的面積の算出 

     飛行場での離着陸時における落下事故 

     Ｐd,a＝ｆd,a・Ｎd,a・Ａ・φd,a（r,ϴ） 

     Ｐd,a：対象施設への離着陸時の航空機落下確率 

（回/年） 

     Ｎd,a：当該飛行場での対象航空機の年間離着陸回数

（離着陸回/年） 

     Ａ ：発電用原子炉施設の標的面積 

（落下時に原子炉施設が影響を受ける建物の 

面積）(㎞2) 

     φd,a（r,ϴ）：離着陸時の事故における落下地点 

確率分布関数（/㎞2) 

     ｆd,a＝Ｄd,a／Ｅd,a：対象航空機の国内での離着陸時

事故率 

（回/離着陸回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，飛行形

態の違いを踏まえた航

空機の分類を実施。 

出雲空港及び米子空

港の最大離着陸地点以

内に位置するため，「飛

行場での離着陸時」を対

象として設定 

【東海第二】 

島根 2号炉は，計器飛

行方式のうち航空路を

巡航中及び有視界飛行

方式の大型機を併せて

「大型民間航空機」とし

て分類 
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これらの式より，Pd,a＝10－７（回／炉・年）に相当する

標的面積 Aを求めると，約 0.56km２となる。 

 

 

ｂ．離隔距離 

ａ．で求めた標的面積より，評価対象施設である発電用

原子炉施設（原子炉建屋，タービン建屋，海水ポンプ室※，

主排気筒）の離隔距離 L は 245m とする（評価結果は，約

245.9m）。また，使用済燃料乾式貯蔵建屋の離隔距離 L は

393m とする（評価結果は，約 393.4m）。（別紙 7.12） 

※ 評価対象施設である残留熱除去系海水系ポンプ及び非

     Ｄd,a：国内での離着陸時事故件数（回） 

     Ｅd,a：国内での離着陸回数（離着陸回） 

 

第2-4表 計器飛行方式民間航空機の落下確率 

（飛行場での離着陸時） 

 

 

 

以上より， 

大型民間航空機（離着陸時）の落下確率Ｐd,aが 

10-7［回/炉･年］となる標的面積Ａ１を計算すると以下の

とおりとなる。 

     Ａ１＝10-7［回/炉･年］/1.49×10－8／0.02459 

＝0.165[㎞2] 
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a. 大型民間航空機及び小型民間航空機の標的面積の算出 

(a)計器飛行方式民間航空機の航空路を巡航中の落下事故 

 

 Pc＝fc・Nc・A／W 

Pc：対象施設への巡航中の航空機落下確率[回/年]  

Nc：評価対象とする航空路等の年間飛行回数[飛行回/年]  

A：発電用原子炉施設の標的面積[km2] 

W：航空路幅[km]  

fc＝Gc／Hc：単位飛行距離当たりの巡航中の落下事故率

[回/飛行回･km] 

Gc：巡航中事故件数[回]  

Hc：延べ飛行距離[飛行回･km] 

 

 

第 2-4 表 標的面積の算出結果 

 

常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機を含む。）用海水ポンプについては，これらが

設置されている海水ポンプ室を標的面積とする。 

 

 

(2) 航空路を巡航中の落下事故 

ａ．標的面積 

Pc＝fc・Nc・A／W 

Pc：対象施設への巡航中の航空機落下確率（回／年） 

fc＝Gc／Hc：単位飛行距離当たりの巡航中の落下事故

率（回／（飛行回･km）） 

Gc：巡航中事故件数（回） 

Hc：延べ飛行距離（飛行回･km） 

Nc：評価対象とする航空路等の年間飛行回数（飛行回

／年） 

A：対象施設の標的面積（km２） 

W：航空路幅（km） 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．大型民間航空機及び小型民間航空機の標的面積の算出 

(a) 大型民間航空機 

    ①航空路を巡航中の落下事故 

     Ｐc＝ｆc・Ｎc・Ａ／Ｗ 

     Ｐc：対象施設への巡航中の航空機落下確率（回/年） 

     Ｎc：評価対象とする航空路等の年間飛行回数 

（飛行回/年） 

     Ａ ：原子炉施設の標的面積（㎞２) 

     Ｗ ：航空路幅（㎞) 

     ｆc＝Ｇc／Ｈc：単位飛行距離当たりの巡航中の落下 

事故率       （回/（飛行回・㎞）） 

     Ｇc：巡航中事故件数（回） 

     Ｈc：延べ飛行距離（飛行回・㎞） 

 

第2-5表 計器飛行方式大型民間航空機の落下確率 

（航空路を巡航中） 
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(b)有視界飛行方式民間航空機の落下事故  

 

 

Pv＝(fv/Sv)・A・α  

Pv：対象施設への航空機落下確率[回/年]  

fv：単位年当たりの落下事故率[回/年]  

Sv：全国土面積[km2] 

A：発電用原子炉施設の標的面積[km2]  

α：対象航空機の種類による係数 

 

第 2-5 表 落下確率の算出結果 

 

 

 

 

 

 

 

以上より， 大型民間航空機の落下確率（Pc（計器飛行

方式）＋Pv（大型固定翼機）＋Pv（大型回転翼機））が10-7[回

 

これらの式より，Pc＝10－７（回／炉・年）に相当する標

的面積 Aを求めると，約 23km２となる。 

 

ｂ．離隔距離 

ａ．で求めた標的面積より，発電用原子炉施設（使用済

燃料乾式貯蔵建屋除く。）の離隔距離Ｌは 1,873m とする（評

価結果は，約 1,873.5m）。また，使用済燃料乾式貯蔵建屋

の離隔距離Ｌは 2,695m とする（評価結果は，約 2,695.5m）。 

 

4.2 有視界飛行方式民間航空機の落下事故 

(1) 有視界飛行方式民間航空機（大型機）の落下事故 

ａ．標的面積 

Pv＝（fv／Sv）・A・α 

Pv：対象施設への航空機落下確率（回／年） 

fv：単位年当たりの落下事故率（回／年） 

Sv：全国土面積（km２） 

A：対象施設の標的面積（km２） 

α：対象航空機の種類による係数 

 

 

 

 

 

 

 

これらの式より，Pv＝10－７（回／炉・年）に相当する標

的面積 Aを求めると，約 0.50km２となる。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②有視界飛行方式民間航空機の落下事故 

 

 

     Ｐv＝（ｆv／Ｓv）・Ａ ・α 

     Ｐv：対象施設への航空機落下確率（回/年） 

     ｆv：単位年当たりの落下事故率（回/年） 

     Ｓv：全国土面積（㎞２) 

     Ａ ：原子炉施設の標的面積（㎞２) 

     α ：対象航空機の種類による係数 

 

第2-6表 有視界飛行方式民間航空機の落下確率 

 

 

以上より， 

大型民間航空機の落下確率Ｐc＋Ｐvが10-７［回/炉･年］
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/炉・年]となる標的面積A1[km2]を計算すると以下のとおり

となる。 

A1＝10-7÷（ -10 +6.72×10-10 +2.68×10-9）×0.01

＝0.239[km2] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小型民間航空機の落下確率（Pv（小型固定翼機）＋Pv（小

型回転翼機））が 

 

 

 

 

 

ｂ．離隔距離 

ａ．で求めた標的面積より，発電用原子炉施設（使用済

燃料乾式貯蔵建屋除く。）の離隔距離Ｌは 229m とする（評

価結果は，約 229.4m）。また，使用済燃料乾式貯蔵建屋の

離隔距離 Lは 372m とする（評価結果は，約 372.2m）。 

  

(2) 有視界飛行方式民間航空機（小型機）の落下事故 

ａ．標的面積 

Pv＝（fv／Sv）・A・α 

Pv：対象施設への航空機落下確率（回／年） 

fv：単位年当たりの落下事故率（回／年） 

Sv：全国土面積（km２） 

A：対象施設の標的面積（km２） 

α：対象航空機の種類による係数 

 

 

 

 

ｂ．離隔距離 

ａ．で求めた標的面積より，発電用原子炉施設（使用済

燃料乾式貯蔵建屋除く。）の離隔距離 Lは 89m とする（評価

結果は，約 89.4m）。また，使用済燃料乾式貯蔵建屋の離隔

距離 Lは 175m とする（評価結果は，約 175.4m）。 

 

 

となる標的面積Ａ２を計算すると以下のとおりとなる。 

 

   Ａ２＝10-７［回/炉･年］/（8.39×10－9＋6.43×10－9）／

0.01917 

＝0.129[㎞２] 

 

 

 

 

 

 

(b) 小型民間航空機 

     有視界飛行方式民間航空機の墜落事故 

     Ｐv＝（ｆv／Ｓv）・Ａ ・α 

     Ｐv：単位年当たりの落下事故率（回/年） 

     ｆv：単位年当たりの落下事故率（回/年） 

     Ｓv：全国土面積（㎞２) 

     Ａ ：原子炉施設の標的面積（㎞２) 

     α ：対象航空機の種類による係数 

 

第2-7表 有視界飛行方式民間航空機の落下確率 

 

 

 

以上より， 
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10-7[回/炉・年]となる標的面積A2[km2] を計算すると以下

のとおりとなる。 

A2＝10-7÷（4.70×10-9+4.03×10-9）×0.01＝0.114[km2] 

 

 

b. 大型軍用航空機及び小型軍用航空機の標的面積の算出  

 

 

柏崎刈羽原子力発電所の上空には訓練空域がないため，軍

用航空機の落下確率Psoを求める式は，以下のとおりとなる。  

Pso＝(fso／So)・A 

Pso：訓練空域外での対象施設への航空機落下確率[回/年]  

fso：単位年当たりの訓練空域外落下事故率[回/年] 

So ：全国土面積から全国の陸上の訓練空域の面積を除いた

面積[㎞2]  

A：発電用原子炉施設の標的面積[㎞2] 

 

 

 

第 2-6 表 落下確率の算出結果 

 

 

 

 

 

 

以上より，大型軍用航空機の落下確率（Pso（大型自衛

隊機）＋Pso（大型米軍機））が10-7[回/炉・年]となる標的

面積A3[km2] を計算すると以下のとおりとなる。  

A3 ＝ 10-7 ÷ （ 3.38×10-9 ＋ 5.38×10-9 ） ×0.01 ＝

0.114[km2] 

 

 

 

 

 

4.3 自衛隊機又は米軍機の落下事故 

(1) 訓練空域外を飛行中の落下事故（空中給油機等，高高度で

の巡航が想定される大型固定翼機） 

ａ．標的面積 

Pso＝fso・A／So 

Pso：訓練空域外での対象施設への航空機落下確率（回

／年） 

fso：単位年当たりの訓練空域外落下事故率（回／年） 

A：対象施設の標的面積（km２） 

So：全国土面積から全国の陸上の訓練空域の面積を除

いた面積（km２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの式より，Pso＝10－７（回／炉・年）に相当する

標的面積 Aを求めると，約 0.46km２となる。 

 

 

 

小型民間航空機の落下確率Ｐvが10-７［回/炉･年］となる

標的面積Ａ３を計算すると以下のとおりとなる。 

     Ａ３＝10-７［回/炉･年］/1.08×10-8／0.01917 

＝0.177[㎞２] 

 

ｃ．自衛隊機及び米軍機の標的面積の算出 

     訓練空域外を飛行中の墜落事故 

   ①空中給油機等 

     島根原子力発電所上空には訓練空域がないため，自衛

隊機又は米軍機の落下確率Ｐso を求める式は，以下のと

おりとなる。 

     Ｐso＝(ｆso／Ｓo)・Ａ 

     Ｐso：訓練空域外での対象施設への航空機落下確率 

（回/年） 

     ｆso：単位年当たりの落下事故率（回/年） 

     Ｓo ：全国土面積から訓練空域の面積を除いた面積 

（㎞２） 

     Ａ ：原子炉施設の標的面積（㎞２） 

 

第2-8表 自衛隊機及び米軍機の落下確率（空中給油機等） 

 

以上より， 

空中給油機等の落下確率Ｐsoが10-７［回/炉･年］となる

標的面積Ａ４を計算すると以下のとおりとなる。 

 

    Ａ４＝10-７［回/炉･年］/4.20×10－9／0.01917 

＝0.456[㎞２] 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，飛行形

態の違いを踏まえた航

空機の分類を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，飛行形

態の違いを踏まえた航

空機の分類を実施 
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小型軍用航空機の落下確率（Pso（小型自衛隊機）＋Pso

（小型米軍機））が 

10-7[回/炉・年]となる標的面積A4[km2] を計算すると以

下のとおりとなる。  

A4＝10-7÷（1.01×10-8＋1.34×10-9）×0.01＝0.086[km2] 

 

 

ｂ．離隔距離 

ａ．で求めた標的面積より，発電用原子炉施設（使用済

燃料乾式貯蔵建屋除く。）の離隔距離 L は 217m とする（評

価結果は，約 217.8m）。また，使用済燃料乾式貯蔵建屋の

離隔距離 Lは 355m とする（評価結果は，約 355.97m）。 

 

(2) 訓練空域外を飛行中の落下事故（その他の大型固定翼機，

小型固定翼機及び回転翼機） 

ａ．標的面積 

Pso＝fso・A／So 

Pso：訓練空域外での対象施設への航空機落下確率（回

／年） 

fso：単位年当たりの訓練空域外落下事故率（回／年） 

A：対象施設の標的面積（km２） 

So：全国土面積から全国の陸上の訓練空域の面積を除

いた面積（km２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの式より，Pso＝10－７（回／炉・年）に相当する

標的面積 Aを求めると，約 0.058km２となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②その他の機種 

     島根原子力発電所上空には訓練空域がないため，自衛

隊機又は米軍機の落下確率Ｐso を求める式は，以下のと

おりとなる。 

     Ｐso＝(ｆso／Ｓo)・Ａ 

     Ｐso：訓練空域外での対象施設への航空機落下確率 

（回/年） 

     ｆso：単位年当たりの落下事故率（回/年） 

     Ｓo ：全国土面積から訓練空域の面積を除いた面積 

（㎞２） 

     Ａ ：原子炉施設の標的面積（㎞２） 

 

第2-9表 自衛隊機及び米軍機の落下確率（その他の機種） 

 
 

以上より， 

その他の機種の落下確率Ｐsoが10-７［回/炉･年］となる

標的面積Ａ５を計算すると以下のとおりとなる。 

 

    Ａ５＝10-７［回/炉･年］/4.03×10－8／0.01917 

＝0.047[㎞２] 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，飛行形

態の違いを踏まえた航

空機の分類を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，飛行形

態の違いを踏まえた航

空機の分類を実施 
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ｂ．離隔距離 

ａ．で求めた標的面積より，発電用原子炉施設（使用済

燃料乾式貯蔵建屋除く。）の離隔距離 Lは 43m とする（評価

結果は，約 43.0m）。また，使用済燃料乾式貯蔵建屋の離隔

距離 Lは 111m とする（評価結果は，約 111.2m）。 

 

(3) 基地－訓練空域間を往復時の落下事故（想定飛行範囲内に

発電用原子炉施設が存在する場合） 

ａ．標的面積 

Pse＝fse・A／Sse 

Pse：対象施設への航空機落下確率（回／年） 

fse：基地と訓練空域間を往復中の落下事故率（回／

年） 

A：対象施設の標的面積（km２） 

Sse：想定飛行範囲の面積（km２） 

 

 

これらの式より，Pse＝10－７（回／炉・年）に相当する

標的面積 Aを求めると，約 0.033km２となる。 

 

ｂ．離隔距離 

ａ．で求めた標的面積より，発電用原子炉施設（使用済

燃料乾式貯蔵建屋除く。）の離隔距離 Lは 22m とする（評価

結果は，約 22.1m）。また，使用済燃料乾式貯蔵建屋の離隔

距離 Lは 78m とする（評価結果は，約 78.6m）。 

自衛隊機の基地-訓練空域間往復時の落下事故に対する

離隔距離を第 4.3-1 図及び第 4.3-2 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

プラント立地箇所の

相違により，島根 2号炉

は基地－訓練空域間の

往復想定範囲内に位置

していないため，評価対

象外としている 
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第 4.3-1 図 基地-空連空域間往復時の落下事故に対する 

発電用原子炉施設（使用済燃料乾式貯蔵建屋除く。）の離隔距離 

 

 

第 4.3-2 図 基地-訓練空域間往復時の落下事故に対する 

使用済燃料乾式貯蔵建屋の離隔距離 
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(5) 発電用原子炉施設からの離隔距離の算出  

(4)で求めた面積が，評価対象となる発電用原子炉施設（原

子炉建屋及びコントロール建屋）外壁面から等距離の離隔を

とった場合の標的面積と等しくなる距離を離隔距離L[m]と

し，離隔距離Lを算出した結果を以下に示す。また，各航空

機の離隔距離を第2-1図，第2-2図に示す。 

 

第 2-7 表 発電用原子炉施設からの離隔距離の算出結果 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 発電用原子炉施設からの離隔距離の算出 

(4)で求めたそれぞれの面積が，評価対象となる発電用原子

炉施設（原子炉建物及び制御室建物等）外壁面から等距離の

離隔をとった場合の標的面積と等しくなる距離を離隔距離Ｌ

[m]とし，離隔距離Ｌを算出した結果を以下に示す。また，各

航空機の離隔距離を第 2-1 図に示す。 

 

第2-10表 発電用原子炉施設からの離隔距離の算出結果 
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第2-1図 各航空機の落下位置（6号炉） 

第2-2図 各航空機の落下位置（7号炉） 

第2-1図 各航空機の落下位置 
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10-7[回/炉・年]となる標的面積の考え方は，以下のとおり。 

 

 

第 2-3 図 標的面積の考え方 

 

発電用原子炉施設（原子炉建屋及びコントロール建屋）外

壁面から等距離の離隔をとり，10-7[回/炉・年]となる標的面

積をSとした場合，以下の式が成り立つ。 

   

二次方程式の解の公式より，以下の式となる。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 熱影響評価結果 

5.1 評価機種の選定 

  評価機種は「3. 落下事故のカテゴリと対象航空機について」

で抽出した航空機より選定し，他のカテゴリの評価に包絡され

るものは評価対象外とした。 

  第 5.1-1 表，第 5.1-2 表にカテゴリごとの離隔距離と評価機

種を示す。 

 

 

10-７［回/炉･年］となる標的面積の考え方は，以下のとお

り。 

 

 

    

第2-2図 標的面積の考え方 

 

 

 

 

Ａ＝ｘｙ＋πＬ2/４×４＋２（Ｌｘ＋Ｌｙ） 

πＬ2＋２Ｌ（ｘ＋ｙ）＋ｘｙ-Ａ＝０ 

２次方程式の解の公式より，以下の式となる。 

Ｌ＝（-（ｘ＋ｙ）＋√（（ｘ＋ｙ）2 – 

π（ｘｙ-Ａ）））/π 
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第 5.1-1 表 落下事故のカテゴリごとの離隔距離と評価機種 

（発電用原子炉施設（使用済燃料乾式貯蔵建屋除く。）） 

 

 

 

第 5.1-2 表 落下事故のカテゴリごとの離隔距離と評価機種 

（使用済燃料乾式貯蔵建屋） 
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(6) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 

なお，温度評価においては，離隔距離が短い方が評価が厳

しくなることから，6号炉の外壁面，6号炉燃料移送ポンプ，

7号炉主排気筒の温度評価を実施する。また，第2-8表に示す

とおり，小型民間航空機は大型軍用航空機と比べ輻射発散度

が小さく，燃料タンク面積も小さく，離隔距離も離れている

ことから大型軍用航空機の評価に包絡される。 

第 2-8 表 航空機火災影響評価に必要なデータ 

5.2 共通データの算出 

  各建屋外壁，主排気筒及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）に対する火災影響評

価に必要となる共通データを算出する。 

(1) 各カテゴリ航空機及び燃料に係るデータ

各カテゴリ航空機及び燃料に係るデータを第 5.2-1 表に示

す。 

第 5.2-1 表 各カテゴリ航空機及び燃料に係るデータ 

(6) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。なお，温度評価につい

ては，原子炉建物外壁面，排気筒，海水ポンプの温度評価を

実施する。また，第 2-11 表に示すとおり，小型民間航空機は

大型民間航空機と比べ燃料タンク面積が小さいこと，大型民

間航空機（離着陸時）は大型民間航空機と比べ離隔距離が遠

いことから大型民間航空機の評価に包絡される。 

第2-11表 航空機火災影響評価に必要なデータ 

・条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

地域特性を踏まえた

評価対象の相違及び飛

行形態の違いを踏まえ

た航空機の分類の相違 
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(7) 燃焼半径の算出

航空機墜落による火災は,その状況によって，様々な燃焼

範囲の形態が想定されるが，円筒火炎モデルとして評価を実

施するため，燃焼半径は対象とした航空機燃料タンクの投影

面積を円筒の底面と仮定して以下のとおり算出する。 

R＝（S／π）0.5

R：燃焼半径[m]，S：燃料タンク投影面積（火炎円筒の底面積） 

第 2-9 表 燃焼半径の算出結果 

(2) 燃焼半径の算出

円筒火炎モデルとして評価を実施するため，燃焼半径は燃

焼面積を円筒の底面と仮定して以下のとおり算出した。算出

結果を第 5.2-2 表に示す。 

Ｒ=√Ｓ

π

Ｒ：燃焼半径(m)，Ｓ：燃焼面積(m２) 

第 5.2-2 表 各航空機の燃焼半径 

(3) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。算出結果を第 5.2-3 表に示す。 

ｔ＝
Ｖ

πＲ
２
×ｖ

ｔ：燃焼継続時間(s)，Ｖ：燃料量(m３) 

Ｒ：燃焼半径(m)，ｖ：燃焼速度＝Ｍ／ρ(m／s) 

Ｍ：質量低下速度(kg／m２／s)，ρ：燃料密度(kg／m３) 

第 5.2-3 表 各航空機の燃焼継続時間 

(7) 燃焼半径の算出

航空機墜落による火災は，その状況によって，様々な燃焼

範囲の形態が想定されるが，円筒火炎モデルとして評価を実

施するため，燃焼半径は対象とした航空機燃料タンクの投影

面積を円筒の底面と仮定して以下のとおり算出する。 

 R＝（S／π）0.5

R:燃焼半径[m]， 

S:燃料タンク投影面積[m2]（火炎円筒の底面積） 

第 2-12 表 燃焼半径の算出結果 
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(8) 形態係数の算出  

次の式から形態係数を算出する。 

 

 

φ：形態係数，L：離隔距離[m]，H：火炎高さ[m]，R：燃焼半径

[m] 

 

第 2-10 表 形態係数の算出結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 形態係数の算出 

   以下の式から形態係数を算出した。算出結果を第 5.2-4 表，

第 5.2-5 表に示す。 

 

 

 

 

第 5.2-4 表 各航空機の形態係数 

（発電用原子炉施設（使用済燃料乾式貯蔵建屋除く。）） 

 

 

第 5.2-5 表 各航空機の形態係数（使用済燃料乾式貯蔵建屋） 

 

 

 

 

 

 

 (8) 形態係数の算出 

次の式から形態係数を算出する。 






















































 

)1(

)1(
tan

1

)1(

)1(
tan

)2(

1
tan

1 11

2

1

n

n

nnB

nA

ABn

nAm

n

m

n 


2222 )1(,)1(,,3 mnBmnA
R

L
n

R

H
m ただし，    

Φ:形態係数，L: 離隔距離[m]，H:火炎高さ[m]，R:燃焼半径[m] 

 

 

 

 

第 2-13 表 形態係数の算出結果 
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(9) 輻射強度の算出

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度

は，輻射発散度に形態係数をかけた値となる。次式から輻射

強度を算出する。  

E＝Rf×φ  

E：輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 

第 2-11 表 輻射強度の算出結果 

(10) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

となる。

t：燃焼継続時間[s]，V：燃料積載量[m3]，R：燃焼半径[m]，

v：燃焼速度[m/s] 

M：質量低下速度[kg/m2･s]，ρ：密度[kg/m3] 

(5) 輻射強度の評価

火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，輻

射発散度に形態係数を掛けた値になる。算出結果を第 5.2-6

表，第 5.2-7 表に示す。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)，Φ：形

態係数(-) 

第 5.2-6 表 各航空機の輻射強度 

（発電用原子炉施設（使用済燃料乾式貯蔵建屋除く。）） 

第 5.2-7 表 各航空機の輻射強度（使用済燃料乾式貯蔵建屋） 

(9) 輻射強度の算出

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度

は，輻射発散度に形態係数をかけた値となる。次式から輻射

強度を算出する。 

・RfE 

E:輻射強度，Rf:輻射発散度，Φ:形態係数

第2-14表 輻射強度の算出結果 

（10） 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った

値となる。 

MR

V
t

M

R

V
t









22 







　より，，

v:燃焼速度[m/s]，M:質量低下速度[kg/(m2・s)]， 

ρ:燃料密度[kg/m3]，t:燃焼継続時間[s]，V:燃料量[m3]， 

R:燃焼半径[m] 
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第 2-12 表 燃焼継続時間の算出結果 

(11) 評価結果

a. 建屋外壁の耐火性能評価

(a)許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）については，

一般的にコンクリートの強度に影響がないとされる200℃

※とする。

※原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計，財

団法人 日本建築 センター

(b)耐火性能の評価結果

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温されるものとし

て，下記の一次元非定常熱伝導方程式の解の式より，コンク

リートの表面の温度上昇を求め，コンクリートの表面温度が

許容限界温度以下であるか評価を実施する。 

5.3 建屋外壁に対する熱影響評価 

(1) 評価対象範囲

評価対象の建屋外壁について，前項で分類したカテゴリご

とにおける航空機墜落によって発生する火災を想定して評価

を実施した。 

(2) 判断の考え方

  ａ．許容温度 

火災時における短期温度上昇を考慮した場合において，

コンクリート圧縮強度が維持される保守的な温度 200℃以

下とする。 

  ｂ．評価結果 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度による入熱と対流による放熱を考慮した，下

記の一次元非定常熱伝導方程式の一般解の式よりコンクリ

ート表面の温度上昇を求め，コンクリート表面の温度が許

容温度以下であるか評価した。 

第 2-15 表 燃焼継続時間の算出結果 

（11） 評価結果

ａ.建物外壁の耐火性能評価 

(a) 許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）について

は，一般的にコンクリートの強度に影響がないとされる

200℃※とする。 

※：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計，

財団法人 日本建築センター 

(b) 耐火性能の評価結果

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，

一定の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温されるも

のとして，下記の一次元非定常熱伝導方程式の解の式よ

り，コンクリートの表面の温度上昇を求め，コンクリー

トの表面温度が許容限界温度以下であるか評価を実施す

る。 
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T0：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

ε：コンクリート表面の放射率（0.95）※， 

ｈ：コンクリート表面熱伝達率[34.9W/m2K]※， 

ｋ：コンクリート熱伝導率[1.6W/mK]※， 

ρ：コンクリート密度[2200kg/m3] ※， 

ｃ：コンクリート比熱[879J/kgK]※， 

t：燃焼継続時間[s] 

※建築設計竣工図書 原子炉建屋構造計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

    なお，天井スラブの評価は以下の理由により，外壁の評

価に包絡されるため実施しない。 

    ・火炎長が天井スラブより短い場合，天井スラブに輻射

熱を与えないことから熱影響はない。 

    ・火炎長が天井スラブより長い場合，天井スラブに輻射

熱を与えるが，その輻射熱は外壁に与える輻射熱より

小さい。 

    ・火炎からの離隔距離が等しい場合，垂直面（外壁）と

水平面（天井スラブ）の形態係数は，垂直面の方が大

きいことから，天井スラブの熱影響は外壁に比べて小

さい。 

    建屋外壁の評価概念図を第 5.3-1 図に，天井スラブの評

価概念図を第 5.3-2 図に示す。 

 

 

第 5.3-1 図 建屋外壁の評価概念図 

    𝑇 = 𝑇0 +
1

(
√𝑘𝜌𝑐

1.18ℎ√𝑡
+1)

ℎ

𝜀𝐸

 

出典：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計， 

財団法人 日本建築センター 

T０：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

ε：コンクリートの表面の放射率[0.94]※1， 

h：コンクリート表面熱伝達率[23.3W/m2K]※2， 

k：コンクリート熱伝導率[1.6W/mK]※2， 

ρ：コンクリート密度[2,200kg/m3]※2， 

c：コンクリート比熱[879J/kgK]※2， 

t：燃焼継続時間[s] 

※1:伝熱工学資料，※2:原子炉建物構造計算書 
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第 2-13 表 外壁面の温度評価結果 

第 2-4 図 外壁面温度推移（大型民間航空機） 

第 5.3-2 図 天井スラブへの輻射熱の影響 

コンクリート表面の温度上昇を評価した結果，許容温度

200℃以下となることを確認した。評価結果を第 5.3-1 表，

第 5.3-2 表に，温度変化を第 5.3-3 図，第 5.3-4 図に示す。 

第 5.3-1 表 建屋表面の到達温度 

（発電用原子炉施設（使用済燃料乾式貯蔵建屋除く。）） 

第 5.3-3 図 原子炉建屋外壁の温度変化 

第2-16表 外壁面の温度評価結果 

第2-3図 外壁面温度推移（大型民間航空機） 
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第 2-5 図 外壁面温度推移（大型軍用航空機） 

第 2-6 図 外壁面温度推移（小型軍用航空機） 

第 5.3-2 表 建屋表面の到達温度（使用済燃料乾式貯蔵建屋） 

第 5.3-4 図 使用済燃料乾式貯蔵建屋外壁の温度変化 

  なお，使用済燃料乾式貯蔵建屋の外壁表面温度が上昇し，

建屋表面からの熱伝達による建屋内の温度上昇を考える。 

貯蔵建屋外壁は大きな熱容量を持っているため，建屋外

壁表面での温度上昇が内表面の温度に変化をもたらすまで

には大きな時間遅れが伴う。 

建屋外壁表面温度評価で最も厳しい結果となったＦ－１

５の評価においても，内表面の温度上昇はほとんど生じて

おらず，建屋外壁表面からの熱伝達による貯蔵建屋内の温

第2-4図 外壁面温度推移（空中給油機等） 

第2-5図 外壁面温度推移（その他の機種） 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉は，危険物

タンクと航空機との重

畳において建物内の温

度評価を実施 
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b. 燃料移送ポンプの温度評価 

(a)許容限界値（許容限界温度）  

燃料移送ポンプの許容限界値（許容限界温度）が端子ボッ

クスパッキンの耐熱温度100℃であることを踏まえ，燃料移

送ポンプの周囲に設置されている防護板（鋼板）の許容温度

を当該ポンプの許容限界温度と同様の100℃とする。 

(b)耐火性能の評価結果  

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で燃料移送ポンプの防護板（鋼板）が昇温される

ものとして，下記の一次元非定常熱伝導方程式の解の式より

防護板（鋼板）の最大温度を求め，防護板（鋼板）の温度が

許容温度以下であるか評価を実施する。 

    

T0：初期温度[55℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：防護板（鋼板）

外面の放射率（0.9）※1， 

h：防護板（鋼板）表面熱伝達率[17W/m2K]※2，S：防護板（鋼

板）放熱面積[32.4m2] 

（S/2：受熱面積は外面のみ），C:防護板（鋼板）の 熱容量

[2.41×106J/K]， 

t：燃焼継続時間[s]，Tair：外気温度[55℃] 

※1:伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧 

 

防護板（鋼板）の温度は最高でも87℃（燃料移送ポンプの

許容限界温度以下）であることから，防護板（鋼板）の内側

に設置されている燃料移送ポンプに対して熱影響はない。 

 

 

 

 

 

度上昇は無視できると考えられる。 

    このため，建屋外で発生する火災が使用済燃料の除熱，

閉じ込め機能の監視に影響を与えることはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

島根 2号炉では，海水

ポンプは，屋外設置のた

め影響評価を実施 
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第 2-14 表 燃料移送ポンプ（防護板（鋼板））の温度評価

結果 

ｂ.海水ポンプの温度評価 

(a) 許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）は，海水

ポンプ電動機の下部軸受の許容温度 55℃とする。 

(b) 耐火性能の評価結果

一定の輻射強度で海水ポンプの冷却空気が昇温される

ものとして，下記の式より海水ポンプの冷却空気温度を

求め，許容温度以下であることを確認する。 

𝑇 = 𝑇0 +
𝐸 × 𝐴𝑇

𝐺 × 𝐶𝑝
 

T0：通常運転時の上昇温度[22℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

AT：受熱面積[10.93m2]，G：重量流量[1.96kg/s]， 

Cp:空気比熱[1007J/(kg・K)]※1 

※1:伝熱工学資料

第 2-17 表 海水ポンプの温度評価結果 
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c. 主排気筒の温度評価

(a)許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）は，鋼材の許

容限界温度325℃とする。

(b)耐火性能の評価結果

一定の輻射強度で主排気筒が昇温されるものとして，下記

の式より，主排気筒の最大温度を求め，主排気筒の温度が許

容温度以下であることを確認する。 

   T0：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

ε：主排気筒表面の放射率（0.9）※1， 

h：主排気筒表面熱伝達率[17W/m2K]※2 

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

第 2-15 表 主排気筒の温度評価結果 

5.4 主排気筒に対する熱影響評価 

(1) 評価対象範囲

主排気筒について，カテゴリごとにおける航空機墜落によ

って発生する火災を想定して評価を実施した。 

なお，主排気筒の評価に当たっては，保守性を考慮して，

筒身よりも離隔距離の短くなる鉄塔について評価した。 

(2) 評価対象施設の仕様

主排気筒仕様を第 5.4-1 表に，主排気筒外形図を第 5.4-1

図に示す。 

第 5.4-1 表 評価対象施設の仕様 

第 5.4-1 図 評価対象施設の外形図 

(3) 判断の考え方

  ａ．許容温度 

主排気筒鉄塔（SS400，STK400）の許容温度は，火災時に

おける短期温度上昇を考慮した場合において，鋼材の強度

が維持される保守的な温度 325℃以下とする。 

  ｂ．評価結果 

一定の輻射強度で主排気筒鉄塔が昇温されるものとし

て，輻射による入熱量と対流による放熱量が釣り合うこと

を表した下記の温度評価式により主排気筒鉄塔表面の最大

温度を求め，表面温度が許容温度以下であるか評価した。      

ｃ．排気筒の温度評価 

(a) 許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）は，鋼材

の許容限界温度 325℃とする。 

(b) 耐火性能の評価結果

一定の輻射強度で排気筒が昇温されるものとして，下

記の式より，排気筒の最大温度を求め，排気筒の温度が

許容温度以下であることを確認する。 

𝑇 = 𝑇0 +
𝜀𝐸

2ℎ

T０：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

ε：排気筒表面の放射率[0.9]※1， 

h：排気筒表面熱伝達率[17W/m2K]※2

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和・衛生工学便覧

第2-18表 排気筒の温度評価結果 
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Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ

2ｈ
 

   Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１ 

   Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃

に保守性を持たせた値 

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受熱

面の形状や周囲の環境条件を受け変化するが，一般

的な値として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏面の夏

季，冬季の値が示されている。評価上放熱が少ない

方が保守的であることから，これらのうち最も小さ

い値である 17W／m２／Kを用いる。） 

 

    なお，評価に当たって主排気筒は鉄塔と筒身で構成され

ているが，筒身よりも鉄塔が火災源との距離が近いこと，

材質も鉄塔は SS400，STK400，筒身では SS400 であり，物

性値が鉄塔，筒身ともに軟鋼で同一であることから，鉄塔

の評価を実施することで筒身の評価は包絡される。主排気

筒の評価概念図を第 5.4-2 図に示す。 

 

第 5.4-2 図 主排気筒の評価概念図 

 

    主排気筒鉄塔表面の温度上昇を評価した結果，許容温度

以下であることを確認した。評価結果を第 5.4-2 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円筒火炎

対流による放熱

主排気筒
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d. 軽油タンクの温度評価

航空機落下位置より原子炉建屋側にある軽油タンクが航

空機墜落による火災によって，発火するかどうか評価する。

航空機墜落による火災時に軽油タンク内の軽油が発火点と

なる輻射強度[W/m2]を算出し，その輻射強度が航空機燃料の

輻射発散度（最大58×103W/m2）より大きいことから，輻射熱

により軽油が発火しないことを確認する。 

(a) 軽油タンクの危険輻射強度の算出

一定の輻射強度で軽油及び軽油タンクが昇温されるも

のとして，下記の式より，許容限界温度となる輻射強度を

危険輻射強度とする。 

T0：初期温度[38℃]，T：許容限界温度[225℃]※1，ε：軽油

タンク表面の放射率（0.9）※2，

h：軽油タンク表面熱伝達率[17W/m2K]※3，S1＝S2：軽油 タン

ク受熱・放熱面積[m2]，

C:軽油タンク及び軽油の熱容量[8.72×108J/K]※4，t：燃焼継

続時間[s]※5， 

Tair：外気温度[℃] 

※1：軽油の発火点，※2：伝熱工学資料，※3：空気調和･衛

生工学便覧 

※4：軽油保有量を保安規定で定められる最低量として算出

※5：評価対象航空機の中で最も燃焼継続時間の長い大型軍

用航空機の2.14時間 

第 5.4-2 表 主排気筒鉄塔表面の到達温度 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉では，航空

機落下位置より建物側

に危険物タンクが存在

しない 
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(b) 評価結果

以上より，燃焼継続時間2.14時間で軽油の発火点225℃と

なる輻射強度は，107kW/m2となる。ここで，航空機燃料の輻

射発散度が58kW/m2であり，軽油タンク受熱面での輻射強度は

輻射発散度(58kW/m2)に形態係数（0～1の間の値）をかけた

値であることから，軽油タンク受熱面の輻射強度は58kW/m2

以下である。よって，軽油タンク受熱面での輻射強度が軽油

の発火点以上となる危険輻射強度より小さいことから，輻射

熱により軽油が発火すること はない。 

e. タービン建屋非常用電気品室の温度評価

航空機墜落による火災では，タービン建屋周辺においても

発生する可能性があることから，航空機墜落による火災の熱

影響を検討する。タービン建屋非常用電気品室への熱影響

は，航空機墜落による単独火災よりも危険物タンク火災との

重畳を考慮する場合が厳しくなるため，航空機墜落による火

災単独での評価は(12)で示す航空機墜落による火災と危険

物タンク火災の重畳に包絡されるため熱影響はない。 

f. 廃棄物処理建屋の温度評価

航空機墜落による火災では，廃棄物処理建屋周辺において

も発生する可能性があることから，航空機墜落による火災の

熱影響を検討する。廃棄物処理建屋には復水貯蔵槽がある

が，建屋外壁から2枚以上隔てたエリアにあるため直接熱影

響はないと考えられるが，廃棄物処理建屋外壁の温度評価を

実施することで廃棄物処理建屋の耐性を評価する。 

評価に使用する条件は以下のとおり。 

第 2-16 表 廃棄物処理建屋火災影響評価に必要なデータ 

以上より形態係数及び輻射強度を求め，下記の一次元非定

常熱伝導方程式の解の式より，コンクリートの表面の温度上

昇を求め，コンクリートの表面温度が許容限界温度以下であ
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ることを確認する。 

出典：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計，日

本建築センター  

T0：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：コンクリート

表面の放射率（0.95）※， 

ｈ：コンクリート表面熱伝達率[34.9W/m2K]※，ｋ：コンクリ

ート熱伝導率[1.6W/mK]※， 

ρ：コンクリート密度[2200kg/m3]※，ｃ：コンクリート比熱 

[879J/kgK]※， 

t：燃焼継続時間[s] 

※：建築設計竣工図書 原子炉建屋構造計算書 

第 2-17 表 廃棄物処理建屋外壁の温度評価結果 

5.5 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）に対する熱影響評価 

(1) 評価対象範囲

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）の流入空気温度について，カテゴリごとに

おける航空機墜落によって発生する火災を想定して評価を実

施した。 

(2) 評価対象施設の仕様

空気の流入口となり熱影響を受ける非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口

の仕様を第 5.5-1 表に，外形図を第 5.5-1 図に示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

島根 2号炉では，海水

ポンプは，屋外設置のた

め影響評価を実施 
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第 5.5-1 表 評価対象施設の仕様 

 

第 5.5-1図 評価対象施設の外形図 

 

 (3) 判断の考え方 

  ａ．許容温度 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機を含む。）の流入空気の許容温度は，火災時におけ

る温度上昇を考慮した場合において，非常用ディーゼル発

電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の性

能維持に必要な温度 53℃以下※とする。 

※ 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機を含む。）の流入空気温度が上昇すると，空気

冷却出口温度が上昇し，シリンダへの必要空気量が確保で

きなくなる。 

 

ｂ．評価結果 

    火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度による入熱が非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）に流入する空気

の温度上昇に寄与することを表した下記の温度評価式によ

り，流入する空気の温度が 53℃となる輻射強度（=危険輻

射強度）を求め，当該火災源からの熱影響がこの危険輻射

強度となる離隔距離（=危険距離）を算出し，当該火災源か

ら評価対象施設までの離隔距離を下回るか評価を実施し

た。空気の流入口となり熱影響を受ける非常用ディーゼル

発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸

気口の評価概念図を第 5.5-2 図に示す。

Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ・Ａ

Ｇ・Ｃｐ

＋ΔＴ 
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Ｔ：許容温度(53℃)，Ｔ０：初期温度(39℃)※１， 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｇ：重量流量(4kg／s)※２， 

Ａ：輻射を受ける面積(7.8m２)  

Ｃｐ：空気比熱(1,007J／kg／K)※３， 

ΔＴ：構造物を介した温度上昇（5℃）※４ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃に保

守性を持たせた値 

※２ ディーゼル発電機機関の内，給気流量が少ない高圧炉

心スプレイ系を評価対象とする。 

ディーゼル発電機機関吸気流量（228ｍ３/min）×空気

密度（1.17kg/ｍ３）÷60 

※３ 日本機械学会 伝熱工学資料

※４ 最高到達温度を想定した場合の温度上昇

第 5.5-2 図 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機を含む。）吸気口の評価概念図 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機を含む。）に流入する空気の温度が 53℃となる危

険距離を算出した結果，危険距離が離隔距離以下であるこ

とを確認した。評価結果を第 5.5-2 表に示す。 
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第 5.5-2 表 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機を含む。）への火災影響評価結果 

5.6 残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ

に対する熱影響評価 

(1) 評価対象範囲

残留熱除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル発

電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水

ポンプ電動機は，海水ポンプ電動機高さより高い海水ポンプ

室の壁で囲まれており，側面から直接火災の影響を受けるこ

とはないが，上面は熱影響を受ける可能性がある。評価にお

いては，海水ポンプ室の壁による遮熱効果を考慮せず，側面

から直接火災の影響を受けることを想定する。また，残留熱

除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ電

動機は，電動機本体を全閉構造とした全閉外扇形の冷却方式

であり，外部火災の影響を受けた場合には，周囲空気の温度

上昇により，冷却機能への影響が懸念されることから，冷却

空気の温度を評価対象とする。火災発生位置と海水ポンプの

位置関係を第 5.6-1 図に示す。 

電動機内部の空気冷却対象は固定子巻線及び軸受であり，

そのうち許容温度が低い軸受温度の機能維持に必要となる冷

却空気の温度が，許容温度以下となることを確認する。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

島根 2号炉では，海水

ポンプは，屋外設置のた

め影響評価を実施 
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第 5.6-1 図 火災発生位置と海水ポンプの位置関係 

(2) 評価対象施設の仕様

残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポン

プの海水ポンプ室内の配置図を第 5.6-2 図，外形図を第 5.6-3

図に示す。仕様を第 5.6-1 表に示す。 

第 5.6-2 図 海水ポンプの配置図 
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第 5.6-3 図 海水ポンプの外形図 

第 5.6-1 表 評価対象施設の仕様 

(3) 判断の考え方

  ａ．許容温度 

残留熱除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル

発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用

海水ポンプ電動機の冷却空気の許容温度は，上部及び下部

軸受のうち，運転時の温度上昇が高い下部軸受の上昇温度

を考慮し，軸受の機能維持に必要な冷却空気の許容温度を

第 5.6-3 表に示す。 
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第 5.6-3 表 下部軸受の機能維持に必要な冷却空気の許容温度 

  ｂ．評価結果 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，残

留熱除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水

ポンプ電動機が受ける輻射熱によって上昇する冷却空気温

度を求め，第 5.6-3 表に示す許容温度を下回るかを熱エネ

ルギの式より求まる下式で評価を実施した。評価に用いた

諸元を第 5.6-4 表に，評価概念図を第 5.6-4 図に示す。 

Ｔ＝Ｔ
０
＋

Ｅ×Ａ

Ｇ×Ｃｐ

＋ΔＴ 

Ｔ：評価温度(℃)，Ｔ０：初期温度(39℃)※１， 

Ｅ：輻射強度(W／m２)， 

Ｇ：重量流量(kg／s)，Ａ：輻射を受ける面積(m２) 

Ｃｐ：空気比熱(1,007J／kg／K)， 

ΔＴ：構造物を介した温度上昇（5℃）※２ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃

に保守性を持たせた値 

※２ 構造物を介した冷却空気の温度上昇（ΔＴｂ＝

2.2℃）を包絡する 5℃に設定 
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第 5.6-4 表 評価に用いた諸元 

第 5.6-4 図 評価概念図 

輻射熱によって上昇する冷却空気の到達温度を算出した

結果，許容温度以下であることを確認した。評価結果を第

5.6-5 表, 第 5.6-6 表に示す。 
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第 5.6-5 表 輻射熱によって上昇する冷却空気の到達温度 

評価結果 

（残留熱除去系海水系ポンプ） 

 

 

第 5.6-6 表 輻射熱によって上昇する冷却空気の到達温度 

評価結果 

（非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）用海水ポンプ） 

 

 

5.6 外壁に設置されている機器に対する熱影響評価 

発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器については，

外部火災の熱影響を受けやすいことから，これらの機器につい

て火災影響評価を実施する。熱影響を受けやすい機器は以下の

とおり。 

 ・扉 

 ・ルーバ 

 ・配管貫通部 

 ・ブローアウトパネル 

なお，複数設置されているこれらの機器のうち，最も熱影響

を受ける位置にあるもの（火災源に近く，機器本体だけでなく
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建屋内部へ熱影響が及ぶ可能性のあるもの）を評価することに

よって，その他の機器は本評価に包絡される。 

 

 5.6.1 扉の火災影響評価 

発電用原子炉施設の脆弱箇所の一つである扉について，火

災影響評価を実施する。 

 5.6.1.1 扉温度の評価 

 （1） 評価対象 

扉のうち，建屋内部へ熱影響が及ぶ可能性がある原子炉

建屋電気室扉を評価対象とする。位置関係を第 5.6.1.1-1

図に示す。 

 

 

第 5.6.1.1-1 図 火災源と建屋扉との位置関係 

 

 （2） 想定の条件 

   ａ. 航空機火災については，5.3 等の火災影響評価と同等

の想定とした。 

   ｂ.  扉は，表面の最も熱影響を受けやすい金属を扉の構造

材（均質体）とした。 

   ｃ. 火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの

間，一定の輻射強度を受けるものとした。 

   ｄ.  扉までの離隔距離は，電気室入口扉までの直線距離

27m とした。 
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（3） 必要データ

 評価に必要なデータは，5.2 のとおり。 

（4） 扉内外面温度の評価結果

ａ. 許容温度 

火災時における短期温度上昇を考慮した場合おいて，

鋼材の強度が維持される保守的な温度 325℃とする。 

ｂ.  評価結果 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，

一定の輻射強度で扉が昇温されるものとして，下記の 1

次元非定常熱伝導方程式を差分法より解くことで扉内外

面温度が許容温度以下であるか評価した。評価において

対流による放熱を考慮している。 























ｘ

Ｔ
α

ｘｔ

Ｔ
ＣＰ

 0



 ｘＥ　　

ｔ

Ｔ
ｋ

 Ｌｘ０ 　
ｔ

Ｔ






Ｔ：表面から x(m)の位置の温度（℃）， 

Ｔ0：初期温度（50℃）※ 

α：扉の温度伝導率（=λ／ρＣｐ）（m2／s） 

ρ：扉の密度（7,920kg／m3）， 

Ｃｐ：扉の比熱（499J／kg／K） 

λ：扉の熱伝導率（16W／m／K），Ｅ：輻射強度（W／m2） 

※ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃

に保守性を持たせた値。 

扉内外面の温度上昇を評価した結果，許容温度以下で

あることを確認した。評価結果を第 5.6.1.1-1 表，第

5.6.1.1-2 図に示す。 

第 5.6.1.1-1 表 扉に対する熱影響評価結果 
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第 5.6.1.1-2 図 扉の到達温度 

5.6.1.2 扉内側（電気室）の室内温度評価 

（1） 評価条件

ａ. 火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの

間，扉内面温度 69℃一定としたときの放熱量を原子

炉建屋電気室への入熱とした。 

ｂ.  室内の設備による熱負荷を考慮した室内の初期温度

は，夏期通常運転中の設計室温である 35℃とした。 

（2） 室内温度評価

ａ. 許容温度 

原子炉建屋電気室の設計室温である 40℃とする。 

ｂ.  評価結果 

室内温度は，火災による扉外面温度上昇に伴う熱負荷

による加熱を考慮して，扉内面の温度上昇による室内温

度の最高到達温度を下式により算出し，室内温度が許容

温度以下であるか評価した。室内温度評価の概念図を第

5.6.1.2-1 図に示す。 

 ａｉｎｉｎⅰｎ ＴＴＡｈＱ 

ａ
ｉｎ

ｒｏｏｍ Ｔ
ｍ

Ｑ
Ｔ 

PC

Ｑin：温度上昇に伴う熱負荷(W)， 

ｈin：内面熱伝達率(8.29W／m2／K) 
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Ａ ：扉の表面積(3.5m2)，Tin：扉内面温度(69℃) 

Ｔａ：室内初期温度(35℃)，Ｔroom：室内温度(℃) 

ｍ ：給気風量(4m3／s)，ρ：空気密度（1.1kg／m3） 

ＣＰ：空気比熱（1,007J／kg／K） 

 

 

第 5.6.1.2-1 図 室内温度評価の概念図 

 

    電気室室温を評価した結果，室内温度が許容温度以下で

あることを確認した。評価結果を第 5.6.1.2-1 表に示す。

なお，室内温度については扉内面の最高温度を一定として

想定する等，保守的な評価を行っていることから，実際の

温度上昇は更に低く抑えられると考えられる。 

    また，室内の給排気は，第 5.6.1.2-2 図のとおり，ホッ

トスポット等が生じにくいレイアウトにすることで，室内

の温度分布が不均一とならない設計としている。 

 

第 5.6.1.2-1 表 室内温度の評価結果 
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第 5.6.1.2-2 図 電気室内の給排気の概念図 

5.6.2 ルーバの火災影響評価について 

  発電用原子炉施設の脆弱箇所の一つであるルーバについて，

火災影響評価を実施する。 

(1) 評価対象

ルーバのうち，火災源から最も近く，輻射強度が最も大き

くなる２Ｄ非常用ディーゼル発電機室外壁のルーバを対象と

する。 

(2) 想定の条件

2.火災の想定と同様の想定とした。

(3) 判断の考え方

ルーバの許容温度は，火災時における短期温度上昇を考慮

した場合において，鋼材の強度が維持される保守的な温度

325℃とする。 

(4) 評価結果

一定の輻射強度でルーバが昇温されるものとして，輻射に

よる入熱量と対流による放熱量が釣り合うことを表した下記

の温度評価式によりルーバ表面の最大温度を求め，表面温度

が許容温度以下であるか評価した。 

Ｔ＝Ｔ
０
＋

Ｅ

2ｈ

Ｔ：許容温度(℃)，Ｔ０：初期温度(50℃)※１

Ｅ：輻射温度(3,095W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温（38.4℃）

2282



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に保守性を持たせた値 

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受熱

面の形状や周囲の環境条件を受け変化するが，一般

的な値として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏面の夏

季，冬季の値が示されている。評価上放熱が少ない

方が保守的であることから，これらのうち最も小さ

い値である 17W／m２／Kを用いる。） 

 

   対象のルーバ表面の最大温度を求め，許容温度以下である

ことを確認したことから，ルーバの強度への影響はない。評

価結果を第 5.6.2-1 表に示す。 

   また，ルーバの変形の有無にかかわらず，安全上支障のな

い期間に点検を行いルーバの使用に問題があると判断される

場合には，交換等の措置が可能である。なお，ルーバ内側に

は熱影響を受ける機器等がなく，航空機火災時は，熱気流を

考慮し，状況に応じて空調の停止措置等を講じることから，

建屋内への影響はない。 

 

第 5.6.2-1 表 ルーバの評価温度 

 

 

5.6.3 配管貫通部の火災影響評価について 

  発電用原子炉施設の脆弱箇所の一つである配管貫通部につい

て，火災影響評価を実施する。 

 (1) 評価対象 

   内側にクラス１，２設備がある外壁のうち，火災源から最

も近い外壁に位置する配管貫通部を想定して評価を実施し

た。 

 (2) 想定の条件 

  ａ．航空機火災については，5.3 等の火災影響評価と同様の

想定とした。 

  ｂ．配管貫通部は，不燃材料であるモルタルによる穴仕舞が

されているため，モルタルを熱影響対象とした。 

  ｃ．火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの間，
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一定の輻射強度を受けるものとした。 

  ｄ．火災源から配管貫通部までの離隔距離が最短となるよう，

火災源から配管貫通部までの離隔距離を，Ｆ－１５の離隔

距離である 22m として熱影響評価を実施した。 

 (3) 判断の考え方 

   許容温度は，火災時における短期温度上昇を考慮した場合

において，圧縮強度が維持される保守的な温度 200℃※以下と

する。 

※ 「高温加熱を受けた高強度モルタルの力学的性状，コン

クリート工学年次論文集，Vol32，No.1，pp1121-1126，

2010」 

(4) 評価結果 

   火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で配管貫通部が昇温されるものとして，下記の一

次元非定常熱伝導方程式の一般解の式より配管貫通部表面の

上昇温度を算出した。評価結果を第 5.6.3-1 表に示す。 

Ｔ＝Ｔ０＋
Ｅ

ｈ
[１－exp (

ｈ２

λρＣｐ

ｔ) erfc(√
ｈ２ｔ

λρＣｐ

)]  

Ｔ：表面から x(m)の位置の温度(℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※

１ 

ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２ 

ρ：モルタル密度(1,870kg／m３), 

Ｃｐ：モルタル比熱(548J／kg／K) 

λ：モルタル熱伝導率(1.71W／m／K),Ｅ：輻射強度(W／m２) 

ｔ：燃焼継続時間(4,968s) 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃

に保守性を持たせた値 

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受

熱面の形状や周囲の環境条件を受け変化するが，

一般的な値として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏

面の夏季，冬季の値が示されている。評価上放熱

が少ない方が保守的であることから，これらのう

ち最も小さい値である 17W／m２／Kを用いる。） 
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第 5.6.3-1 表 配管貫通部の到達温度 

以上の評価により，配管貫通部表面の到達温度が許容温度

以下であることを確認した。 

5.6.4 ブローアウトパネルの火災影響評価について 

  ブローアウトパネル（以下「Ｂ．Ｐ」という。）は，それぞれ

原子炉建屋全方位に各 3箇所設置されているが，想定する航空

機火災からＢ．Ｐまでの水平距離及び鉛直高さを考慮すると，

Ｂ．Ｐに影響を与えるような輻射強度が届くことはない。位置

関係を第 5.6.4-1 表，第 5.6.4-1 図に示す。 

第 5.6.4-1 表 火災源とブローアウトパネルとの位置関係 

第 5.6.4-1 図 火災源とブローアウトパネルとの位置関係 
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(12) 航空機墜落による火災と危険物タンク火災の重畳

a. 重畳する危険物タンクの選定

航空機墜落による火災が発生した場合に重畳を考慮する

危険物タンクを検討する。 

航空機落下確率が10-7[回/炉・年]となる航空機落下位置と

その周辺の危険物施設位置を第2-7図及び第2-8図に示す。発

電用原子炉施設周辺には多量の油を保有する軽油タンクが

あることから，まず，航空機落下位置より原子炉建屋側にあ

る軽油タンクが航空機墜落による火災によって発火するか

どうか評価する。(11)の「d.軽油タンクの温度評価」に示す

とおり，航空機墜落による火災時に軽油タンク内の軽油が発

火点となる輻射強度[W/m2]を算出し，その輻射強度が航空機

燃料の輻射発散度（最大58×103W/m2）より大きいことから，

輻射熱により軽油が発火しないことを確認した。また，航空

機落下位置より内側にある軽油タンクが航空機墜落による

火災によって発火することはないことから，航空機墜落によ

る火災との重畳火災を考慮する危険物タンクは，航空機落下

位置より外側の軽油タンクとする。 

6号炉では，航空機落下確率が10-7[回/炉・年]以上となる

範囲にある危険物タンクは5号炉の軽油タンクとなる。7号炉

では，航空機落下確率が10-7[回/炉・年]以上となる範囲にあ

る危険物タンクは5号炉及び6号炉の軽油タンクとなる。 

6号炉に対する影響評価を考えると，5号炉軽油タンクは海

側に設置されており，小型軍用航空機，小型民間航空機及び

大型軍用航空機が5号炉軽油タンク位置に航空機が落下した

としても，6号炉の原子炉建屋及びコントロール建屋への輻

射熱はタービン建屋により遮蔽されるため影響はない。ただ

し，6号炉タービン建屋１階の非常用電気品室は，5号炉軽油

タンクの熱影響を受ける位置にあることから，燃料積載量・

燃料タンク投影面積が大きい大型軍用航空機(KC-767)が5号

炉軽油タンク周辺に落下し，5号炉軽油タンク2台火災と航空

機墜落による火災が重畳した場合の熱影響評価を実施する。

なお，航空機落下位置は，航空機墜落による火災の影響が最

も厳しくなるよう落下確率が10-7[回/炉・年]となる位置と

する。 

7号炉に対する影響評価を考えると，5号炉軽油タンクは海

5.7 航空機墜落火災と危険物貯蔵施設等の火災の重畳評価 

(1) 重畳評価で想定するケースの検討

航空機墜落火災と危険物貯蔵施設等の火災による重畳評価

を実施した。 

航空機墜落火災として想定する機種は，5.3，5.4，5.5 の

評価結果より，最も熱影響が大きいＦ－１５とする。 

危険物貯蔵施設等の火災として想定する設備は，Ｆ－１５

の墜落火災想定位置近傍にある溶融炉灯油タンクと主要変圧

器とする。 

重畳評価で想定するケースを第 5.7-1 表に，航空機墜落位

置と危険物貯蔵施設等の位置を第 5.7-1 図に示す。 

第 5.7-1 表 重畳評価で想定するケース 

(12)航空機墜落による火災と危険物タンク火災の重畳

ａ.重畳する危険物タンクの選定

航空機墜落による火災が発生した場合に重畳を考慮する

危険物タンクを検討する。 

航空機落下確率が 10-7［回/炉･年］となる航空機落下位

置とその周辺の危険物施設位置を第 2-6 図に示す。航空機

落下位置を踏まえると，航空機墜落による火災によって発

火する可能性のある危険物タンクはないが，ガスタービン

発電機用軽油タンクとの重畳を考慮し熱影響評価を実施す

る。 

なお，航空機落下位置は，航空機墜落による火災の影響

が最も厳しくなるよう落下確率が 10-7［回/炉･年］となる

位置とし，また，想定する航空機は，燃料積載量・燃料タ

ンク投影面積が大きい B747-400 とする。

・条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，航空機

の落下想定範囲と重畳

するタンクはないが，ガ

スタービン発電機用軽

油タンクとの重畳を想

定 
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側に設置されており，大型民間航空機が5号炉軽油タンクに

落下したとしても，7号炉の原子炉建屋，コントロール建屋

及びタービン建屋１階の非常用電気品室は6号炉タービン建

屋により輻射熱が遮られることから影響はない。6号炉軽油

タンクは山側に設置されていることから，小型軍用航空機

(AH-1S)が6号炉軽油タンク周辺に落下し，6号炉軽油タンク2

台火災と航空機墜落による火災が重畳した場合の熱影響評

価を実施する。 

なお，航空機落下位置は，航空機墜落による火災の影響が

最も厳しくなるよう落下確率が10-7[回/炉・年]となる位置

とする。 

第 2-7 図 航空機落下位置と危険物タンク火災の重畳を 

考慮する位置（6 号炉） 

第 2-8 図 航空機落下位置と危険物タンク火災の重畳を 

考慮する位置（7 号炉） 

第 5.7-1 図 航空機墜落位置と危険物貯蔵施設等の位置 

第2-6図 航空機落下位置と危険物タンク火災の重畳を 

考慮する位置 
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b. 6号炉に対する影響評価（5号炉軽油タンク火災との重畳）

(a)6号炉タービン建屋非常用電気品室の外壁面温度評価

評価に必要なデータは以下のとおり。

第 2-18 表 軽油タンク火災影響評価に必要なデータ 

次の式から形態係数を算出する。 

  φ：形態係数，L：離隔距離[m]，H：火炎高さ[m]， 

R：燃焼半径[m] 

第 2-19 表 形態係数の算出結果 

(2) 評価に必要となるデータ

第 5.7-2 表 重畳評価に必要となるデータ 

以下の式から形態係数及び輻射強度を算出した。 

第 5.7-3 表 形態係数の算出結果 

ｂ.原子炉建物に対する影響評価 

(a) 原子炉建物の外壁面温度評価

評価に必要なデータは以下のとおり。

第2-19表 ガスタービン発電機用軽油タンク火災影響評価に 

必要なデータ 

次の式から形態係数を算出した。 








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Φ:形態係数，L: 離隔距離[m]，H:火炎高さ[m]， 

R:燃焼半径[m] 

第 2-20 表 形態係数の算出結果 
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火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度

は，輻射発散 度に形態係数をかけた値となる。次式から輻

射強度を算出する。 

E＝Rf×φ 

 E：輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 

第 2-20 表 輻射強度の算出結果 

ここで重畳を考慮した場合，航空機墜落による火災と同時

に軽油タンクが延焼する場合は輻射強度が大きくなり，航空

機が落下後時間をおいて軽油タンクが発火する場合は燃焼

継続時間が大きくなることから，それらを包絡するように，

評価を実施する（第2-9図）。 

航空機と軽油タンクが同時に延焼する場合の輻射強度E

は，以下のとおり。 

E＝（580.6（5号炉南側軽油タンク）＋348.8（5号炉北側

軽油タンク）＋1698.2（大型軍用航空機）） E＝2627.6 

[W/m2] 

航空機が落下後時間をおいて軽油タンクが発火する場合

の最大の燃焼継続時間tは，以下のとおり。 

t＝10.74（5号炉南側軽油タンク）＋ 10.30（5号炉北側軽

油タンク）＋ 2.14（大型軍用航空機） t＝23.18[時間] 

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射

強度は，輻射発散度に形態係数をかけた値となる。次式

から輻射強度を算出する。 

・RfE 

E:輻射強度，Rf:輻射発散度，Φ:形態係数 

第2-21表 輻射強度の算出結果 

ここで重畳を考慮した場合，航空機墜落による火災と

同時にガスタービン発電機用軽油タンクが延焼する場合

は輻射強度が大きくなり，航空機が落下後時間をおいて

ガスタービン発電機用軽油タンクが発火する場合は燃焼

継続時間が大きくなることから，各ケースについて評価

を実施する。 

ケース１：航空機とガスタービン発電機用軽油タンクが

同時に発生する場合 

ケース２：航空機の燃料が半分となった時点でガスタービ

ン発電機用軽油タンクの火災が発生する場合 

ケース３：航空機火災が終了直後にガスタービン発電機

用軽油タンクの火災が発生する場合 

航空機とガスタービン発電機用軽油タンクが同時に延

焼する場合の輻射強度Ｅは，以下のとおり。 

Ｅ＝1,804.8＋72.8 

＝1,877.6[W/m2] 

航空機が落下後時間をおいてガスタービン発電機用軽

油タンクが発火する場合の最大の燃焼継続時間ｔは，以

下のとおり。 

ｔ＝1.86＋10.73 

＝12.59[時間] 

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，重畳を

複数ケースを想定し，影

響評価を実施 
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(3) 評価結果

重畳評価で想定される輻射強度及び燃焼継続時間を用い

て，以下の式から評価温度を算出した。ただし，建屋表面温

度が許容温度である 200℃を超える場合には，周囲への放熱

を考慮した式を算出する。なお，現実的に起こり得る放熱量

を上回ることがないよう，放熱量が低くなる保守的な条件を

設定した。 

・建屋（原子炉建屋，海水ポンプ室及びタービン建屋）に係

る評価式 

ρＣ
ｐ

∂Ｔ

∂ｔ
 ＝ 

∂

∂ｘ
(ｋ

∂Ｔ

∂ｘ
) 

放熱なしの場合：  －ｋ
∂Ｔ

∂ｘ
 ＝ Ｅ（x=0） 

放熱なしの場合：  －ｋ
∂Ｔ

∂ｘ
＝ Ｅ－ｈ (Ｔ－Ｔ

０
)  (x=0)

∂Ｔ

∂ｘ
 ＝ ０ (x=L) 

Ｔ：許容温度(200℃), Ｅ：輻射強度(W／m２) 

Ｔ０：初期温度(50℃)※１， 

ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２

ρ：密度（2,400kg／m３）， 

ｋ：熱伝導率（1.63W／m／K） 

Ｃｐ：比熱（880J／kg／K），Ｌ：厚さ（m） 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温

38.4℃に保守性を持たせた値 

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，

受熱面の形状や周囲の環境条件を受け変化する

が，一般的な値として垂直外壁面，屋根面及び

上げ裏面の夏季，冬季の値が示されている。評

価上放熱が少ない方が保守的であることから，

これらのうち最も小さい値である 17W／m２／K

を用いる。） 

・主排気筒に係る評価式

Ｔ＝Ｔ
０
＋

Ｅ

2ｈ

2290



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃

に保守性を持たせた値 

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受

熱面の形状や周囲の環境条件を受け変化するが，

一般的な値として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏

面の夏季，冬季の値が示されている。評価上放熱

が少ない方が保守的であることから，これらのう

ち最も小さい値である 17W／m２／Kを用いる。） 

 

・残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ

に係る評価式 

 Ｔ＝Ｔ
０
＋

Ｅ×Ａ

Ｇ×Ｃｐ

＋ΔＴ 

Ｔ：評価温度(℃)，Ｔ０：初期温度(39℃)※１， 

Ｅ：輻射強度(W／m２)， 

Ｇ：重量流量(kg／s)，Ａ：輻射を受ける面積(m２) 

Ｃｐ：空気比熱(1,007J／kg／K)， 

ΔＴ：構造物を介した温度上昇（5℃）※２ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃

に保守性を持たせた値 

※２ 構造物を介した冷却空気の温度上昇（ΔＴｂ＝

2.2℃）を包絡する 5℃に設定 

   この結果，第 5.7-4 表に示すとおり，どのケースにおいて

も許容温度を下回ることを確認した。 

 

第 5.7-4 表 重畳評価結果 
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第 5.7-2 図 航空機火災と溶融炉灯油タンク火災の重畳評価結果 

（対象：原子炉建屋） 

第 5.7-3 図 航空機火災と溶融炉灯油タンク火災の重畳評価結果 

（対象：タービン建屋） 

第 5.7-4 図 航空機火災と主要変圧器火災の重畳評価結果 

（対象：タービン建屋） 
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第 2-9 図 重畳を考慮した場合の輻射強度及び燃焼継続時間の

関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ケース１） 

 

（ケース２） 

 
（ケース３） 

第2-7図 重畳を考慮した場合の輻射強度及び燃焼継続時間 

の関係 
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火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温されるものとし

て，下記の一次元非定常熱伝導方程式より，コンクリートの

表面の温度上昇を求め，コンクリートの表面温度が許容限界

温度以下であるか評価を実施する。 

    

T：温度，t ：時刻，x ：建物壁内における外壁面からの

距離，α：熱拡散率 

 

第 2-21 表 建屋外壁面の温度評価結果 

 

評価の結果，表面温度は102℃となり，許容限界温度を下

回ることから， 熱影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，

一定の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温されるも

のとして，下記の一次元非定常熱伝導方程式より，コン

クリートの表面の温度上昇を求め，コンクリートの表面

温度が許容限界温度以下であるか評価を実施する。 

    
𝑑𝑇

𝑑𝑡
= 𝜅

𝑑2𝑇

𝑑𝑥2
 

T:温度，t:時刻，x:建物壁内における外壁面からの距離，

κ:熱拡散率 

 

第2-22表 原子炉建物外壁の温度評価結果 

  

評価の結果，表面温度は最大109℃となり，許容限界温度

を下回ることから，熱影響はない。 

 

(13) 発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器の火災影響

評価 

発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器（扉等）に

ついては，外部火災の熱影響を受けやすいことから，これら

の機器について，火災影響評価を実施する。 

 

ａ．評価対象範囲 

評価対象は，発電用原子炉施設の外壁に設置されている

機器のうち，外部火災の熱影響を受ける以下の機器とする。 

扉 

ルーバ（換気空調設備の給・排気口） 

配管貫通部 

ブローアウトパネル 

なお，複数設置されているこれらの機器のうち，最も影

響を受ける位置（開口面積が大きく，火災源に近く，機器

本体だけでなく建物内部へ熱影響が及ぶ可能性のある位置

にあるもの）を評価対象とする。 
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(b)6号炉タービン建屋非常用電気品室の内気温度評価  

火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度で発電用原子炉施設が昇温されるものとして，

内壁の温度上昇に伴う内気 温度の上昇から，非常用電気品

室内に設置している機器等への影響につい て評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下に概念図を示す。 

 

 

 

第 2-10 図 伝熱の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ.扉の火災影響評価 

（ａ）評価対象 

扉のうち，原子炉建物外壁面の設置状況を踏まえて，扉

内側の機器の設置状況を考慮し，最も熱影響を受ける位置

（開口面積が大きく，火災源に近く，機器本体だけでなく

建物内部へ熱影響が及ぶ可能性のある位置）にある原子炉

補機冷却水ポンプ及び熱交換器が設置されている部屋の外

扉を評価対象とする。 

 

 

 

 

 

（ｂ）想定の条件 

    ・扉の構造材（均質体）は，保守的に，扉外面の最も熱

影響を受けやすい金属とする。 

    ・火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの間，

一定の輻射強度を受けるものとする。 

 

以下に概念図を示す。 

  

第2-8図 評価方法（概念図） 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，軽油タ

ンクに近く，内部への影

響も考慮し，室内に原子

炉補機冷却水ポンプ及

び熱交換器が設置され

ている外扉を評価対象

として影響評価を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉では，室内

の空気は出入りがない

条件として評価を実施 
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評価に必要なパラメータを示す。 

第 2-22 表 航空機火災影響評価に必要なパラメータ 

以下の式に示す一次元非定常熱伝導方程式を用いて，外壁及

び内壁面温度を求める。 

T：温度，t ：時刻， 

x ：建物壁内における外壁面からの距離，α：熱拡散率 

（ｃ）必要データ 

評価に必要なパラメータを示す。 

第2-23表 航空機火災影響評価に必要なパラメータ 

第2-9図 熱伝達率（自然対流熱伝達率Bayleyの式 

（40℃及び50℃）） 

（ｄ）評価結果 

以下の式に示す一次元非定常熱伝導方程式を用いて，外

壁及び内壁面温度を求める。 

𝑑𝑇

𝑑𝑡
= 𝜅

𝑑2𝑇

𝑑𝑥2

T:温度，t:時刻，x:建物壁内における外壁面からの距離，

κ:熱拡散率 
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外壁及び内壁面温度上昇に伴う熱負荷は次式で計算される。 

hin：内壁面熱伝達率,A：内壁の表面積，Tin：内壁面温度，Troom：

内気温度 

内気温度は，火災による内壁面温度上昇に伴う熱負荷と室内

の熱負荷及び換気空調系による除熱を考慮し，次式で求める。 

  Q：室内負荷，m：風量，ρ：空気密度 C:空気比熱， 

Ta：換気空調系給気温度 

以下に評価結果を示す。 

第 2-11 図 外壁及び内壁面温度（発火～鎮火時） 

外壁及び内壁面温度上昇に伴う熱負荷は次式で計算され

る。 

q2＝α1×A×(TS1-TR) 

q2：壁面からの入熱量[W]，α1：内壁面熱伝達率[W/m2K]，

A:扉面積[m2]，TS1:内壁面温度[℃]，TR:内気温度[℃] 

内気温度は，火災による内壁面温度上昇に伴う熱負荷と

室内の熱負荷及び換気空調設備による除熱を考慮し，次式

で求める。 

4321 qqqq 

q1：室内熱負荷[W]，q2：壁面からの入熱量[W]， 

q3：主換気系による除熱[W]，q4：空調機による除熱[W] 

以下に評価結果を示す。 

第2-10図 外壁及び内壁面温度 

・条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

地域特性を踏まえた

評価条件に伴う評価式

の相違 
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第 2-23 表 非常用電気品室の温度評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-24表 建物内気温度の評価結果 

 

 

ｃ. ルーバの火災影響評価について 

（ａ）評価対象 

ルーバのうち，火災源から最も近く，輻射強度が最も大

きくなる原子炉建物外壁のルーバを対象とする。 

 

（ｂ）想定の条件 

火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの間，

一定の輻射強度を受けるものとする。 

 

（ｃ）判断の考え方 

    ルーバの許容温度は，火災時における短期温度上昇を考

慮した場合において，鋼材の強度が維持される保守的な温

度 325℃とする。 

 

（ｄ）評価結果 

一定の輻射強度でルーバが昇温されるものとして，輻射

による入熱量と対流による放熱量が釣り合うことを表した

下記の温度評価式によりルーバ表面の最大温度を求め，表

面温度が許容温度以下であるか評価した。 

𝑇 = 𝑇0 +
𝜀𝐸

2ℎ
 

T０：初期温度[50℃]，E：輻射強度[1,909.1W/m2]， 

ε：吸収率[0.9]※1，h：熱伝達率[17W/m2K]※2 

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和・衛生工学便覧 
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評価結果を第 2-25 表に示す。 

対象のルーバ表面の最大温度を求め，許容温度以下であ

ることを確認したことから，ルーバの強度への影響はない。 

また，ルーバの変形の有無にかかわらず，安全上支障の

ない期間に点検を行いルーバの使用に問題があると判断さ

れる場合には，交換等の措置が可能である。なお，ルーバ

内側には熱影響を受ける機器等がなく，航空機火災時は，

熱気流を考慮し，状況に応じて空調の停止措置等を講じる

ことから，建物内への影響はない。 

 

第 2-25 表 ルーバの評価温度 

 

 

ｄ. 配管貫通部の火災影響評価について 

配管貫通部は，モルタル等による穴仕舞を行っており，

建物外壁の火災影響評価に包絡される。 

 

ｅ. ブローアウトパネルの火災影響評価について 

ブローアウトパネルは，原子炉建物北側に２箇所設置さ

れているが，離隔距離が原子炉建物外壁面の扉より遠いこ

とから，扉の火災影響評価に包絡される。 
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6号炉タービン建屋非常用電気品室は，後述の7号炉コント

ロール建屋に対して，輻射強度，燃焼継続時間等の評価条件

が厳しいことから，鎮火後の内気温度についても評価を実施

する。 

 

以下に評価結果を示す。 

 

 

第 2-12 図 外壁及び内壁面温度（発火～鎮火後） 

 

第 2-24 表 非常用電気品室の温度評価結果 

 

 

評価の結果，内気温度は鎮火から33.8時間後に38℃（最大

値）まで上昇するが，室内の電気設備（パワーセンター，モ

ータコントロールセンター）の最高使用温度40℃を下回るこ

とを確認した。 

 

c. 7号炉に対する影響評価（6号炉軽油タンク火災との重畳） 

 (a)7号炉コントロール建屋の外壁面温度評価 

評価に必要なデータは以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

評価対象施設の相違 
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第 2-25 表 軽油タンク火災影響評価に必要なデータ 

 

次の式から形態係数を算出する。 

   

 

 

φ：形態係数，L：離隔距離[m]，H：火炎高さ[m]，R：燃

焼半径[m]  

 

第 2-26 表 形態係数の算出結果 

 

 

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度

は，輻射発散度に形態係数をかけた値となる。次式から輻射

強度を算出する。 

E＝Rf×φ  

E：輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 
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第 2-27 表 輻射強度の算出結果 

 

ここで重畳を考慮した場合，航空機墜落による火災と同時

に軽油タンクが延焼する場合は輻射強度が大きくなり，航空

機が落下後時間をおいて軽油タンクが発火する場合は燃焼

継続時間が大きくなることから，それらを包絡するように，

評価を実施する（第2-13図）。 

 

航空機と軽油タンクが同時に延焼する場合の輻射強度E

は，以下のとおり。  

E＝(752.0 （6号炉西側軽油タンク）＋629.1 （6号炉東側

軽油タンク）＋30.8（小型軍用航空機）） 

E＝1411.9 [W/m2] 

 

航空機が落下後時間をおいて軽油タンクが発火する場合

の最大の燃焼継続時間tは，以下のとおり。 

t＝11.33（6号炉西側軽油タンク）＋ 11.33（6号炉東側軽

油タンク）＋ 0.34（小型軍用航空機）  

t＝23.00[時間] 
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第 2-13 図 重畳を考慮した場合の輻射強度及び燃焼継続

時間の関係 
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火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温されるものとし

て，下記の一次元非定常熱伝導方程式より，コンクリートの

表面の温度上昇を求め，コンクリートの表面温度が許容限界

温度以下であるか評価を実施する。 

    

 T：温度，t ：時刻，x ：建物壁内における外壁面からの距離，

α：熱拡散率 

 

第 2-28 表 建屋外壁面の温度評価結果 

 

評価の結果，表面温度は78℃となり，許容限界温度を下回る

ことから， 熱影響はない。 

 

 

第 2-14 図 建屋温度評価体系図 

 

(b)7号炉コントロール建屋の内気温度評価  

火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度で発電用原子炉施設が昇温されるものとして，

内壁の温度上昇を求め，コントロール建屋に設置している機

器等への影響について評価する。評価対象エリアは，壁厚が

最も薄いエリアを選定する。 
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以下に概念図を示す。 

 

第 2-15 図 伝熱の概念図 

 

評価に必要なパラメータを示す。 

 

第 2-29 表 航空機火災影響評価に必要なパラメータ 

 

以下の式に示す一次元非定常熱伝導方程式を用いて，外壁 

及び内壁面温度を求める。 

    

T：温度，t ：時刻，x ：建物壁内における外壁面からの   

距離，α：熱拡 散率 

 

外壁及び内壁面温度上昇に伴う熱負荷は次式で計算される。 

 

hin：内壁面熱伝達率,A：内壁の表面積，Tin：内壁面温度，Troom：

内気温度  

内気温度は，火災による内壁面温度上昇に伴う熱負荷と室

内の熱負荷及び換気空調系による除熱を考慮し，次式で求め

る。 
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Q：室内負荷，m：風量，ρ：空気密度，C:空気比熱，Ta：換

気空調系給 気温度 

 

以下に評価結果を示す。 

 

第 2-16 図 外壁及び内壁面温度 第 

 

2-30 表 建屋内気温度の評価結果 

 

評価の結果，内気温度は40℃となり，ケーブル常時許容

温度60℃を下回ることを確認した。 

 

d. まとめ 

6号炉の評価では外壁面は102℃，7号炉の評価では外壁面

は78℃であり，許容限界温度を下回ることから，熱影響はな

いと評価する。また，6号炉の評価では内気温度は38 ℃，7

号炉の評価では内気温度は40℃であり，室内の電気設備の許

容温度を下回ることから，熱影響はないと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｆ. まとめ 

評価の結果，内気温度は 40℃となり，室内の許容温度を

下回ることから，熱影響はないと評価する。 
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(13) 火災による熱影響の有無の評価  

以上の結果から，航空機墜落による火災が発生した場合

を想定したとしても，外壁面の温度が許容限界温度，内気

温度が許容温度を超えないことから，発電用原子炉施設に

熱影響をおよぼすことはないと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.8 航空機墜落火災からの熱気流による影響評価 

  安全重要度分類のクラス１，２設備が給気口のすぐ内側にあ

る非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）吸気口及び使用済燃料乾式貯蔵建屋は，外部火

災により発生する熱気流が周囲の風況の影響により建屋に向か

うことが想定されるため，火災源から発生した熱気流が風によ

り直接給気口から流入する事象を想定する。 

  評価の概念図を第 5.8-1 図に示す。火災による熱気流の主軸

傾き角   (tanβ’)が，火災発生源と給気口とを結ぶ直線の傾

き角(tanβ)より大きい場合は，熱気流は建屋上方へ拡散し建屋

内空気温度への影響はないが，本評価においては保守的に熱気

流が直接給気口に当たる場合(tanβ’=tanβ)を想定し，その際

の風速を設定する。 

  現実的には発火点の位置や上昇気流，また気象条件の影響も

考慮すれば火災からの熱気流が全て給気口に到達し流入するこ

とは考えにくいが，本評価においては保守的に火災源から発生

する熱気流が直接給気口に流入するような風速を設定して評価

した。 

 

第 5.8-1 図 使用済燃料乾式貯蔵建屋の評価概念図 

 

 

 

 

(14) 火災による熱影響の有無の評価 

以上の結果から，航空機墜落による火災が発生した場合を

想定したとしても，外壁面の温度が許容限界温度を超えない

こと及び内気温度が許容温度を超えないことから，発電用原

子炉施設に熱影響を及ぼすことはないと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給気口

給気口の高さ

排気口

建屋壁

離隔距離：78m
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5.8.1 想定条件 

  ・評価対象とする火災源は，最も近い位置で発生する航空機

火災（対象航空機：Ｆ－１５）とした。 

  ・離隔距離は，評価上厳しくなるよう，想定する火災源から

評価対象施設の給気口まで最短となるよう設定した。 

  ・熱気流の評価では，気象条件として有風状態を想定し，発

生する熱気流が直接給気口に流入するような風速を設定し

た。 

 

5.8.2 評価に必要となるデータの算出 

 (1) 火災源と給気口を結ぶ直線の傾き 

   以下の式から火災源と給気口を結ぶ直線の傾きを算出し

た。算出結果を第 5.8.2-1 表に示す。 

tanβ=
給気口の高さ

火災源から給気口までの水平距離
 

 

第 5.8.2-1 表 火災源と各対象の給気口を結ぶ直線の傾き 

 

  

(2) 熱源寸法 

   以下の式から熱源寸法を算出した。算出結果を第 5.8.2-2

表に示す。 

Ｄ=2√
Ｓ

π
 

Ｄ：熱源寸法（m） 

Ｓ：航空機火災（Ｆ－１５）の燃焼面積(44.6m２) 

 

第 5.8.2-2 表 各対象の熱源寸法 
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 (3) 発生熱量 

   以下の式から発生熱量を算出した。算出結果を第 5.8.2-3

表に示す。 

Ｑ= （1-χ）ΔＨ
c，eff

ＳＭ 

Ｑ：発生熱量（kW），χ：放射分率(0.05) 

ΔＨc，eff：発熱量(43,500kJ／kg) 

Ｓ：航空機火災（Ｆ－１５）の燃焼面積(44.6m２) 

Ｍ：質量低下速度(kg／m２／s) 

 

第 5.8.2-3 表 想定する火災源の発生熱量 

 

 (4) 熱気流が直接給気口に流入する風速 

   以下の式を満たす熱気流が直接給気口に流入する風速を算

出した。算出結果を第 5.8.2-4 表に示す。 

tanβ＝0.37Λ
－９ ８⁄

Fr
０．０９７５

 

Λ＝
ＵＤ

１ ３⁄

(Ｑｇ Ｃ
ｐ
ρＴ

０
⁄ )

１ ３⁄
 

Fr＝
Ｕ

√Ｄｇ

 

tanβ：火災源と給気口を結ぶ直線の傾き（rad） 

Λ：無次元ﾊﾟﾗﾒｰﾀ，Fr：フルード数（-） 

Ｃｐ：空気比熱(1.007kJ／kg／K) 

ρ：空気密度（1.17kg／m３），Ｔ０：周囲温度（310K） 

Ｄ：航空機火災（Ｆ－１５）の燃焼面積(44.6m２) 

ｇ：質量低下速度(kg／m２／s) 
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第 5.8.2-4 表 火災源と各対象の給気口を結ぶ直線の傾き 

 

 

 (5) 評価結果 

使用済燃料乾式貯蔵建屋に対し，熱気流が直接開口に流入

する風速は，水戸地方気象台で観測した過去 10 年間の最大風

速未満となることから，熱気流が直接開口に流入することは

なく上方へ拡散するため，熱気流の影響はない。 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）吸気口に対する熱気流の影響は，以下理由に

より熱気流の回避が可能であるため，熱気流が流入すること

はない。 

   ・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機を含む。）吸気口は，開口面積が狭いことから熱

気流を直接取り込むため，必要となる風速が狭い範囲に

限定され，直接熱気流を取り込む可能性は低い。 

   ・非常用ディーゼル発電機吸気口は位置的分散が図られて

いるため，同時に全ての設備が直接熱気流の影響を受け

ることは想定し難い。 

   ・万一，熱気流を取り込む可能性がある場合は，影響を受

けない方角に位置する非常用ディーゼル発電機を起動

し，熱気流を取り込む可能性がある設備は起動しない（起

動している場合は停止する）ことにより熱気流の影響を

回避し，消火が確認された時点で，停止していた非常用

ディーゼル発電機の運転を再開する。 
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別紙 7－1 

 

第 1 表 評価対象航空機の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 7.1 

 

対象航空機の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙7－1 

 

第1表 評価対象航空機の種類 

（「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準に 

ついて」より抜粋，加筆） 
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別紙 7－2 

 

第 1 表 主要自衛隊航空機の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 7.6 

 

自衛隊機又は米軍機の用途による分類について 

 

自衛隊機又は米軍機の落下事故には，「⑤訓練空域外を飛行中」

の落下事故と「⑥基地－訓練空域間を往復時」の落下事故がある。 

⑤及び⑥について，自衛隊機が保有する機種を代表として，用

途による飛行形態を踏まえてカテゴリを分類し，燃料積載量が最

大となる対象の航空機を整理した。 

 

 

 

 

1. 訓練空域外を飛行中の落下事故 

自衛隊機の用途としては，「連絡偵察」，「哨戒」，「戦闘」，「偵

察」，「輸送」，「空中給油」，「早期警戒」等がある。 

下表に代表的な自衛隊機における用途等を示す。 

 

 

別紙7－2 

 

自衛隊機又は米軍機の用途による分類について 

 

自衛隊機又は米軍機の落下事故には，「訓練空域内で訓練中及

び訓練空域外を飛行中の落下事故」と「基地－訓練空域間往復時

の落下事故」が含まれるが，島根原子力発電所は基地と訓練空域

間の往復範囲内にないため，「基地－訓練空域間往復時の落下事

故」は考慮していない。 

以下に自衛隊機又は米軍機の落下事故による火災影響を評価す

る機種のカテゴリについて整理する。分類にあたっては，代表と

して自衛隊機の主要な機種のデータを用いることとした。 

 

（１）訓練空域外を飛行中の落下事故 

主要航空機（大型固定翼機）の用途等を以下に示す。 

 

 
 

用途としては，「連絡偵察」，「哨戒」，「戦闘」，「偵

察」，「輸送」，「空中給油」，「早期警戒」等がある。 

用途を飛行形態で整理すると，「空中給油」及び「早期警

戒」については，高高度の巡航を行うものと考えられる。ま

た，「哨戒」及び「輸送」については，目的地での低高度で

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

評価手法の違いを踏

まえた航空機の分類の

相違に伴う記載の相違 
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以下の機種については，原子力発電所付近で低高度での飛行

を行うことはないため，「⑤-1 空中給油機等，高高度での巡航

が想定される大型固定翼機」として整理し，その他については，

「⑤-2 その他の大型固定翼機及び回転翼機」として整理した。 

・高高度での巡航が想定される「空中給油」及び「早期警戒」

を用途とした機種 

・目的地付近で低高度での飛行となるものの移動は高高度の

巡航を行うものと想定される「哨戒」及び「輸送」を用途

とした機種（「哨戒」の目的地は海上，「輸送」の目的地は

基地又は空港） 

下表に代表的な自衛隊機のうち燃料量の観点から大型機のみ

について，上記のカテゴリで整理した結果を示す。 

 

 

上記の分類を踏まえ，「⑤訓練空域外を飛行中の落下事故」で

考慮するカテゴリとして，燃料量が最大となる航空機を下表に

示すとおり整理した。 

 

の飛行が考えられるものの，移動は高高度の巡航を行うもの

と考えられる。ここで目的地としては，「哨戒」が海上，「輸

送」が基地あるいは空港であることから，原子力発電所付近

で低高度での飛行を行うことはない。 

したがって，自衛隊機又は米軍機の落下事故のうち，訓練

空域外を飛行中の落下事故で考慮するカテゴリを，以下のと

おり整理した。なお，大型輸送ヘリコプターCH-47 の燃料積

載量は約４m3 であることから，回転翼機は大型固定翼機の評

価に包含される。 

 

 

 

 

 

（２）想定する航空機について 

（１）による分類により，ガイドに基づき積載燃料量の最

大の機種として，空中給油機等としては KC-767，その他の機

種としては F-15 を想定する航空機として選定している。 

燃料量については，燃焼継続時間を算出する際に必要であ

り，燃料量は多い方が保守的な評価となる。 
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2. 基地－訓練空域間を往復時の落下事故 

下表に「⑥基地－訓練空域間を往復時」の落下事故において

考慮している百里基地に所属する自衛隊機を示す。 

 

 

百里基地に所属する自衛隊機のうち燃料量が最大の航空機を

対象とし，下表のとおり整理した。 
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別紙 7.2 

 

各施設付近の空港と施設との距離について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 7－3 

 

島根原子力発電所付近の空港と発電所との距離について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，出雲空

港及び米子空港の最大

離着陸地点以内に位置

し，「飛行場での離着陸

時」を対象として設定 
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別紙 7－3 

 

第 1 図 新潟空港の最大離着陸地点 

 

（出典：AIP-JAPAN，国土交通省航空局，平成 25 年 3 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成田空港の最大離着陸地点までの距離 

（成田空港～東海第二発電所の距離：約 80km） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1図 出雲空港の最大離着陸地点    ＡＩＰより抜粋 
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茨城空港の最大離着陸地点までの距離 

（茨城空港～東海第二発電所の距離：約 36km） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2図 米子空港の最大離着陸地点   ＡＩＰより抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2317



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 7.3 

 

茨城空港の滑走路方向に対する茨城空港―東海第二発電所の角度

について 

   

茨城空港の滑走路の方位は，19°（真方位）（ＡＩＰ記載のデー

タ）である。 

また，茨城空港－東海第二発電所の方位は，約 28.60°（真方

位）（茨城空港と東海第二発電所の緯度，経度より計測した。）で

ある。 

したがって，茨城空港の滑走路方向に対する茨城空港－東海第

二発電所の角度は，約 9.60°となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉は，2.(4)

ａ．の表中に滑走路方向

に対する角度を記載し

ているため，再度記載し

ていない 
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別紙 7.4 

 

各施設周辺における航空路と各航空路の幅について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙7－4 

 

島根原子力発電所上空の評価対象航空路等 
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別紙 7－4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 柏崎刈羽原子力発電所周辺の航空図 

（出典：AIP-JAPAN，国土交通省航空局，平成 25 年 3 月） 

 

 

 

 

 

 

エンルートチャート（東海第二発電所付近） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１図 島根原子力発電所周辺の航空図 
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別紙7－5 

 

 

島根原子力発電所，美保航空自衛隊基地と訓練空域との位置関係 

（「AIP JAPAN（Effective date:2019/7/18）」における訓練空域 

の座標に基づき作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根2号炉は，基地－

訓練空域間の往復想定

範囲内に位置していな

いことを説明 
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別紙 7－6 

 

第 1 表 標的面積 

           単位：km2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 7.17 

 

外部火災影響評価で考慮する落下事故カテゴリの 

航空機落下確率評価結果 

 

東海第二発電所の航空機落下確率評価結果及び標的面積を下表

に示す。 

なお，航空機落下に対する設計上の考慮の要否を確認するため

の従来の評価では，落下事故が発生していないカテゴリに対して

発生件数を 0.5 件としていたが，別紙 7.16 に記載のとおり「基地

（百里基地）－訓練空域間往復時」の落下事故における航空機落

下確率の評価では，想定飛行範囲の面積を用いた評価式の保守性

等を踏まえ，全国平均の落下確率の 2倍値を用いている。 

 

航空機落下確率評価結果 

 

 

航空機落下確率評価に係る標的面積 

 

 

 

 

 

 

 

別紙7－6 

 

航空機落下確率評価に係る標的面積（島根原子力発電所） 
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別紙 7.9 

 

計器飛行方式民間航空機 大破事故概要 

（平成 5年～平成 24 年） 

 

離着陸時の大破事故 

 

 

巡航中の大破事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，最新デ

ータ（平成 10 年～平成

29 年）を利用した評価を

実施 
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別紙 7.14 

 

有視界飛行方式民間航空機 大破事故概要 

（平成 5年～平成 24 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，最新デ

ータ（平成 10 年～平成

29 年）を利用した評価を

実施 
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別紙 7.15 

 

自衛隊機及び米軍機 大破事故概要 

（平成 5年～平成 24 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，最新デ

ータ（平成 10 年～平成

29 年）を利用した評価を

実施 
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別紙 7－7 

 

延べ飛行距離について 

 

延べ飛行距離は，平成 4 年～平成 23 年の「航空輸送統計年

報，第１表 総括表， １．輸送実績」における運航キロメートル

の国内便のみの合計値とする。 

なお，国際便については，日本国内での運行距離ではないため

考慮していない。ま た，日本に乗り入れている外国機は運行距

離の実績の公開記録がないため考慮してい ない。 

ただし，国際便及び外国機が日本国内で墜落した場合は事故件

数としてカウントし， 事故率が保守的となるようにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 7.10 

 

日本国機の運航回数及び運航距離 

 

・計算に用いる数値は，「航空輸送統計年報 第１表 総括表」の

次の値とする。 

①日本国機の運航回数は，国内便，国際便ともに定期便＋不定

期便の値。 

②日本国機の運航距離は，国内便のみの定期便＋不定期便の値。 

・日本国機の国際便は，日本から海外までの距離が記載されてい

るが，日本国内での運航距離ではないため，保守的に考慮しな

い。 

・日本に乗り入れている外国機は，運航距離について実績の公開

記録がないため，保守的に考慮しない。 

・ただし，日本国機の国際便及び外国機の落下事故が，日本国内

で落下した場合は評価対象とする。 

 

 

 

 

 

別紙 7－7 

 

離着陸回数及び延べ飛行距離 

 

１．離着陸回数 

  離着陸回数のデータは，表１のとおり「航空機落下事故に関

するデータ（平成 11～30 年）」（令和３年２月 原子力規制庁）

の民間航空機（大型固定翼機，計器飛行方式）の離着陸回数の

値とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１表 離着陸回数 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，最新デ

ータ（平成 10 年～平成

29 年）を利用した評価を

実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，出雲空

港及び米子空港の最大

離着陸地点以内に位置

し，「飛行場での離着陸

時」を対象として設定 

【東海第二】 

島根 2号炉は，最新デ

ータ（平成 11 年～平成

30 年）を利用した評価を

実施 
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第 1 表 運航距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．延べ飛行距離 

  延べ飛行距離のデータは，表２のとおり「航空機落下事故に

関するデータ（平成11～30年）」（令和３年２月 原子力規制庁）

の民間航空機（大型固定翼機，計器飛行方式）の延べ飛行距離

の値とする。 

 

第２表 延べ飛行距離 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，最新デ

ータ（平成 11 年～平成

30 年）を利用した評価を

実施 
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別紙 7－5 

 

第 1 表 飛行回数 

柏崎刈羽原子力発電所                        

（飛行回数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 7.13 

 

評価対象となる航空路等の飛行回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 7－8 

 

評価対象となる航空路の飛行回数 
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別紙 7－8  

 

航空機落下確率の評価を最新データに更新した場合の影響に 

ついて 

 

1. はじめに 

発電所敷地内への航空機墜落による火災影響については，設

置許可申請当時（平成25年9月）の最新データとして，「平成23

年度 航空機墜落事故に関するデータの整備（平成24年9月 

独立行政法人 原子力安全基盤機構）」に基づく航空機の落下

確率より，発電用原子炉施設からの離隔距離を算出し，熱影響

評価を行っている。 

しかしながら，安全審査が長期化し，その間に，「航空機落

下事故に関するデータ（平成28年6月 NRA技術報告）」がとり

まとめられたことを受け，その影響について確認することとす

る。 

 

2. 航空機事故等のデータ更新による影響 

「航空機落下事故に関するデータ（平成28年6月 NRA技術報

告）」では，平成5年1月～平成24年12月までの航空機事故デー

タ，運行実績データ及び訓練空域面積データとして更新されて

いるが，各航空機の落下事故率は，同等若しくは低下している。

このため，航空機の落下位置から発電用原子炉施設までの離隔

距離は同等若しくは長くなり，火災による影響も軽減される傾

向となっている。 

以下，更新されたデータに基づき，「航空機の落下位置から

発電用原子炉施設までの離隔距離」並びに「航空機墜落による

火災と危険物タンク火災の重畳による影響」について評価す

る。 

 

3. 航空機墜落による火災影響評価 

「添付資料－7 柏崎刈羽原子力発電所の敷地内への航空機

墜落による火災について」における航空機墜落による火災影響

評価のうち，(1)航空機墜落による火災の想定～(3)評価対象範

囲の考え方は同様であるため，(4)以降について，評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，最新デ

ータ（平成 10 年～平成

29 年）を利用した評価を

実施 
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(1) 標的面積の算出 

a. 大型民間航空機及び小型民間航空機の標的面積の算出 

 (a)計器飛行方式民間航空機の航空路を巡航中の落下事

故  

Pc＝fc・Nc・A／W 

Pc：対象施設への巡航中の航空機落下確率[回/年]  

Nc：評価対象とする航空路等の年間飛行回数 

[飛行回/年]  

A：発電用原子炉施設の標的面積[km2] 

W：航空路幅[km]  

fc＝Gc／Hc：単位飛行距離当たりの巡航中の落下事故率 

[回/飛行回･km]  

Gc：巡航中事故件数[回] 

Hc：延べ飛行距離[飛行回･km] 

 

第 3-1 表 標的面積の算出結果 
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(b) 有視界飛行方式民間航空機の落下事故  

Pv＝(fv/Sv)・A・α  

Pv：対象施設への航空機落下確率[回/年]  

fv：単位年当たりの落下事故率[回/年] 

Sv：全国土面積[km2] 

A ：発電用原子炉施設の標的面積[km2]  

α：対象航空機の種類による係数 

 

 

第 3-2 表 落下確率の算出結果 

 

以上より， 大型民間航空機の落下確率（Pc（計器飛行方

式）＋Pv（大型固定翼機）＋Pv（大型回転翼機））が10-7[回/

炉・年]となる標的面積A1[km2]を計算すると以下のとおりと

なる。 

A1＝10-7÷（ -10 +6.72×10-10 +1.34×10-9）×0.01

＝0.357[km2] 

 

小型民間航空機の落下確率（Pv（小型固定翼機）＋Pv（小

型回転翼機））が10-7[回/炉・年]となる標的面積A2[km2] を

計算すると以下のとおりとなる。 

A2＝10-7÷（4.70×10-9+3.22×10-9）×0.01＝0.126[km2] 

 

b. 大型軍用航空機及び小型軍用航空機の標的面積の算出  

柏崎刈羽原子力発電所の上空には訓練空域がないため，軍

用航空機の落下確率Psoを求める式は，以下のとおりとなる。  

Pso＝(fso／So)・A 

Pso：訓練空域外での対象施設への航空機落下確率[回/年]  

fso：単位年当たりの訓練空域外落下事故率[回/年] 

So ：全国土面積から全国の陸上の訓練空域の面積を除い
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た面積[㎞2]  

A ：発電用原子炉施設の標的面積[㎞2] 

 

 

第 3-3 表 落下確率の算出結果 

 

 

以上より，大型軍用航空機の落下確率（Pso（大型自衛隊

機）＋Pso（大型米軍機））が10-7[回/炉・年]となる標的面積

A3[km2] を計算すると以下のとおりとなる。  

A3＝10-7÷（1.69×10-9＋5.38×10-9 ）×0.01＝0.141[km2] 

 

小型軍用航空機の落下確率（Pso（小型自衛隊機）＋Pso（小

型米軍機））が10-7[回/炉・年]となる標的面積A4[km2] を計

算すると以下のとおりとなる。  

A4＝10-7÷（1.01×10-8＋1.34×10-9）×0.01＝0.086[km2] 

 

 

(2) 発電用原子炉施設からの離隔距離の算出  

(1)で求めた面積が，評価対象となる発電用原子炉施設（原

子炉建屋及びコントロール建屋）外壁面から等距離の離隔を

とった場合の標的面積と等しくなる距離を離隔距離L[m]と

し，離隔距離Lを算出した結果を以下に示す。また，各航空

機の離隔距離を第3-1図，第3-2図に示す。 

10-7[回/炉・年]となる標的面積の考え方は，添付資料－7

「2.航空機墜落による 火災の影響評価 (5) 発電用原子炉

施設からの離隔距離の算出」と同様。 
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第 3-4 表 発電用原子炉施設からの離隔距離の算出結果 

 

※：軽油タンクの熱影響評価は，航空機墜落による軽油タン

ク火災の重畳火災も考慮 
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第3-1図 各航空機の落下位置（6号炉） 

 

 

第3-2図 各航空機の落下位置（7号） 
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以上の結果より，各航空機の落下位置から算出した発電用原

子炉施設との離隔距離は，「添付資料－7 柏崎刈羽原子力発電

所の敷地内への航空機墜落による火災について」と同等若しく

は，それ以上であることから，発電用原子炉施設への熱影響は

既評価と同等若しくは包絡されるものと評価する。 

 

(3) 航空機墜落による火災と危険物タンク火災の重畳  

航空機火災が発生した場合に重畳を考慮する危険物タン

クを検討する。航空機落下が10-7[回/炉・年]となる航空機落

下位置とその周辺の危険物施設位置を第3-3 図及び第3-4図

に示す。 

 

第3-3図 航空機落下位置と危険物タンク火災の重畳を考慮する

位置（6号炉） 
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第3-4図 航空機落下位置と危険物タンク火災の重畳を考慮する

位置（7号炉） 

 

第 3-3 図及び第 3-4 図より，各航空機の落下位置から算

出した発電用原子炉施設との離隔距離は，「添付資料－7 柏

崎刈羽原子力発電所の敷地内への航空機墜落による火災に

ついて」と比較し，同等若しくは，数十メートル程度長くな

っていること，最も厳しいケースとして，6 号炉では，5 号

炉軽油タンク2 台火災と 大型軍用航空機（KC-767）火災が

重畳すること，7号炉では，6号炉軽油タンク2 台火災と小型

軍用航空機（AH-1S）火災が重畳することに変わりはないこ

とから，発電用原子炉施設への熱影響は既評価と同等若しく

は包絡されるものと評価する。 

 

4. 航空機墜落による火災の熱影響評価  

以上により，「航空機落下事故に関するデータ（平成28年6月 

NRA技術報告）」のデータを反映した評価は，「添付資料－7 柏

崎刈羽原子力発電所の敷地内への航空機落下による火災につ

いて」における熱影響評価と同等若しくは包絡される結果とな

ることを確認した。 
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別紙 7－9 

 

延べ飛行距離について 

 

延べ飛行距離は，平成 5 年～平成 24 年の「航空輸送統計年

報，第 1 表 総括表，1． 輸送実績」における運航キロメートル

の国内便のみの合計値とする。 

なお，国際便については，日本国内での運行距離ではないため

考慮していない。また，日本に乗り入れている外国機は運行距離

の実績の公開記録がないため考慮していない。 

ただし，国際便及び外国機が日本国内で墜落した場合は事故件

数としてカウントし， 事故率が保守的となるようにしている。 

 

第 1 表 運航距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，最新デ

ータ（平成 10 年～平成

29 年）を利用した評価を

実施 
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参考資料 7－1  

 

航空機墜落による火災の影響評価に用いたデータについて 

  

１．航空機の仕様について 

第1-1表 航空機の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料7－1 

 

航空機の落下による火災の影響評価に用いたデータについて 

 

１．航空機の仕様について 

第 1-1 表 航空機の仕様 
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第 1-1(a)図 燃料タンク投影面積(B747-400) 

（出典：747-400 Airplane Characteristics for Airport 

Planning） 

 

 

第 1-1(b)図 燃料タンク投影面積(Do228-200) 

（出典：日本航空機全集 2013） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-1(a)図 燃料タンク投影面積（B747-400） 

（ 出 典 ： 747-400  Airplane Characteristics for Airport 

Planning） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

評価手法の違いを踏

まえた航空機の分類の

相違に伴う想定航空機

の相違 
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第 1-1(c)図 燃料タンク投影面積(KC-767) 

（出典：767 Airplane Characteristics for Airport Planning） 

 

 

 
 

第 1-1(d)図 燃料タンク投影面積(AH-1S) 

（出典：日本航空機全集 2013） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-1(b)図 燃料タンク投影面積（KC-767） 

(出典：767 Airplane Characteristics for Airport Planning) 

 

 

 

 

第 1-1(c)図 燃料タンク投影面積（F-15） 

（出典：航空ジャーナル 1978 別冊 F-15 イーグル 

（昭和 53 年３月５日発行）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

評価手法の違いを踏

まえたカテゴリ分けの

相違に伴う想定航空機

の相違 
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2. 燃料物性値について 

ジェット燃料は，JIS 規格では1号の灯油型（低析出点），

2号灯油型及び3号広範囲沸点型（ガソリン型）の3種類があ

り，ASTM 規格の Jet A-1，Jet A，Jet B に相当する。また，

MIL規格では，JP-4(ガソリン型)，JP-5（灯油型）やJP-8（灯

油型） があり，日本の民間航空機では安全性の高い1号（灯

油型）が使用されており※1，軍用航空機では JP-4 が使われ

ている※2。よって，民間航空機の燃料の種類は Jet A-1（灯

油型），軍用航空機は JP-4 とする。 火災影響評価において

使用する燃料物性値のうち，輻射発散度及び質量低下速度に

ついては，Jet A-1 燃料に関する明確な知見がない。このた

め，Jet A-1 は灯油型で あることから，輻射発散度は灯油

の値を採用する。 

また，Jet A-1 の質量低下速度，密度については，

NUREG-1805 において，JP-4，JP-5の質量低下速度，密度が

与えられていることから，同じ灯油型である JP-5 の値を採

用する。なお，JP-5 の方が JP-4 より燃焼速度が遅く，燃

焼継続時間が長くなるので保守的である。 

軍用航空機の燃料（JP-4）は，ガソリン系の燃料であるこ

とから，輻射発散度はガソリン・ナフサの値を採用し，質量

低下速度，密度は，NUREG-1805 の JP-4 の値を採用する。 

※1：公益社団法人 石油学会 HP 

※2：石油便覧 JX 日鉱日石エネルギーHP 

 

第 2-1 表 評価対象航空機の燃料物性値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．燃料の物性値について 

   民間航空機の対象航空機としてボーイング747-400 型機を

選定しているが，当該機が使用する燃料の種類は，JET A-1 燃

料である。 

   火災影響評価において使用する燃料物性値のうち，輻射発

散度及び質量低下速度について，JET A-1 燃料に関する明確

な知見がないため，JIS‐K‐2209‐1991 に「ジェット燃料に

は合成炭化水素が含まれるが，この合成炭化水素は原油，オ

イルサンドあるいはシェールサンドから精製されたもので，

物性値は極めて灯油に近い」と記載があることから，

NUREG-1805 における灯油の値を使用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

評価手法の違いを踏

まえたカテゴリ分けの

相違に伴う想定航空機

の相違 
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第 2-2 表 軍用航空機の燃料物性値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，質量低下速度を灯油の値(0.039kg/m2･s)とし，密度を 

JetA-1 の値の最大値(840kg/m3)とした場合，燃焼速度は，4.642

×10-5[m/s]となり，燃焼継続時間は 2.14時間となり，JP-5 の

値を採用した場合の 1.49 時間に比べ約 0.65 時間長くなる

が，2.14 時間であった場合でも外壁面の温度は約 56℃であ

り，JP-5 で評価した場合と相違ない。 

 

 

第 2-1 図 航空機火災影響評価の外壁面の温度推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．航空機燃料 JP-4 と JP-5 の物性値 

   軍用で主に使用される航空機燃料として，JP-4 のジェット

機燃料は，陸上，航空及び海上の各自衛隊の一部では現在使

用されていること，JP-4 は JP-5 に比べ輻射発散度の値が大

きいことから，影響評価は JP-4 の値で評価する。 

   JP-4,5 の物性値を以下に示す。 
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別紙 7.5 

 

「有視界飛行方式民間航空機（小型機）」の落下事故 

で考慮している航空機の燃料量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【東海第二】 

島根 2号炉は，燃料タ

ンク面積の大きい大型

機にて火災影響評価を

実施することから記載

しない 
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別紙 7.7 

 

航空機落下確率評価手法の保守性について 

 

「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率に対する評価基準

について（内規）」に記載されているとおり，航空機落下確率評価

手法には以下の保守性がある。 

(1) 計器飛行方式民間航空機の飛行場での離着陸時における

落下事故 

原子力施設付近の上空の飛行はできる限り避けるよう指

導等がなされているため，離着陸時においても原子力施設

付近における飛行は極めて少なくなるものと考えられる

が，当該原子炉施設に係る離着陸時の落下確率として，こ

の指導等による効果を考慮せずに，国内の飛行場における

離着陸時の事故件数及び当該飛行場の着陸回数から求める

こととしている。 

さらに，評価に用いる落下地点の確率分布は，評価対象

区域の扇型内一様分布及び周方向に正規分布を仮定し，い

ずれか厳しい方を用いるとしている。 

 

(2) 有視界飛行方式で飛行する民間航空機の落下事故 

有視界飛行方式で飛行する民間航空機の落下確率評価に

おける評価式は，有視界飛行が全国的に均一して行われて

いるものと仮定し全国平均値を求めることとしている。し

かしながら，一般に，こうした有視界飛行については，原

子力施設付近の上空をできるだけ飛行しないよう指導され

ていること，原子力関係施設の上空については，航空法第

81条に基づく最低安全高度以下の高度での飛行に係る国土

交通大臣の許可が与えられないこととなっていること，及

び民間航空機の訓練空域が原子炉施設の上空に存在する場

合には自衛隊機の訓練空域と同様な飛行規制が取られてい

ることから，有視界飛行中の民間航空機が原子炉施設に落

下する可能性は他の地域に比べて十分低いと考えられる。

さらに，原子炉施設設置者は，原子炉施設上空からの視認

性を向上させるために，自主的に灯火を設置している。し

たがって，こうした実態を考慮すると，有視界飛行中の民

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根 2号炉は，評価ガ

イド記載内容のため記

載していない 
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間航空機の落下確率について，全国平均値を評価に用いる

ことには十分な保守性があると言える。 

 

(3) 自衛隊機又は米軍機の落下事故 

訓練空域内で訓練中及び訓練空域外を飛行中の自衛隊機

又は米軍機の落下確率評価式は，いずれも，訓練空域が全

国的に均一して分布していると仮定し全国平均値で評価を

行うというものである。しかし，自衛隊機の訓練空域が原

子炉施設の上空に存在する場合には飛行機規制が取られて

いること（当該空域における訓練飛行中は通常の飛行時に

比べ機器の操作頻度が多いことに鑑み，従来から国土交通

省により原子炉施設から半径 2海里以内，高度 2000ft 以下

（半径約 3.6km 以内、高度約 600m 以下）の範囲が訓練空域

から除外されている。），米軍機についても原子炉施設上空

の飛行規制に係る協力要請を行っており周知徹底を行う旨

回答を得ていること及びこれまでの事故の実績を考慮する

と，訓練空域外を飛行中の自衛隊機又は米軍機が原子炉施

設に落下する確率として全国平均値を用いることには保守

性があると言える。 
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別紙 7.8 

 

離隔距離の算出方法について 

 

1. 考え方 

各評価対象施設における離隔距離が一定に確保されるよう

に，評価対象施設近辺の航空機が落下しない範囲の面積の和が

落下確率 10－７（回／炉・年）に相当する面積となるまで標的面

積を拡大させたときの離隔距離を算出する方法を用いた。 

 

2. 離隔距離算出方法 

評価対象施設の各辺の長さを（aｉ，bｉ）とした場合，離隔距

離を L とすると，当該評価対象施設近辺の航空機が落下しない

範囲（面積：Sｉ）は以下の式で表される。 

iiii
babaLLSi  )(2２  

 

離隔距離の概念図 

 

上記の式を用いて，全ての評価対象施設に対して Sｉを計算

し，それらを合計した上で L について解くことで離隔距離が得

られる。 

なお，各施設間の距離が近く，航空機が落下しない範囲が重

なる範囲が重なる場合は，重なった範囲の面積を分配して再計

算することで，航空機落下確率 10－７（回／炉・年）に相当する

面積に近づける。 
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別紙 7.11 

 

計器飛行方式民間航空機の飛行場を離着陸時における落下事故の 

確率分布関数について 

 

「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率に対する評価基準

について（内規）」に基づき，計器飛行方式民間航空機の「①飛行

場（茨城空港）での離着陸時」における落下事故の確率分布関数

には，滑走路端から最大離着陸地点までの直線距離（r０）内の内

円で滑走路方向両側に対し±60°以内の扇型に一様な分布又は周

方向で正規分布を仮定し，評価結果が厳しい方を用いる。下式に

て評価した結果，今回の評価では，下表に示すとおり厳しい方で

ある正規分布を仮定した方法を用いることとする。 

 

（一様分布） 

a,d

0
A

1
),r(  （／km２） 

2

0a,d r
3

2
A  （km２） 

（正規分布） 

)x(f
A

1
),r(

a,d

0  （／km２） 

2

0a,d r
3

2
A  （km２） 

)
r

x42.30
exp(1.2)

2

x
exp(

2

A
)x(f

2

P

2

2

2

2










  












3/r

3/r

Pr
3

2
Pdxdx)x(fA  

6.23

r




  

rP：滑走路端から発電用原子炉施設までの距離（径方向）（km） 

x：滑走路軸上から発電用原子炉施設までの距離（周方向）（km） 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根 2号炉は，評価ガ

イド記載内容のため記

載していない 
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ｘ＝rp×θ 

θ：滑走路方向に対する空港－発電用原子炉施設の角度（rad） 
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別紙 7.12 

 

航空機落下確率評価における標的面積の考え方について 

 

1. 基準の要求事項 

航空機落下確率評価に用いる基準及び航空機墜落による火災

影響評価に用いる基準の要求事項は，それぞれ以下のとおり。 

(1) 航空機落下確率評価 

 

(2) 外部火災影響評価 
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2. 航空機落下確率評価における標的面積 

1.(2)の基準を踏まえ，航空機墜落による火災影響評価におい

ては，以下の屋外の外部事象防護対象施設等を標的対象として

選定する。 

・原子炉建屋 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋 

・海水ポンプ室 

・タービン建屋（第 1図，第 2図参照） 

・主排気筒 

なお，評価対象施設のうち放水路ゲートについては，津波の

流入を防ぐための閉止機能を有している。航空機落下を起因と

して津波が発生することはないこと及び放水路ゲートは，大量

の放射性物質を蓄えておらず，原子炉の安全停止（炉心冷却を

含む。）機能を有していないため，航空機落下確率を算出する標

的面積として選定しない。また，使用済燃料乾式貯蔵建屋の安

全機能については，以下のとおり使用済燃料乾式貯蔵建屋以外

の東海第二発電所原子炉施設と独立していることから，航空機

落下確率評価においては使用済燃料乾式貯蔵建屋単独で評価を

実施することとした。 

① 使用済燃料乾式貯蔵建屋は，使用済燃料乾式貯蔵建屋以外

の東海第二発電所原子炉施設の安全機能に直接的に影響を

及ぼすものではなく，また，乾式貯蔵容器本体で安全機能

（臨界防止機能，密封機能，遮蔽機能，除熱機能）を確保

する設計である。 

② 使用済燃料乾式貯蔵建屋の監視設備（乾式貯蔵容器の一・

二次蓋間圧力，乾式貯蔵容器の表面温度等）及び火災防護

設備（火災報知器）への電源供給については，全交流動力

電源喪失時においては，事象発生後 30 分は専用の蓄電池か

ら供給可能だが，その後は東海第二発電所の非常用ディー

ゼル発電機から給電する設計である。ただし，監視設備及

び火災防護設備（火災報知器）は状態監視用であり，その

機能喪失は乾式貯蔵容器の安全機能に影響を及ぼすもので

はない。 

 

一方，従来の航空機落下確率評価においては，1.(1)の基準を

踏まえ，以下を評価対象としていた。 
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・原子炉建屋 

・タービン建屋（第 2図参照※１） 

・海水ポンプ室 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋※２ 

※１ 原子炉補機冷却系ポンプ及び熱交換器を含む区画 

※２ 使用済燃料乾式貯蔵建屋が各発電用原子炉施設か

ら独立して設置されているため，平成 21 年の実用

発電用原子炉施設への航空機落下確率の再評価の

際は個別に航空機落下確率を評価した 

 

第１図 タービン建屋内の安全上重要な系統及び機器の配置 

（地上１階） 

 

 

第２図 タービン建屋内の原子炉補機冷却系ポンプ及び 

熱交換器の配置 
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別紙 7.16 

 

基地－訓練空域間往復時の落下事故における航空機落下確率の 

推定について 

 

1. 想定飛行範囲の面積を用いた評価式の保守性について 

「基地（百里基地）－訓練空域間往復時」の落下事故におけ

る航空機落下確率は，下式のとおり評価している。 

Pse＝fse・A／Sse  ・・・・・・・・・・・・・(A) 

Pse：対象施設への航空機落下確率（回／年） 

fse：基地と訓練空域間を往復中の落下事故率（回／年） 

A：発電用原子炉施設の標的面積（km２） 

Sse：想定飛行範囲の面積（km２） 

(A)式によると，想定飛行範囲の面積（Sse）が小さいほど，

大きな落下確率となる。これは，基地－訓練空域間を簡易的に

一様に飛行すると仮定しているためである。 

しかし，「原子力関連施設上空の飛行制限について（通達）」

に示すとおり，実際には原子力関連施設上空の飛行を原則行わ

ないよう制限されていること，やむを得ず原子力関連施設の上

空を飛行する必要がある場合には，動力装置の停止等緊急事態

が発生しても原子力関連施設に危害を及ぼさないような高度及

び経路で飛行することから，発電所上空を含めて基地－訓練空

域間を一様に飛行することはなく，かつ，基地－訓練空域間往

復時の自衛隊機が発電所に落下する確率は極めて小さいと考え

られる。 

以上のことから，想定飛行範囲の面積が小さくなるほど，よ

り保守的な落下確率を与えることとなる。（「想定飛行面積と航

空機落下確率の関係（概略図）」参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【東海第二】 

島根 2号炉は，基地－

訓練空域間を対象とし

ていない 
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想定飛行面積と航空機落下確率の関係（概略図） 
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また，新規制基準に係る適合性の審査の申請をしている発電

所のうち，自衛隊機の基地－訓練空域間往復時の航空機落下確

率を(A)式により評価しているプラントは，東海第二発電所を含

めて 6 つあり，これらのプラントにおける想定飛行範囲の面積

は下表のとおりである。 

 

 

 

上述のとおり，原子力関連施設上空の飛行を原則行わないよ

う制限されていること等を踏まえると，東海第二発電所では，

他プラントに比べて想定飛行範囲の面積が小さいため，他プラ

ントの落下確率に比べてより大きな保守性を含んでいると考え

る。 

 

2. 「基地（百里基地）－訓練空域間往復時」の落下事故におけ

る航空機落下確率の算出について 

1.のとおり，「基地（百里基地）－訓練空域間往復時」の落下

事故における航空機落下確率は大きな保守性を含んでいること

から，以下を踏まえ，本航空機落下確率の算出においては，実

際に落下事故実績のある全国の基地と訓練空域間を往復時の落

下事故件数及び全国の基地の想定飛行範囲の面積を用いて算出

した全国平均の基地－訓練空域間往復時の航空機落下確率を 2

倍した値（以下「全国平均の落下確率の 2倍値」という。）を「基

地（百里基地）－訓練空域間往復時」の落下事故における航空

機落下確率とする。 

・百里基地－訓練空域間往復時に落下事故は発生していない

が，全国の基地－訓練空域間往復時に 5 件の落下事故が発

生していること及び百里基地－訓練空域間を飛行する際の

自衛隊機の機種，飛行環境が全国と比較して大きな相違が

ないことを考慮すると，百里基地の落下確率は全国平均に

対して同程度又はそれ以下と考えられる。 

・落下事故実績が存在する全国平均の落下確率を参考とし，

保守性を確保するために全国平均の落下確率の 2 倍値を百
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里基地－訓練空域間往復時の落下確率として採用。 

・百里基地－訓練空域間の想定飛行範囲の面積が小さいこと，

防衛省による原子力関連施設上空の飛行は原則として行わ

ないよう制限されていること等を考慮すると，全国平均の

落下確率の 2 倍値は実際の落下確率より十分高いと考えら

れる。 

 

 

 

2.1 全国平均の落下確率の 2 倍値を用いることの保守性に  

ついて 

「基地（百里基地）－訓練空域間往復時」は過去 20 年間落

下実績がなく，航空機落下確率算出時の発生件数の与え方に不

確かさが存在する一方で，全国の基地－訓練空域間の往復時は

過去 20 年間で 5 件落下実績が存在する。全国平均の落下確率

は，評価の母集団を大きくすることにより落下事故件数を実績

値（5件）に基づき評価していること，基地－訓練空域間を往

復時の落下確率が基地ごとに大きく異なることは考えにくい

ことを考慮すると，全国平均の落下確率は国内における平均的

な落下確率として信頼性があると考えるが，本評価では保守的

に全国平均の落下確率の 2倍値を用いることとする。 

また，原子力関連施設上空の飛行を原則行わないよう制限さ

れていること，やむを得ず原子力関連施設の上空を飛行する必

要がある場合には，動力装置の停止等緊急事態が発生しても原

子力関連施設に危害を及ぼさないような高度及び経路で飛行

することについて評価上考慮しておらず，この点においても保

守性は確保されている。 

 

2.2 他の評価手法との比較 

「基地（百里基地）－訓練空域間往復時」の落下事故におけ

る航空機落下確率の算出に当たっては，「原子力発電所の出力

運転状態を対象とした確率論的リスク評価に関する実施基準

（レベル 1PRA 編）：2013」（一般社団法人 日本原子力学会）
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（以下「PRA 学会標準」という。）において，過去発生してい

ない起因事象に対する起因事象発生頻度の算出方法として使

用が認められている，以下の χ 二乗分布を用いた方法を使用

することも考えられる。 

 

F＝χ２（1，0.5）／2T＝0.2275／T （回／年） 

T：対象期間（＝20 年） 

その適用性及び保守性については参考 1のとおりであるが，

χ二乗分布を用いた方法よりも全国平均の落下確率の 2 倍値

は以下のとおり大きくなっている。 
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別紙 7.16 参考 1 

 

χ二乗分布を用いた方法の適用性及び保守性について 

 

航空機落下確率評価では，過去 20 年間における落下事故件数の

統計データに基づき航空機落下確率を算出しているが，平成 5 年

～24 年において，以下のカテゴリについては落下事故が発生して

いない。 

(1)計器飛行方式民間航空機の「航空路を巡航中」の落下事故 

(2)有視界飛行方式民間航空機の「大型機」の落下事故（大型

固定翼機） 

(3)自衛隊機又は米軍機の「訓練空域外を飛行中」の「空中給

油機等，高高度での巡航が想定される大型固定翼機」の落

下事故 

(4)自衛隊機又は米軍機の「基地－訓練空域間往復時」の落下

事故 

そのうち，評価上の保守性が大きい(4)のカテゴリに対する航

空機落下確率の推定には，PRA 学会標準において，過去発生し

ていない起因事象に対する起因事象発生頻度の算出方法として

使用が認められている，以下のχ二乗分布を用いた方法を用い

ることも考えられる。このχ二乗分布を用いた方法について，

その方法の適用性（1.参照）及び保守性（2.参照）を以下に示

す。 

F＝χ２（1，0.5）／2T＝0.2275／T※１ （回／年） 

T：対象期間（＝20 年） 

※１ 導出方法は参考 2参照 

 

1. 航空機落下確率評価への χ 二乗分布を用いた方法の適用性 

PRA 学 会 標 準 の 参 考 文 献 と し て 引 用 さ れ て い る

NUREG/CR-4407“Pipe Break Frequency Estimation for Nuclear 

Power Plants”（参考 3 参照）によると，事象発生頻度の推定

方法として，χ二乗分布を用いた方法を適用するためには，事

象発生頻度がポアソン分布に従っていることが条件となる。 

ポアソン分布は，一般的に確率が極めて小さい事象（例えば，

交通事故による 1 日の死亡数）の発生頻度を処理する確率モデ

ルとして使われるが，航空機の年間の落下事故率がポアソン分

 

 

・条件の相違 

【東海第二】 

島根 2号炉は，χ 二乗

分布を用いていない 
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布に従うかどうかを判断するために，国内における昭和 58 年～

平成 23 年の 29 年間の国内の自衛隊機の「基地－訓練空域間往

復時」の落下事故率を対象に，母集団の分布形の検定に使用さ

れるχ二乗分布を用いた適合度検定（χ二乗検定）を実施した。

本検定は，観測度数と理論度数の差が有意かどうかについて，

χ二乗分布を用いて検定する統計的手法である。 

適合度検定の結果を下表に示す。 

 

 

検定統計量であるχ二乗分布の自由度は 3（＝（組分けの数 5）

－1－推定される母数の数 1）であり，一般的に用いられる有意

水準 α＝0.05 を用いると，検定の判定点は χ 二乗分布表より

7.81（＝χ２（3，0.05））で与えられる。 

 

χ二乗分布表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有意水準
α=0.05

棄却域

7.81

採択域
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χ二乗値は約 2.45 であり，判定点より小さいことから，観測

度数（ここでは，実年数）と理論度数（ここでは，理論年数）

の差は有意であるとは言えない。 

したがって，国内の自衛隊機の基地－訓練空域間往復時の落

下事故率にポアソン分布を当てはめることは可能であり，航空

機落下確率評価にχ二乗分布を用いた方法を適用することが可

能であると判断した。 

 

2. χ二乗分布を用いた方法の保守性について 

別紙 7.12 本文 1.に記載のとおり，実際には原子力関連施設

上空の飛行を原則行わないよう制限されていること等を考慮す

ると，基地－訓練空域間往復時の自衛隊機が発電所に落下する

確率は極めて小さいと考えられることから，χ二乗分布を用い

た方法においても保守性は確保されていると考えられる。 
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別紙 7.16 参考 2 

 

χ二乗分布を用いた方法による発生率の導出について 

 

ランダムに事象が発生する場合において，事象の発生率は二項

分布に従うとするのが一般的である。 

また，発生件数が小さい場合には，ポアソン分布での近似が可

能である。 

発生率がポアソン分布に従う場合，その平均値λの 100（1－

α）％信頼区間は χ 二乗分布を使用して， 

T

N

T

N

2

)
2

,22(

2

)
2

1,2( 22






 

≦≦  （N：発生件数，T：期間） 

で表される。 

点推定値は，信頼上限及び信頼下限の平均の自由度をもつχ二

乗分布の中央値を用いて， 

T

N

2

)5.0,12(2 



  

で表される。なお，NUREG/CR-4407 においても，点推定値の算

出に信頼上限及び信頼下限の平均の自由度をもつ χ 二乗分布の

中央値を用いている。 

以上より，発生件数がポアソン分布に従う場合，0 件（N＝0）

である場合における発生率 Fは， 

TT
F

2275.0

2

)5.0,1(2




 

により算出される。 

 

【解 説】 

(1) 確率分布 

① 二項分布 

離散型確率変数 x の確率関数が次の式で表される分布を

二項分布という。 
xnx

xn
ppCxp  )1()(  （x＝0，1，2，…n） 

これは，確率 p をもつ事象が n 回の観察で x 回発生する

確率を表している。 

 

 

 

・条件の相違 

【東海第二】 

島根 2号炉は，χ 二乗

分布を用いていない 
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② ポアソン分布 

離散型確率変数 x の確率関数が次の式で表される分布を

ポアソン分布という。 

!
)(

x

me
xp

xm 




 （x＝0，1，2，…n，mは正の定数） 

これは，単位時間中にある事象が発生する平均回数を m

とするとき，単位時間中にその事象が x 回発生する確率を

表している。 

この分布は，非常に多くの観察回数のうち発生件数が少

ない事象によく当てはまり，二項分布の平均値 m＝np を一

定のままで観察回数 n を無限に大きくしたときの極限とし

て導かれる。 

なお，変数 X１，…，Xｎが平均値λのポアソン分布に従っ

ており，それらが独立であるとき，その和 Y＝X１＋…＋Xｎ

は，平均値 nλ のポアソン分布に従い，これをポアソン分

布の再生性という。 

③ ガンマ分布 

確率変数 x の確率密度分布が次の式で与えられる分布を

パラメータ α，β の χ二乗分布という。 

)(
)(

1

 









x

ex
xf

 （ 0,0,0   　　x ） 

ここで， )( はガンマ関数であり， 





0

1)( dxex x  

で表される。 

④ χ二乗分布 

確率変数 x の確率密度分布が次の式で与えられる分布を

自由度 mの χ 二乗分布という。 

2
1

2

2 )
2

(2

1
)(

xm

m
ex

m
xf






 （ 0≧x ） 

これは，α＝m／2，β＝2の γ 分布の確率密度分布であ

る。 
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(2) 区間推定 

真の値がある区間に含まれる確率のことを信頼度といい，

その区間の下限値を信頼下限，上限値を信頼上限という。こ

のある区間に含まれる確率を 1－αとするとき，信頼度 100(1

－α)％の信頼区間という。また，この α のことを有意水準

という。 

 

(3) 精密法によるポアソン分布の母平均 λ の区間推定 

確率変数 Xが母平均 λのポアソン分布に従うとき，上側確

率は以下のとおり表される。 









xk

k

k

e
xQxXP

!
)()(






；≧  

一方，パラメータα，βのガンマ分布 GAM(α,β)に従う確

率変数を Gとすると， 

dx
ex

FGP

x

G  












0

1

)(
),()( ；≦

 

ここで， 

)( 







x

e
u

， dxxdv 1 

 

とおくと， 

dx
e

du

x

)(1  












，



xv

1
  

であるから，部分積分を用いて， 

 
















 




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の関係が得られる。 

また，ガンマ分布でα＝m／2，β＝2 のとき，GAM(α,β)

は自由度 mの χ 二乗分布になることに注目すると， 
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2λ までの累積確率で表される。 
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となる。 

以上より，ポアソン分布の平均値λの(1－α)×100％信頼

区間は， 
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で表される。（出典：蓑谷千凰彦，「数理統計ハンドブック」，

みみずく舎，2009 年） 
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別紙 7.16 参考 3 

 

NUREG/CR-4407 の概要について 

 

NUREG ／ CR-4407”Pipe Break Frequency Estimation for 

Nuclear Power Plants”は，確率論的リスク評価で使用する安全

上重要な配管の破損頻度をデータの収集及び統計的な分析により

推定することを目的として実施された研究の成果をまとめた報告

書である。 

本報告書では，破損が発生していないカテゴリの配管破損の発

生頻度の点推定値について以下の式を用いて整理している。 

TT
F

2275.0

2

)5.0,1(2




 

 

なお，本報告書では配管破損の発生頻度の点推定値に対してχ

二乗分布を用いた方法を採用しているが，航空機落下事故につい

ても配管破損と同様に発生頻度が小さい事象であり，ポアソン分

布に従うことから，航空機落下事故の発生頻度の点推定値に対し

てχ二乗分布を用いた方法を採用することは可能であると考えら

れる。 

 

 

 

 

・条件の相違 

【東海第二】 

島根 2号炉は，χ 二乗

分布を用いていない 
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添付資料－8 

ばい煙及び有毒ガスの影響評価について 

添付資料-8 

ばい煙及び有毒ガスの影響について 

添付資料-8 

ばい煙及び有毒ガスの影響評価について 
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1. はじめに

外部火災により発生するばい煙及び有毒ガスについては，火

災による上昇気流により上空に運ばれ，発電所近傍に滞留する

ことはない。そのため，ばい煙及び有毒ガスが，換気空調系の

外気取入口から建屋内に進入する可能性は低いと考える。万

一，高濃度のばい煙及び有毒ガスが建屋内に進入することを想

定し，以下のとおり評価を行った。 

2. 評価対象

ばい煙の影響が想定される施設として，設備内にばい煙を含

んだ外気を取り込む可能性のある機器，煙や埃に対して脆弱な

設備，建屋外部に開口部を有する設備について影響評価を実施

する。また，建屋内にばい煙及び有毒ガスを含んだ外気が取り

込まれた場合の居住性の観点から評価を実施する。評価対象は

以下のとおり。 

第 2-1 表 評価対象 

なお，原子炉補機冷却海水ポンプ電動機は，タービン建屋内

に配置しており，直接ばい煙を取り込むことはなく影響はな

い。また，非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ電動機は，

屋外に設置しているが，電動機内部に直接外気を取り込まない

全閉外扇構造の冷却方式であり，外気を直接電動機内部に取り

込まない構造であることから影響はない(第 2-1 図)。 

1. 目 的 

  外部火災で発生するばい煙及び有毒ガスは，火炎により発生

する上昇気流によって上空に運ばれるため，ばい煙及び有毒ガ

スが防護対象設備の周辺に滞留する可能性は低いと考えられる

が，保守的にばい煙及び有毒ガスが設備並びに居住性に与える

影響について，評価を実施する。 

2. 評価対象

評価ガイドでは，ばい煙による安全上重要な設備に対する影

響として，燃焼生成物の換気又は空気供給系からの侵入による

電気故障，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機含む）の故障，有毒ガスによる影響等が挙げられ

ている。 

  ばい煙の影響が想定される設備として，「外気を直接設備内に

取り込む機器」，「外気を取り込む空調系統（室内の空気を取り

込む機器を含む。）」及び「屋外設置機器」について評価を実

施する。また，建屋内にばい煙及び有毒ガスを含んだ外気が取

り込まれた場合の居住性の観点から評価を実施する。評価対象

設備を第 2-1 表に，評価対象設備抽出フロー図を第 2-1 図に示

す。 

第 2-1 表 ばい煙による評価対象設備 

1. はじめに

外部火災により発生するばい煙及び有毒ガスについては，火

災による上昇気流により上空に運ばれ，発電所近傍に滞留する

ことはない。そのため，ばい煙及び有毒ガスが，換気空調設備

の外気取入口から建物内に侵入する可能性は小さいと考える。

万一，高濃度のばい煙及び有毒ガスが建物内に侵入することを

想定し，以下のとおり評価を行った。 

2. 評価対象

ばい煙の影響が想定される施設として，設備内にばい煙を含

んだ外気を取り込む可能性のある機器，煙や埃に対して脆弱な

設備，建物外部に開口部を有する設備について影響評価を実施

する。また，建物内にばい煙及び有毒ガスを含んだ外気が吸い

込まれた場合の居住性の観点から評価を実施する。評価対象は

以下のとおり。 

第 2-1 表 評価対象 

なお，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水

ポンプは，屋外に設置しているが，電動機内部に直接外気を取

り込まない全閉外扇形構造の冷却方式であり，外気を直接電動

機内部に取り込まない構造であることから影響はない。（第 2-1

図） 
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第 2-1 図 非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ電動機外形

図 

3. 評価結果

3.1換気空調系で給気されるエリアの設置機器 

外気を取り入れている空調系統として，原子炉建屋，ディ

ーゼル発電機電気品区域，中央制御室，コントロール建屋計

測制御電源盤区域，海水熱交換器区域の換気空調系がある

（第 3.2-1(a)(b)(c)図）。 

これらの換気空調系の外気取入経路には，バグフィルタ

（粒径約 2μm に対して80%以上を捕獲する性能）を設置し

ているため，ばい煙が外気取入口に到達した場合であって

も，一定以上の粒径のばい煙はバグフィルタにより進入を阻

止できる。 

上記系統のうち，外気取入ダンパを設置し再循環運転が可

能である中央制御室換気空調系については，ばい煙の進入が

想定される場合には，外気取入ダンパを閉止し，再循環運転

を行うことにより，ばい煙の進入を阻止できる。それ以外の 

換気空調系については，空調ファンを停止することでばい煙

の進入を阻止できる。 

第 2-1 図 機器への影響評価を行う評価対象設備抽出フロー図 

3. 評価結果

3.1 外気を直接設備内に取り込む機器 

第2-1図 原子炉補機海水ポンプ電動機の冷却方式図 

3. 評価結果

3.1 換気空調設備で給気されるエリアの設置機器 

外気を取り入れている空調系統として，原子炉建物付属棟空

調換気系，中央制御室換気系がある。 

これらの換気空調設備の外気取入経路には，バグフィルタ

（粒径２μm に対して 80%以上を捕獲する性能）を設置してい

るため，ばい煙が外気取入口に到達した場合であっても，一定

以上の粒径のばい煙はバグフィルタにより侵入を阻止できる。 

上記系統のうち，給気隔離弁及び排気隔離弁を設置し系統隔

離運転モードへの切替えが可能である中央制御室換気系につ

いては，ばい煙の侵入が想定される場合には，給気隔離弁及び

排気隔離弁を閉止し，系統隔離運転モードへの切替えを行うこ

とにより，ばい煙の侵入を阻止できる。 

それ以外の換気空調設備については，空調ファンを停止する

ことでばい煙の侵入を阻止できる。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

外気を取り入れてい

る系統の相違 
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＜非常用ディーゼル発電機＞ 

非常用ディーゼル発電設備は，換気空調系で給気されるエ

リアに設置していることから，空調ファンを停止することで

ばい煙の進入を阻止できる。 

バグフィルタ（粒径約 2μm に対して80%以上を捕獲する

性能）の入口と出口間の差圧を検知できる差圧感知計を監視

し，差圧が上昇しバグフィルタが目詰まりした場合はバグフ

ィルタの交換が可能である。 

なお，非常用ディーゼル機関は吸気系統から外気を取り入

れているため，機関内にばい煙が流入し，機関燃焼を阻止す

ることが考えられるが，ディーゼル機関への外気取入経路に

はバグフィルタを設置していることから，一定以上の粒径の

ばい煙粒子が捕獲され，バグフィルタにより捕集されなかっ

たばい煙粒子が機関内へ送気される。バグフィルタでは，粒

径が数μm 程度の粒子が捕集され，それ以下のばい煙が機関

内に送気されるが，シリンダまでの通気流路（過給機，空気

冷却器等）の隙間より小さいことから閉塞に至ることはない

（第 3.2-2 図）。また，通常運転においても燃料油（軽油）

の燃焼に伴うばい煙が発生していることから，機関に損傷を

与えることや運転機能を阻害することはない。 

  非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）の吸気系統は，非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口を介して吸気し

ている。 

  非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）吸気口のフィルタ（粒径 5μm以上において約 56％

捕獲）で粒径の大きいばい煙粒子は捕獲される。 

  非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）吸気口のフィルタを通過したばい煙（数μm～10

数μm）が過給機，空気冷却器に侵入するが，それぞれの機器の

間隙は，ばい煙に比べて十分大きく，閉塞に至ることはない。 

シリンダ／ピストン間隙まで到達したばい煙（数μm～10 数

μm）は，当該間隙内において摩擦発生が懸念されるが，ばい煙

粒子の主成分は炭素であり，シリンダ／ピストンより軟らかい

ため，ばい煙粒子による摩擦が発生することはないと判断され

る。 

  また，通常運転時はシリンダ内には燃料油（軽油）の燃焼に

伴うばい煙が発生しているが，定期的な点検において，ばい煙

によるシリンダへの不具合は認められない。 

  以上のことから，外部火災で発生するばい煙が，非常用ディ

ーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

の機能に影響を与えることはないと判断した。 

  非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）吸気系統概略図を第 3.1-1 図に，系統構造図を第

3.1-2 図に示す。 

第 3.1-1 図 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機を含む。）吸気系統概略図 

＜非常用ディーゼル発電機＞ 

非常用ディーゼル発電機は，換気空調設備で給気されるエ

リアに設置していることから，空調ファンを停止することで

ばい煙の侵入を阻止できる。 

フィルタ（粒径１μm～５μmに対して80%以上を捕獲する性

能）の入口と出口間の差圧を検知できる差圧感知計を監視し，

差圧が上昇しフィルタが目詰まりした場合はフィルタの交換

が可能である。 

なお，非常用ディーゼル機関は吸気系統から外気を取り入

れているため，機関内にばい煙が流入し，機関燃焼を阻止す

ることが考えられるが，ディーゼル機関への外気取入経路に

はフィルタを設置していることから，一定以上の粒径のばい

煙粒子が捕獲され，フィルタにより捕集されなかったばい煙

粒子が機関内へ送気される。フィルタでは，粒径が数μm程度

の粒子が捕集され，それ以下のばい煙が機関内に送気される

が，シリンダまでの通気流路（過給機，空気冷却器等）の隙

間より小さいことから閉塞に至ることはない。また，通常運

転においても燃料油（軽油）の燃焼に伴うばい煙が発生して

いることから，機関に損傷を与えることや運転機能を阻害す

ることはない。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

フィルタ仕様の相違
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第 3.1-2 図 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機を含む。）吸気系統構造図 

3.2 外気を取り込む空調系統 

3.2.1 換気空調設備 

(1) 中央制御室換気系，電気室換気系及び原子炉建屋換気系

これらの系統の給気用のファン入口にはフィルタが設置さ

れている。 

フィルタは捕集率 80％以上（ＪＩＳ Ｚ 8901 試験用紛体

11 種 粒径約 2μm）の性能を有しているため，外部火災で発

生する粒径が一定以上のばい煙は，このフィルタにより侵入

を阻止可能である。また，ばい煙によるフィルタの閉塞につ
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いては，フィルタ出入口差圧又は排気ファン出口流量を監視

することで検知可能である。 

中央制御室換気系については，隔離弁を閉止し，閉回路循

環運転を行うことにより，ばい煙等の侵入を阻止可能である。 

中央制御室換気系の系統概略図を第 3.2-1 図に，原子炉建

屋換気系の系統概略図を第 3.2-2 図に，電気室換気系の系統

概略図を第 3.2-3 図に示す。 

第 3.2-1 図 中央制御室換気系の系統概略図 
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第 3.2-2 図 原子炉建屋換気系の系統概略図 

第 3.2-3 図 電気室換気系の系統概略図 
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＜安全保護系＞ 

安全保護系設備は，現場盤が非常用電気品室，安全保護系

盤が中央制御室に設置してある。非常用電気品室への外気取

入経路にはバグフィルタ（粒径約2μmに対して 80%以上を捕

獲する性能）を設置していることから，一定以上の粒径のば

い煙については進入を阻止することが可能である。バグフィ

ルタにより捕集しきれなかったばい煙が非常用電気品室に

進入した場合においても，空調ファンを停止することでばい

煙の進入を阻止することが可能である。また，中央制御室へ

の外気取入経路にはバグフィルタを設置していることから，

一定以上の粒径のばい煙については進入を阻止することが

可能である。バグフィルタにより捕集しきれなかったばい煙

が中央制御室内に進入する可能性がある場合，及び中央制御

室内においてばい煙が流入したことを煙や異臭で確認した

場合等は，当直長の指示により，非常時モードへ切り替える

ことにより，隔離が可能であり安全保護系設備に影響はない

(2) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）室換気系 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）室換気系は，外気取入口にフィルタが設置さ

れていないため，適切なフィルタを設置する方針である。非

常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）室換気系の系統概略図を第 3.2-4 図に示す。 

第 3.2-4 図 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機を含む。）室換気系の系統概略図 

3.2.2 計測制御設備（安全保護系） 

計測制御設備（安全保護系）は，原子炉建屋，電気室及び

中央制御室に設置してある。原子炉建屋，電気室及び中央制

御室へ外気を取り入れる換気空調設備の外気取入口には，フ

ィルタを設置することにより，粒径 2μm以上のばい煙粒子に

ついては侵入を阻止することが可能である。フィルタにより

侵入を阻止できなかったばい煙が原子炉建屋又は電気室内に

侵入した場合においても，空調ファンを停止することでばい

煙の侵入を阻止することが可能である。また，ばい煙が中央

制御室内に侵入した場合においては，外気取入ダンパを閉止

し，閉回路循環運転を行うことでばい煙の侵入を阻止するこ

とが可能である。 

＜安全保護系＞ 

安全保護系盤は，原子炉建物付属棟空調換気系，中央制御

室換気系で給気されるエリアに設置してある。外気取入口に

はバグフィルタ（粒径２μmに対して80%以上を捕獲する性能）

を設置していることから,一定以上の粒径のばい煙について

は，侵入を阻止することが可能である。バグフィルタにより

捕集しきれなかったばい煙が侵入した場合においても，空調

ファンを停止することでばい煙の侵入を阻止することが可能

である。また，バグフィルタにより捕集しきれなかったばい

煙が中央制御室内に侵入する可能性がある場合，及び中央制

御室内においてばい煙が侵入したことを煙や異臭で確認した

場合等は，当直長の指示により，系統隔離運転モードへ切り

替えることにより，隔離が可能であり安全保護系設備に影響

はない。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

フィルタ仕様の相違
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（第 3.2-3 図，第 3.2-4(a)(b)図）。 

なお，中央制御室に侵入する可能性のあるばい煙の粒径

は，おおむね2μm以下の細かな粒子であると推定されるが，

計測制御系の盤等において，数μm 程度の線間距離となるの

は，集積回路（IC 等）の内部であり，これらの部品はモー

ルド（樹脂）で保護されているため，ばい煙が侵入すること

はない。また，端子台等の充電部が露出している箇所につい

ては，端子間の距離は数 mm あることから，ばい煙が付着し

ても，直ちに短絡等を発生させることはない。したがって，

万が一，細かな粒子のばい煙が盤内に侵入した場合において

も，ばい煙の付着等により短絡等を発生させる可能性はな

い。 

3.2建屋外部に開口部を有する設備 

屋外部に開口部を有する設備として，非常用ディーゼル発

電機の排気口があるが，仮にばい煙が配管等の内部に侵入し

た場合においても，その動作時には侵入したばい煙は吹き出

されることから，その機能に影響を及ぼすことはない。（第

3.2-5 図）なお，主排気筒も同様にばい煙が配管等の内部に

侵入した場合においても，その動作時には侵入したばい煙は

吹き出されることから，その機能に影響を及ぼすことはな

い。 

なお，中央制御室に侵入する可能性のあるばい煙の粒径は，

おおむね 2μm以下の細かな粒子であると推定されるが，計測

制御設備（安全保護系）の盤において，数 μm 程度の線間距

離となるのは，集積回廊（ＩＣ等）の内部であり，これらの

部品はモール（樹脂）で保護されているため，ばい煙が侵入

することはない。また，端子第等の充電部が露出している箇

所については，端子間の距離は数 mm あることから，ばい煙が

付着しても，直ちに短絡等を発生させることはない。したが

って、万が一，細かな粒子のばい煙が盤内に侵入した場合に

おいても，ばい煙の付着等により短絡等を発生させる可能性

はない。 

3.3 外気を取り込む屋外設置機器 

(1) 残留熱除去系海水系ポンプ

残留熱除去系海水系ポンプ電動機は，全閉防まつ型屋外形

構造であり，下部に設置した外扇で外気を空気冷却器冷却管

内に直接取り込み，冷却管壁で電動機内部空気と熱交換する

ことで冷却を行う構造であり，冷却管内を通った空気は全て

排気口に導かれるため，外気が電動機内部に侵入することは

ない。 

空気冷却器冷却管の内径は約 26mm であり，ばい煙の粒径は

これに比べて十分小さいことから，閉塞することはない。 

電動機端子箱は，端子箱内部と外部（大気）に圧力差がな

く，端子箱蓋はパッキンでシールされているため，ばい煙の

侵入による短絡は発生しない。 

電動機の構造を第 3.3-1 図に示す。 

なお，中央制御室に侵入する可能性があるばい煙の粒径は，

おおむね２μm以下の細かな粒子であると推定されるが，計測

制御系の盤等において，数μｍ程度の線間距離となるのは，

集積回路（IC等）の内部であり，これらの部品はモールド（樹

脂）で保護されているため，ばい煙が侵入することはない。

また，端子台等の充電部が露出している箇所については，端

子間の距離は数ｍｍであることから，ばい煙が付着しても，

直ちに短絡等を発生させることはない。したがって，万が一，

細かな粒子のばい煙が盤内に侵入した場合においても，ばい

煙の付着等により短絡等を発生させる可能性はない。 

3.2 建物外部に開口部を有する設備 

建物外部に開口部を有する設備として，非常用ディーゼル発

電機の排気口があるが，仮にばい煙が配管等の内部に侵入した

場合においても，その動作時には，侵入したばい煙は吹き出さ

れることから，その機能に影響を及ぼすことはない。（第 3.2-6

図）なお，排気筒も同様にばい煙が配管等の内部に侵入した場

合においても，その動作時には侵入したばい煙は吹き出される

ことから，その機能に影響を及ぼすことはない。 

2379



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 3.3-1 図 残留熱除去系海水系ポンプ電動機 構造図 

(2) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）用海水ポンプ 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）用海水ポンプ電動機は，外扇から吸引した外

気をファンカバーから下向きに本体放熱フィンに沿って流

し，電動機本体を冷却する構造であり，外気が電動機内部に

侵入することはない。 

また，冷却流路出口幅は約 28mm であり，ばい煙の粒径はこ

れに比べて十分小さいことから，閉塞することはない。 

電動機端子箱は，端子箱内部と外部（大気）に圧力差がな

く，端子箱蓋はパッキンでシールされているため，ばい煙の

侵入による短絡は発生しない。 

電動機の構造を第 3.3-2 図に示す。 

第 3.3-2 図 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ電動機 構造図 
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第 3.2-1(a)図 原子炉建屋換気空調系 

第 3.2-1(b)図 コントロール建屋換気空調系

第 3.2-1(c)図 タービン建屋換気空調系

第3.2-1(a)図 原子炉建物付属棟空調換気系 

第3.2-1(b)図 中央制御室換気系 

第3.2-2図 換気空調設備外気取入状況 
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第 3.2-2 図 ディーゼル機関吸気系統概略図 

第3.2-3図 非常用ディーゼル機関の吸気系統構造図 
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第 3.2-3 図 中央制御室外火災発生に伴う中央制御室隔離 

手順概要フロー 第 3.2-4 図 中央制御室外火災発生に伴う中央制御室隔離 

手順概要フロー 
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第 3.2-4(a)図 通常モードの状態（中央制御室） 

第 3.2-4(b)図 非常時モードの状態（中央制御室） 

第 3.2-5 図 非常用ディーゼル発電機排気口外形図 

第 3.2-5(a)図 通常モードの状態（中央制御室） 

第 3.2-5(b)図 系統隔離運転モード（中央制御室） 

第 3.2-6 図 非常用ディーゼル発電機排気口外形図 
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3.3居住性への影響 

中央制御室換気空調系は，外気を遮断し，再循環させる非

常時モードに切り替えることができる。外気との遮断が長期

にわたり室内の空気が悪くなった場合は，外気取入モードに

切り換え，外気を取り入れることができる。また，外気から

の空気取り込みを一時的に停止した場合に，活動に支障のな

い酸素濃度の範囲にあることを正確に把握するため，酸素濃

度計を配備する。 

外気取入遮断時の中央制御室内に滞在する運転員の操作

環境の悪化防止のため，酸素濃度及び炭酸ガス濃度について

評価を行い，中央制御室の居住性に影響がないことを確認す

る。 

また，発電所敷地内で多量の油を内蔵する施設及び中央制

御室外気取入口までの距離が近い設備（軽油タンク，主変圧

器，原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置入力変圧

器）からの火災，及び航空機墜落による火災を想定し，中央

制御室内に進入する有毒物質（CO,CO2,SO2,NO2）の最大濃度

を判断基準(IDLH※)と比較することで，有毒ガスに対する評

価を実施し，中央制御室の居住性に影響がないことを確認す

る。 

※：30 分暴露によって生命及び健康に対する即時の危険な

影響を与える濃度限度 値であり，脱出を妨げる目や呼

吸器への刺激の予防も考慮されている 

3.3.1 中央制御室内の二酸化炭素，酸素濃度の評価 

外部火災時の 6 号及び 7 号炉中央制御室の居住性の評

価として，外気取入遮断時の中央制御室内に滞在する運転員

の作業環境の劣化防止のため，二酸化炭素濃度及び酸素濃度

について評価を行う。なお，中央制御室内には，燃焼による

二酸化炭素の排出や酸素を消費する機器はなく，非常用ディ

ーゼル発電機の火災時に消火設備より二酸化炭素が放出さ

3.4 中央制御室の居住性評価 

  「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規

則の解釈」第 38 条第 13項に規定する「原子炉制御室外の火災

等により発生した有毒ガスに対する換気設備の隔離その他の適

切な防護措置」として，中央制御室換気系は外気の取入れを遮

断することができる。 

  中央制御室換気系の外気取入を遮断することで，運転員の作

業環境に影響を及ぼさないことを確認するため，酸素濃度及び

炭酸ガス濃度について評価した。 

  また，発電所敷地内で多量の油を内蔵する施設及び中央制御

室給気口までの距離が近い設備（主要変圧器）からの火災を想

定し，中央制御室内に侵入する有毒物質（ＣＯ,ＣＯ２,ＳＯ２,

ＮＯ２）の最大濃度を判断基準である Immediately Dangerous to 

Life or Health※（以下「ＩＤＬＨ」という。）と比較すること

で，有毒ガスに対する評価を実施し，中央制御室の運転員に影

響を及ぼさないことを評価した。 

※ 30分曝露によって生命及び健康に対する即時の危険な影響を

与える濃度限界値であり，脱出を妨げる目や呼吸器への刺激の予

防も考慮されている。 

3.3 居住性への影響 

中央制御室換気系は，外気を遮断し，再循環させる系統隔離

運転モードに切り替えることができる。外気との遮断が長期に

わたり室内の空気が悪くなった場合は，外気取入モードに切り

替え，外気を取り入れることができる。また，外気からの空気

取り込みを一時的に停止した場合に，活動に支障のない酸素濃

度の範囲にあることを正確に把握するため，酸素濃度計を配備

する。 

外気取入遮断時の中央制御室に滞在する運転員の操作環境

の悪化防止のため，酸素濃度及び炭酸ガス濃度について評価を

行い，中央制御室の居住性に影響がないことを確認する。 

また，発電所敷地内で多量の油を内蔵する施設及び中央制御

室外気取入口までの距離が近い設備（主変圧器）からの火災，

及び航空機墜落による火災を想定し，中央制御室内に侵入する

有毒ガス（CO，CO2，SO2，NO2）の最大濃度を判断基準（IDLH※）

と比較することで，有毒ガスに対する評価を実施し，中央制御

室の居住性に影響が無いことを確認する。 

※：30 分暴露によって生命及び健康に対する即時の危険な

影響を与える濃度限度値であり，脱出を妨げる目や呼吸

器への刺激の予防も考慮されている。 

3.3.1 中央制御室内の二酸化炭素，酸素濃度の評価 

外部火災時の島根２号炉中央制御室の居住性の評価とし

て，外気取入遮断時の中央制御室内に滞在する運転員の作業

環境の劣化防止のため，二酸化炭素濃度及び酸素濃度につい

て評価を行う。なお，中央制御室内には，燃焼による二酸化

炭素の排出や酸素を消費する機器はなく，非常用ディーゼル

発電機の火災時に消火設備よりハロン 1301 が放出されるこ
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れたとしても，中央制御室換気空調系との系統分離及び給・

排気口の位置的分散が図られており，中央制御室内に二酸化

炭素が取り込まれることはないことから，在室人員の呼吸の

みを想定し評価を行う。 

(1)二酸化炭素濃度評価

以下のとおり二酸化炭素濃度について評価する。

a. 評価条件

在室人員 20 人※1

中央制御室バウンダリ内体積 14640[m3] ※2

外気流入はないものとして評価する。

初期二酸化炭素濃度 0.03[%]

（「原子力発電所中央制御室運転員の事故時被ばくに関

する規程（JEAC4622-2009）」） 

許容二酸化炭素濃度 0.5[%] 

（事務所衛生基準規則（昭和47年労働省令第43号，最

終改正平成16年3月30日厚生労働省令第 70 号）） 

呼吸による排出する二酸化炭素濃度 0.046[m3/h/人] 

（「原子力発電所中央制御室運転員の事故時被ばくに関

する規程（JEAC4622-2009）」） 

評価期間は，各火災の燃焼継続時間を考慮し24 時間※3

とする。 

※1：6 号及び 7 号炉の運転員(18 人)に余裕を持っ

て 20 人とする。 

※2：保守的に 6 号炉中央制御室（熱負荷集計表記載

値：7320[m3]）を2倍した値とする。 

※3：外部火災影響評価にて長期間の影響をもたらす，

航空機墜落による火災と軽油タンク火災の重畳を考

慮すると，約 23.2 時間が火災の継続時間となるこ

とから，24 時間で評価を実施する。 

b. 評価結果

外気遮断期間 t[hour]での二酸化炭素濃度 C[%]

C =（M×N×t)／V×100＋C0

M：呼吸による排出する二酸化炭素濃度 0.046[m3/h/人]

(2) 炭酸ガス濃度

中央制御室閉回路循環運転時の中央制御室内の炭酸ガス濃

度について評価した。 

  ａ．評価条件 

・在室人員 11 人(運転員 7人に余裕を持たせた人数)

・中央制御室バウンダリ内体積 2,700m３

・初期炭酸ガス濃度 0.03％

・評価結果が保守的になるよう空気流入は無いものとして

評価する。

・1人あたりの炭酸ガス吐出量は，事故時の運転操作を想定

し，中等作業での吐出量※１を適用して，0.046m３／hrと

する。

・許容炭酸ガス濃度 1.0％未満※２

※１ 空気調和・衛生工学便覧 第14版 3空気調和設備

編 

※２ 鉱山保安法施行規則

  ｂ．評価結果 

とから，中央制御室内に二酸化炭素が取り込まれることはな

いため，在室人員の呼吸のみを想定し評価を行う。 

(1) 二酸化炭素濃度評価

以下のとおり二酸化炭素濃度について評価する。

ａ.評価条件 

・在室人員 10 人※１

・中央制御室バウンダリ内体積 17,000[m3]

・外気流入はないものとして評価する。

・初期炭酸ガス濃度 0.03[%]

（空気調和・衛生工学便覧）

・許容炭酸ガス濃度 1.0[%]

（鉱山保安法施行規則）

・呼吸により排出する二酸化炭素濃度 0.030[m3/h/人]

（空気調和・衛生工学便覧の軽作業の作業程度の吐出

し量） 

・評価期間は，各火災の燃焼継続時間を考慮し18時間※２

とする。

※１：当直長（1人），当直副長（1人），2号炉の

運転員（5人），1号炉の運転員（2人）の計

9人に余裕を持って 10人とする。 

※２：外部火災影響評価にて中央制御室近傍で長時

間の影響をもたらす，変圧器火災を考慮し，

火災の継続時間を 18 時間として評価を実施

する。 

b．評価結果 

・外気遮断期間 t[hour]での二酸化炭素濃度 C[%]

C=(M×N×t)/V×100+C0 

M：呼吸による排出する二酸化炭素濃度 

・条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の相違による影

響評価対象施設，入力デ

ータの相違 

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

限られた環境下（鉱山

内）における労働環境を

規定する「鉱山保安法施

行規則」を適用 
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N：在室人員 20[人] 

V：中央制御室バウンダリ内体積 14640[m3] 

C0：初期炭酸ガス濃度 0.03[%] 

上記評価条件から求めた二酸化炭素濃度は，以下のとおりであ

り，30時間程度外気取入れを遮断したままでも，運転員の作業環

境に影響を与えない。 

第 3.3.1-1 表 二酸化炭素濃度の時間変化 

(2) 酸素濃度評価

以下のとおり酸素濃度について評価する。 

a. 評価条件

在室人員 20 人

中央制御室バウンダリ内体積 14640[m3]

外気流入はないものとして評価する。

初期酸素濃度 20.95％

（「空気調和・衛生工学便覧」の成人の呼吸気・肺胞

気の組成の値を使用） 

酸素消費量 1.25ℓ／min／人 

（「空気調和・衛生工学便覧」の作業強度分類の中

くらいの作業強度に対する酸素消費量の中央値

を使用） 

評価条件から求めた炭酸ガス濃度は，第 3.4-2 表，第

3.4-2 図のとおりであり，外気取入を遮断しても約 52時間

まで中央制御室内に滞在可能である。 

敷地内で発生する火災の最長燃焼継続時間（主要変圧器

約 7 時間）に対して，余裕があり運転員の作業環境に影響

を及ぼすことはない。 

第 3.4-2 表 中央制御室換気系閉回路循環運転時の炭酸ガス濃度 

第 3.4-2 図 中央制御室換気系閉回路循環運転時の炭酸ガス濃度 

(1) 酸素濃度

中央制御室換気系閉回路循環運転時の中央制御室内の酸素

濃度について評価した。 

  ａ．評価条件 

・在室人員 11 人(運転員 7人に余裕を持たせた人数)

・中央制御室バウンダリ内体積 2,700m３

・初期酸素濃度 20.95％※１

・評価結果が保守的になるよう空気流入は無いものとして

評価する。 

・1人あたりの呼吸量は事故時の運転操作を想定し，歩行

時の呼吸量※１を適用して，24L／min とする。

・1人あたりの酸素消費量は，成人吸気酸素濃度※１

（20.95％），成人呼気酸素濃度※２（16.40％）から 1.092L

／min とする。 

 0.030[m3/h/人] 

N：在室人数 10[人] 

V：中央制御室バウンダリ体積 17,000[m3] 

C0：初期炭酸ガス濃度 0.03[%] 

上記評価条件から求めた二酸化炭素濃度は，以下のとおりであ

り，18 時間外気取入れを遮断したままでも，運転員の作業環境に

影響を与えない。 

第 3.3.1-1 表 二酸化炭素濃度の時間変化 

(2) 酸素濃度評価

以下のとおり酸素濃度について評価する。

ａ．評価条件 

・在室人員 10 人

・中央制御室バウンダリ内体積 17,000[m3]

・外気流入はないものとして評価する。

・初期酸素濃度 20.95[%]

（空気調和・衛生工学便覧）

・酸素消費量 1.092[L/min]

（空気調和・衛生工学便覧）

・条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の相違による影

響評価対象施設，入力デ

ータの相違 
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許容酸素濃度 18％以上 

（酸素欠乏症等防止規則（昭和 47 年労働省令第 42 

号，最終改正平成 15年 12 月 19 日厚生労働省令

第 175 号）） 

評価期間は，各火災の燃焼継続時間を考慮し 24 

時間とする。 

b. 評価結果

中央制御室の初期酸素量

 3067.08[m3]＝14640[m3]×20.95[%] 

時間後の酸素濃度 20.7[%] 

＝（3067.08[m3]－1.25[ℓ/min/人]× 

10-3[m3/ℓ]×20[人]×60[min/h]× 24[h]）

/14640[m3]×100 

上記評価条件から求めた酸素濃度は，以下のとおり

であり，24 時間程度外気 取入れを遮断したままで

も，運転員の作業環境に影響を与えない。 

第 3.3.1-2 表 酸素濃度の時間変化 

・許容酸素濃度 19.0％以上※３

※１ 空気調和・衛生工学便覧 第 14版 3 空気調和設

備編 

※２ 子機には肺胞から蒸発した水蒸気が加わってお

り，吸気と等容積ではないため，酸素消費量を計

算するには，乾燥空気換算（％）を使用する。 

※３ 鉱山保安法施行規則

ｂ．評価結果 

評価条件から求めた酸素濃度は，第 3.4-1 表，第 3.4-1 図

のとおりであり，外気取入を遮断しても約 73 時間まで中央制

御室内に滞在可能である。 

敷地内で発生する火災の最長燃焼継続時間（主要変圧器約

7 時間）に対して，余裕があり運転員の作業環境に影響を及

ぼすことはない。 

第 3.4-1 表 中央制御室換気系閉回路循環運転時の酸素濃度 

第 3.4-1 図 中央制御室換気系閉回路循環運転時の酸素濃度 

・許容酸素濃度 19[%]

（鉱山保安法施行規則）

・評価期間は，各火災の燃焼継続時間を考慮し 18時間と

する。

ｂ．評価結果 

・中央制御室の初期酸素量

3562.5[m3]=17000[m3]×20.95[%] 

・18 時間後の酸素濃度 20.89[%]

=(3562.5[m3]-1.092[L/min/人]×10-3[m3/L]× 

10[人]×60[min/h]×18[h])/17000[m3]× 

100 

上記評価条件から求めた酸素濃度は，以下のとおりであ

り，18 時間外気取入を遮断したままでも，運転員の作業環

境に影響を与えない。 

第 3.3.1-2 表 酸素濃度の時間変化 

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

限られた環境下（鉱山

内）における労働環境を

規定する「鉱山保安法施

行規則」を適用 
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3.3.2 中央制御室に対する有毒ガス影響評価 

(1) 評価の概要

発電所敷地内で多量の油を内蔵する施設及び中央制

御室外気取入口までの距離が近い設備からの火災，及び

航空機落下位置での火災を想定し，中央制御室内に侵入

する有毒ガスの最大濃度を判断基準と比較することで，

有毒ガスに対する中央制御室居住性の影響評価を実施

する。 

本評価では，石油コンビナートの防災アセスメント指

針での判断基準と同様に，米国国立労働安全衛生研究所

が定める IDLH (Immediately Dangerous to Life or 

Health) を採用する。このIDLH は，30 分暴露によって

生命及び健康に対する即時の危険な影響を与える濃度

限度値であり，脱出を妨げる目や呼吸器への刺激の予防

も考慮されている。 

(2)評価対象物質及び固定設備

発電所敷地内で多量の油を内蔵する施設及び中央制

御室外気取入口までの距離が近い設備として軽油タン

ク及び変圧器等を評価対象とし，第3.3.2-1表に評価対

象施設及び評価対象設備から外気取入口までの距離及

び火災燃焼面積を示す。また，火災によって発生する物

質のうち，IDLH 対象物質である一酸化炭素(CO)， 二酸

化炭素(CO2) 及び二酸化硫黄(SO2)，二酸化窒素(NO2)を

評価対象物質とする。 軽油タンク，変圧器，航空機落

下位置及び外気取入口の位置関係を第 3.3.2-1 図 に

示す。 

(3) 有毒ガス

中央制御室換気系給気口の風上で発生し，給気口を直接臨

むことができる火災源を対象とし，中央制御室換気系給気口

位置における有毒ガス濃度の評価を実施した。 

3.3.2 中央制御室に対する有毒ガス影響評価 

(1) 評価の概要

発電所敷地内で多量の油を内蔵する施設及び中央制御室外

気取入口までの距離が近い施設からの火災を想定し，中央制

御室内に侵入する有毒ガスの最大濃度を判断基準と比較する

ことで，有毒ガスに対する中央制御室居住性の影響評価を実

施する。 

本評価では，石油コンビナートの防災アセスメント指針で

の判断基準と同様に，米国国立労働安全衛生研究所が定める

IDLH（Immediately Dangerous to Life or Health）を採用す

る。この IDLH は，30 分暴露によって生命及び健康に対する

即時の危険な影響を与える濃度限度値であり，脱出を妨げる

目や呼吸器への刺激の予防も考慮されている。 

(2) 評価対象物質及び固定設備

発電所敷地内で多量の油を内蔵する施設及び中央制御室外

気取入口までの距離が近い設備として，航空機及び変圧器を

評価対象とし，第 3.3.2-1 表に評価対象施設，評価対象設備

から外気取入口までの距離及び火災燃焼面積を示す。また，

火災によって発生する物質のうち，IDLH 対象物質である一酸

化炭素（CO），二酸化炭素（CO2），二硫化硫黄（SO2）及び二

酸化窒素（NO2）を評価対象物質とする。変圧器，航空機落下

位置及び外気取入口の位置関係を第 3.3.2-1 図に示す。 

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

設備の相違による影

響評価対象施設，入力デ

ータの相違 
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第 3.3.2-1 表 評価対象施設と外気取入口までの距離及び 

火災面積 

第 3.3.2-1 図 軽油タンク，航空機落下，変圧器及び外気 

取入口の位置関係 

第 3.3.2-1 表 評価対象設備と外気取入口までの距離及び 

火災面積 

第 3.3.2-1 図 航空機落下位置，変圧器及び外気取入口の 

位置関係 

2390



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

(3) 評価方法

火災時の有毒ガスの発生率，外気取入口に有毒ガス

が到達する風速及び大気拡散を考慮し，中央制御室外

気取入口における有毒ガスの最大濃度を評価し，判断

基準である IDLH と比較する。第 3.3.2-2 図に有毒

ガス影響評価フローを示す。 

第 3.3.2-2 図 有毒ガス影響評価フロー 

a. 火災時の有毒ガスの発生率

火災時に発生する有毒ガス発生率は，燃料の元素

組成に基づき，燃料1kg当たりの各有毒ガスの発生

率に燃料消費速度を乗じて算出する。評価対象ガス

の 発生率 QF[Nm
3/s]は，次式を用いて計算する。計

算結果を第 3.3.2-4 表にまとめる。 

QF ＝ QF’×M 

ここで， 

QF’：燃料 1 k g 当たりのガスの発生率[Nm3/kg] 

M ：燃料消費速度 [kg/s] 

ただし，M ＝ ρ×A×V  

V ：液面降下速度[m/s] A ：火災面積[m2]  

ρ：燃料密度[kg/m3] 

  ａ．評価手法 

 火災源から放出された有毒ガスは中央制御室換気系給気

口に向う風によって，風下直線方向に拡散していくものと

して，Briggs の排煙上昇過程式により求めた評価対象ガス

の風速と，有風時プルーム式を用いて，中央制御室換気系

給気口の空気中に含まれる有毒ガス濃度を評価する。評価

手法の概要を第 3.4-3 図に示す。 

(3) 評価方法

火災時の有毒ガスの発生率，外気取入口に有毒ガスが到

達する風速及び大気拡散を考慮し，中央制御室外気取入口

における有毒ガスの最大濃度を評価し，判断基準である

IDLH と比較する。第 3.3.2-2 図に有毒ガス影響評価フロー

を示す。

第 3.3.2-2 図 有毒ガス影響評価フロー 

ａ．火災時の有毒ガスの発生率 

火災時に発生する有毒ガス発生率は，燃料の元素組成に

基づき，燃料 1 ㎏あたりの各有毒ガスの発生率に燃料消費

速度を乗じて算出する。評価対象ガスの発生率 QF[Nm
3/s]

は，次式を用いて計算する。計算結果を第 3.3.2-4 表にま

とめる。 

QF=QF’×M 

ここで， 

QF’：燃料 1 ㎏当たりのガス発生率[Nm3/kg] 

M ：燃料消費速度 [kg/s] 

ただし，M ＝ ρ×A×V  

V ：液面降下速度[m/s]  

A ：火災面積[m2] 

ρ：燃料密度[kg/m3] 
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第 3.3.2-2 表 有毒ガス発生率 

第 3.3.2-3 表 燃料消費速度算出時の入力値 

燃料 1kg 当たりのガスの発生率は，各文献に掲載されて

いる単位重量当たりのガス発生率を単位換算することによ

り求めている。ただし，単位重量当たりのガス発生率は幅を

もった値ではないため，保守性の観点からガス発生率が最大

となる燃料を選定している。 

変圧器の場合，絶縁油は重油及び軽油同様に鉱物油を原料

として精製されていることから，より高いガス発生率となる

軽油の数値を用いている。また，航空機の場合，燃料は JP-8 

を選定し，燃料 1kg 当たりのガス発生率が最大となるよう

にしている。 

第 3.3.2-2 表 有毒ガス発生率 

第 3.3.2-3 表 燃料消費速度算出時の入力値 

燃料１kg当たりのガスの発生率は，各文献に掲載されて

いる単位重量当たりのガス発生率を単位換算することによ

り求めている。ただし，単位重量当たりのガス発生率は幅

をもった値ではないため，保守性の観点からガス発生率が

最大となるよう選定している。 

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

設備の相違による影

響評価対象施設，入力デ

ータの相違 
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第 3.3.2-4 表 評価対象ガスの発生率の計算結果 

b. 外気取入口に有毒ガスが到達する風速

火災によって発生する有毒ガスは燃焼によって高

温となり熱浮力によって上昇する。したがって，以下

の Briggs 式（排煙上昇過程式）を用いて，有毒ガス

発生源と外気取入口との距離と高度差から，外気取入

口に有毒ガスが到達する風速 u[m/s]を求める。風速

と熱浮力の関係を第 3.3.2-2 図に示し，風速の計算

結果を第 3.3.2-6 表にまとめる。 

ここで， 

⊿h：排煙上昇高度[m] ＝ 火災発生源と外気取入口の

高度差  

F：排熱フラックス[m4/s3] ＝ 0.037・QH 

QH ：排出熱量[kcal/s]  

ただし，QH＝q/(ρ/1000)×M 

q：発熱量[kcal/l] ※ 

M：燃料消費速度[kg/s] 

ρ：燃料密度[kg/ｍ3] 

x：離隔距離[m] 

第 3.3.2-4 表 評価対象ガスの発生率の計算結果 

ｂ．外気取入口に有毒ガスが到達する風速 

火災によって発生する有毒ガスは燃焼によって高温とな

り熱浮力によって上昇する。したがって，以下の Briggs 式

（排煙上昇過程式）を用いて，有毒ガス発生源と外気取入

口との距離と高度差から，外気取入口に有毒ガスが到達す

る風速 u[m/s]を求める。風速と熱浮力の関係を第 3.3.2-3

図に示し，風速の計算結果を第 3.3.2-6 表にまとめる。 

（Briggs の排煙上昇過程式） 

ただし，QH=q/（ρ/1000）×M 

q ：発熱量[kcal/L]※ 

M ：燃料消費速度[㎏/s] 

ρ：燃料密度[㎏/m3] 
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※：2005 年度以降適用する標準発熱量の検討結果と

改定値について（経済産業省資源エネルギー庁 

平成 19 年 5 月） 

第 3.3.2-5 表 燃料の発熱量 

第 3.3.2-2 図 風速と熱浮力の関係（イメージ） 

なお，Briggs の排煙上昇過程式の適用条件※は，以下のと

おり。  

ここで， 

x :離隔距離[m]  

x*：浮力の効果が薄れて大気乱流による拡散効果が支

配的になり始める距離[m] 

F:排熱フラックス[m4/s3] 

Δh :排煙上昇高度[m](Δh＜305m) 

火災源ごとに x* を求め，上記条件を満たしている

ことを確認しており，Briggsの排煙上昇過程式を用い

て排煙高さが外気取入口高さと同じになる風速を求

めることは妥当である。 

※：G.A.Briggs,“Plume Rise”,U.S.Atomic Energy 

Commission,1969 

※：2005 年度以降適用する標準発熱量の検討 

結果と改定値について 

（経済産業省資源エネルギー庁 平成 19 年 5月） 

第 3.3.2-5 表 燃料の発熱量 

第 3.3.2-3 図 風速と熱浮力の関係（イメージ） 

なお，Briggs の排煙上昇過程式の適用条件※は以下のと

おり。 

x ≦ x* 

x* = 2.16F 2/5・⊿h 3/5

x：風下距離[m] 

x*：浮力の効果が薄れて大気乱流による拡散効果が支

配的になり始める距離[m] 

F：排熱フラックス[m4/s3] 

⊿h：排煙上昇高度[m]（⊿h＜305m） 

火災源ごとに x*を求め，上記条件を満たしていることを

確認しており，Briggs の排煙上昇過程式を用いて排煙高さ

が外気取入口高さと同じになる風速を求めることは妥当で

ある。 

※：G.A.Briggs, “Plume Rise”,U.S.Atomic Energy 

Commission,1969 
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第 3.3.2-6 表 風速の計算結果 

c. 火災によって発生する有毒ガスの大気拡散

外気取入口に到達する有毒ガスの濃度は，大気拡

散を考慮しガウスプルームモデルの拡散式を用い

て評価する。 

火災地点から放出された有毒ガスは，中央制御室

の外気取入口の方向に向かう風によって，風下直線

方向に拡散していくものとし，先に求めた評価対象

ガスの発生率及び外気取入口に有毒ガスが到達す

る風速と，以下に示すガウスプルームモデルの拡散

式を用いて，外気取入口の空気中に含まれる有毒ガ

スの濃 度を計算する。なお，外気取入口での空気

中の濃度は，下記数式の放出点の高さ H と評価点

の高さ Z において H＝Z＝0，Y＝0 として中心軸上

最大濃度を計算する。計算結果を第 3.3.2-9 表に

まとめる。 

第 3.3.2-6 表 風速の計算結果 

ｃ．火災によって発生する有毒ガスの大気拡散 

外気取入口に到達する有毒ガスの濃度は，大気拡散を考

慮しガウスプルームモデルの拡散式を用いて評価する。 

火災地点から放出された有毒ガスは，中央制御室の外気

取入口の方向に向かう風によって，風下直線方向に拡散し

ていくものとし，先に求めた評価対象ガスの発生率及び外

気取入口に有毒ガスが到達する風速と，以下に示すガウス

プルームモデルの拡散式を用いて，外気取入口の空気中に

含まれる有毒ガスの濃度を計算する。なお，外気取入口で

の空気中の濃度は，下記数式の放出点の高さ H と評価点の

高さ Zにおいて H=Z=0，Y=0 として中心軸上最大濃度を計算

する。計算結果を第 3.3.2-9 表にまとめる。 
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ここで， 

χ(X,Y,Z)：評価点（X,Y,Z）の有毒ガスの濃度[g/m3] 

u：外気取入口に有毒ガスが到達するとした場合の風

速[m/s]  

σY：水平方向の拡散幅[m] 

σZ：鉛直方向の拡散幅[m] 

QF：火災によって発生する有毒ガスの発生率[Nm3/s] 

H：放出源の有効高さ[m] 

ただし，xの単位は km としxが0.2km以遠の場合，

θ0.1，σ1，a1，a2，a3 は以下のとおり。 

第 3.3.2-7 表 大気安定度と入力値（離隔距離が 0.2km 以遠） 

xが0.2km未満の場合は，θ0.1，σ1，a1は以下のとおり。た

だし，a2，a3は0とする。 

第 3.3.2-8 表 大気安定度と入力値（離隔距離が 0.2km 未満） 

大気安定度は，発電用原子炉施設の安全解析に関する気

象指針に記載のとおり， 風速の範囲と日射や夜間の放熱の

大小によって A-G に区分されるものであり，大 気安定度 A 

（有風時プルーム式） 

σY=0.6775θ0.1･（5-logx）･x，σZ=σ1･x
a1+a2logx+a3(logx)2

ただし，xの単位は kmとし，xが 0.2km 以遠の場合， 

θ0.1，σ1，a1，a2，a3は以下のとおり。 

第 3.3.2-7 表 大気安定度と入力値（離隔距離が 0.2km 以遠） 

x が 0.2km 未満の場合，θ0.1，σ1，a1は以下のとおり。

ただし，a2，a3は 0とする。 

第 3.3.2-8 表 大気安定度と入力値（離隔距離が 0.2km 未満） 

大気安定度は，発電用原子炉施設の安全解析に関する気

象指針に記載のとおり，風速の範囲と日射や夜間の放熱の

大小によって A-F に区分されるものであり，大気安定度 A
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が最も拡散しやすく Gが最も拡散しにくい。本評価では，外

気取入口 に有毒ガスが到達するとした場合の風速 u[m/s]

の中で，拡散幅が最小となる（濃度が最大となる）より拡散

しにくい大気安定度を選択する。風速と大気安定度の関係は

以下のとおりであり，本評価では第 3.3.2-10 表に示すとお

り風速は 6[m/s] 以上であることから大気安定は C 又は D 

となり，より拡散しにくい大気安定度 D で評価を行う。 

 

 

第 3.3.2-9 表 拡散幅の計算結果 

 

 

第 3.3.2-10 表  風速，日射量及び放射収支量による大気 

安定度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が最も拡散しやすく F が最も拡散しにくい。本評価では，

外気取入口に有毒ガスが到達するとした場合の風速u[m/s]

の中で，拡散幅が最小となる（濃度が最大となる）より拡

散しにくい大気安定度を選択する。風速と大気安定度の関

係は以下のとおりであり，本評価では第 3.3.2-10 表に示す

とおり風速は６[m/s]以上であることから大気安定度は C

又は D となり，より拡散しにくい大気安定度 D で評価を行

う。 
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第 3.3.2-10 表 風速，日射量及び放射収支量による大気安定度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2397



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

(4) 評価結果

中央制御室外気取入口における有毒ガスの濃度を

第 3.3.2-11表にまとめる。 なお，航空機墜落による

火災と軽油タンク火災の重畳については，重畳の可能

性がある 6 号炉軽油タンクと小型軍用航空機の濃度

を足し合わせることにより求めた。第 3.3.2-11 表よ

り，中央制御室外気取入口における有毒ガスの濃度

は，主変圧器にて火災が発生した場合の CO2 及び 

NO2 を除き，IDLH 以下であることを確認した。 

主変圧器の火災では，CO2 濃度及び NO2 濃度が 

IDLH を超えているが，ここでは，中央制御室外気取

入口における有毒ガスの最大濃度を IDLH と比較す

ることにより評価しており，実際には，中央制御室内

における有毒ガスの濃度は瞬時に上昇せず，その濃度

が徐々に増加する。そこで，中央制御室の居住性に対

する影響について，「原子力発電所中央制御室の居住

性に係る被ばく評価手法（内規）平成21 年 8 月 12 

日 原子力安全・保安院」【解説 7.2】に記載されてい

る中央制御室内の雰囲気中に浮遊する放射性物質量

の時間変化の考え方を参考に，以下の式を用いて，中

央制御室内の有毒ガス濃度が IDLH の濃度に達する

経過時間を評価する。 

第 3.3.2-3 図 中央制御室内の有毒ガス濃度変化（概念図） 

ｄ．評価結果 

中央制御室外気取入口における有毒ガスの濃度を第

3.3.2-11 表にまとめる。第 3.3.2-11 表より，中央制御室

外気取入口における有毒ガスの濃度は，IDLH 以下であるこ

とを確認した。 

・評価の相違

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，評価結果

が満足しなかったため，

追加で詳細な影響評価

を実施 
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ここで， 

c(t)：中央制御室における有毒ガス濃度[ppm] 

ｆ：中央制御室の換気率[l/s] 

ｘ：中央制御室外気取入口における有毒ガス濃度の 

最大値 [ppm] 

ｔ：経過時間[s] 

従って，中央制御室における有毒ガス濃度が 

IDLH に達する経過時間は以下の 式となる。 

ここで， 

TIDLH：IDLH に達する経過時間[s] 

CIDLH：IDLH[ppm] 

上式にて，中央制御室外気取入口の有毒ガスを最大濃

度（CO2 濃度：65,049[ppm]， NO2 濃度：23[ppm]）で

一定とし，中央制御室内の換気率を考慮した有毒ガス濃

度を算出したところ，IDLH に達するまでの経過時間は，

CO2が約114分，NO2が約 244 分であった。 

これに対し，中央制御室に有毒ガスが進入してくる場

合には，中央制御室の外気取り入れを遮断し，再循環さ

せる非常時モードで運転することが可能であり，火災発

生後 15 分程度※で中央制御室への外気取り入れを停止

し，非常時モードへ切り替えることが可能である。 

また，火災（有毒ガス）の発生は，火災報知器（軽油

タンク・主変圧器等），振動や衝撃音（航空機落下），敷

地境界監視用カメラ（森林火災）等により覚知できるこ

また，火災（有毒ガス）の発生は，火災感知器（主変圧

器），振動や衝撃音（航空機落下），敷地境界監視用カメ

ラ（森林火災）等により覚知できることに加え，中央制御
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とに加え，中央制御室外の火災発生に伴い，煙や異臭を

確認した場合の当直長判断による中央制御室隔離手順

が操作手順書に定められており，これらの覚知・判断に

時間を要するものはなく，迅速に対応することが可能で

ある。 

第 3.4-3 図 中央制御室換気系給気口における 

有毒ガス濃度評価手法の概要 

 火災によって発生する有毒ガスの中央制御室換気系給気

口位置での濃度を求め，判断基準であるＩＤＬＨ※１と比較

評価を実施する。 

※１ 30分の曝露によって生命及び健康に対する即時の危

室外の火災発生に伴い，煙や異臭を確認した場合の当直長

判断による中央制御室隔離手順を運転手順書に定めてい

る。火災の覚知・当直長判断・運転操作に時間を要するも

のはなく，15 分程度※で中央制御室換気系を系統隔離運転

モードに切り替えることが可能である。
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険な影響を与える濃度限界値であり，脱出を妨げる目や呼

吸器への刺激の予防も考慮されている。 

評価手順は以下の通り。 

(a) 火災源から発生する有毒ガス発生量Ｑ（Nm３／s）を算

出する。 

(b) 式(2)を用いて，火災源の排煙上昇高度Ｈeが給気口中

央の地表面からの高さと等しくなる風速 uを求める。 

(c) 式(1)を用いて，給気口における有毒ガス濃度を求め

る。なお，ｚ＝高低差，ｙ＝0とする。 

なお，Briggs の排煙上昇過程式の適用条件※２は，以下の

とおりであり，火災源毎に下記条件を満たすことを確認し

た。このため，Briggs の排煙上昇過程式を用いて，排煙高

さが給気口高さと同じになる風速を求めることは妥当であ

る。 

※２ G.A.Briggs，”Plume Rise”，U.S.Atomic Energy

Commission，1969 

ｘ ：離隔距離（m），Ｆ：排熱フラックス（m４／s３） 

ｘ’：浮力の効果が薄れて大気気流による拡散効果が支配

的になり始める距離（m） 

Δh ：排煙上昇高度（m）（Δh＜305m） 

  ｂ．評価データ 

(a) 評価対象となる給気口及び火災源との距離

 評価対象となる給気口と火災源の水平方向の位置関係

を第 3.4-4 図に，離隔距離及び鉛直方向距離を第 3.4-3

表に，高さ方向の位置関係を第 3.4-5 図に示す。 
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第 3.4-3 表 給気口と火災源との距離 

第 3.4-4 図 評価対象となる給気口と火災源との位置関係 

（水平方向） 

第 3.4-5 図 評価対象となる給気口と火災源との位置関係 

（高さ方向） 

航空機火災に対する離隔距離は，最も保守的な評価と

なる「自衛隊機又は米軍機基地－訓練空域間往復時（Ｆ

－１５）」の離隔距離を採用した。 

 また，中央制御室換気系給気口は 2つあるが，評価は，

火災源からの距離が近く，高さが高い方が保守的となる

ため，B2-19A を対象に評価を実施した。 
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(b) 火災発生時の有毒ガス発生量

第 3.4-4 表に燃料の燃焼特性を示す。 

 燃料 1kg 当たりの有毒ガスの発生量は，各文献に掲載

されている単位重量当たりのガス発生量より単位換算す

ることにより求められる。ただし，単位重量当たりのガ

ス発生量は幅をもった値ではないため，保守性の観点か

ら航空機燃料のうち，ＪＰ－４より保守的となるＪＥＴ 

Ａ－１の値を設定する。 

第 3.4-4 表 燃焼特性に関するデータ 

(c) 評価対象及び火災源に関するデータ

第 3.4-5 表に火災源に関するデータ，第 3.4-6 表に有

毒ガス発生量に関するデータを示す。 

第 3.4-5 表 火災源に関するデータ 

第 3.4-6 表 有毒ガス発生量に関するデータ 
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(d) 拡散パラメータ

式(2)より，各火災による排煙上昇高度が敷地からの給

気口高さと等しくなるものとして風速を算出した。算出

結果を第 3.4-7 表に示す。 

第 3.4-7 表 算出結果 

 また，算出した風速と第 3.4-8 表に示す大気安定度分

類表より，保守性を考慮して大気拡散の弱い安定度Ｄの

式を採用し，第 3.4-9 表を用いて拡散パラメータを算出

した。 

 算出した拡散パラメータは風による拡散しか考慮され

ていないため，想定する火災の熱気による鉛直方向への

浮力拡散を考慮することとし，第 3.4-10 表に示すガウス

プルームモデルにおける大気拡散パラメータよりΔＨｅ

２／10 を加えた値を採用した。 

第 3.4-8 表 大気安定度分類表※ 
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第 3.4-9 表 拡散パラメータ Pasquill-Gifford 図の近似関係※ 
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以上より，外部火災により有毒ガスが発生した場合に

おいて，中央制御室の居住性が損なわれることはないと

評価する。 

第 3.4-10 表 拡散パラメータσｚ※ 

(e) 評価結果

各火災で発生する中央制御室換気系給気口での有毒ガ

ス濃度を第 3.4-11 表に示す。

第 3.4-11 表 評価結果 

 以上の結果から，全ての評価に対しＩＤＬＨ以下であり，

中央制御室の居住性が損なわれることはないと評価でき

る。 

 また，中央制御室に有毒ガスが流入してくる場合は，中

央制御室の外気取り入れを遮断し，再循環させる非常時モ

以上より，外部火災により有毒ガスが発生した場合にお

いて，中央制御室の居住性が損なわれることはないと評価

する。 
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※：切替えに要する一連の時間を実測したところ 15 

分程度であった。 

火報発生→現場確認→火災発生（ばい煙等の流入）を

確認→非常時モード へ切替え操作 

第 3.3.2-11 表 中央制御室外気取入口における有毒ガス濃度 

ードで運転を行うことが可能であり，この非常時モードへ

の切換は火災発生後 10分程度※で実施可能であることを実

測により確認している。 

※ 火報発生→現場確認→火災発生（有毒ガスの流入）

を確認→非常時モードへ切替操作

(4) 森林火災時における防火帯外に位置する放射性物質保管施

設の東海第二発電所への影響 

  ａ．概要 

 防火帯外の防火帯近傍に放射性物質の保管施設※がある

（第 3.4-6 図参照）。森林火災時におけるこれら保管施設

からの東海第二発電所への影響を評価した。 

  ｂ．放射性物質の保管状態と発電所への影響 

 防火帯外の防火帯近傍には当社が管理する施設として，

旧レーザー濃縮技術研究組合東海濃縮実験所の固体廃棄物

貯蔵庫（当社が保管業務を受託中。以下「固体廃棄物貯蔵

庫（レーザー）」という。）及び東海低レベル放射性廃棄

物埋設事業所の廃棄物埋設施設（事業許可申請中。以下「Ｌ

３事業所」という。）がある。その他の施設としては，日

本原子力研究開発機構の使用済燃料貯蔵施設（北地区），

第２保管廃棄施設及び廃棄物埋設施設がある。森林火災時

※：切り替えに要する一連の時間を実測したところ 15分

程度であった。 

火災感知器発報→現場確認→火災発生（ばい煙等の

流入）を確認→系統隔離運転モードへの切り替え操

作 

第 3.3.2-11 表 中央制御室外気取入口における有毒ガス濃度 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉は，防火帯

外に放射性物質保管施

設はない 
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において，以下のとおり，これら施設が影響を受け，保管

物質等が流出する可能性は低い。 

①固体廃棄物貯蔵庫（レーザー）は，コンクリート構造であ

り延焼しにくく，保管物質である未照射の劣化ウラン，天

然ウラン及び濃縮ウランはドラム管で保管されているた

め，森林火災の影響を受け保管物質が流出する可能性は低

い。 

②Ｌ３事業所については，放射能レベルの極めて低いＬ３廃

棄物が 2m以上の覆土により埋設されるため，森林火災の

影響を受け埋設物が流出することはない。 

③使用済燃料貯蔵施設（北地区）については，コンクリート

構造であり延焼しにくく，保管物質である天然ウラン燃料

は鉄箱で地下ピット保管されているため，森林火災の影響

を受け保管物質が流出する可能性は低い。 

④第２保管廃棄施設（廃棄物保管棟Ⅰ，廃棄物保管棟Ⅱ，保

管廃棄施設ＮＬ）については，コンクリート構造であり延

焼しにくく，保管物質である低レベル放射性廃棄物はドラ

ム管で保管されているため，森林火災の影響を受け保管物

質が流出する可能性は低い。 

⑤廃棄物埋設施設については，低レベル放射性廃棄物が 2m

以上の覆土により埋設されるため，森林火災の影響を受け

埋設物が流出することはない。 

 上記のとおり，施設の構造及び状態を踏まえると，②及

び⑤の埋設物は流出することはなく，①，③及び④の保管

物質が流出する可能性は低いが，仮に流出したとしても，

中央制御室の外気取り入れを遮断し閉回路循環運転を行う

ことで，中央制御室の居住性を確保可能である。また，予

防散水対応については，線量を確認しつつ実施する。 
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3.3.3 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所に対する有毒ガス 

影響評価 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，森林火災に伴い

発生する有毒ガスに対しては，防火帯林縁からの離隔

（約 297m）を確保することにより影響を受けない設計

とする。また近隣の産業施設の火災に伴い発生する有毒

ガスに対しては，外気取入口（5 号炉原子炉建屋 3 階

北側に設置）への伝播経路が 5 号炉原子炉建屋等の構

造物により遮られることにより，外気取入口に到達しな

いことから，影響を受けない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.4-6 図 東海第二発電所に影響を与える可能性のある 

保管施設 

 

3.5 緊急時対策所の居住性評価 

 

  外部火災時の緊急時対策所の居住性の評価として，外気取入

れ遮断時の緊急時対策所内に滞在する緊急時対策要員の作業環

境の劣化防止のため，酸素濃度及び炭酸ガス濃度について評価

を行った。 

  緊急時対策所がある緊急時対策所建屋の位置を第 3.5-1 図に

示す。 

 

第 3.5-1 図 緊急時対策所建屋の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.3 緊急時対策所に対する有毒ガス影響評価 

 

森林火災及び近隣の産業施設の火災に伴い発生する有毒

ガスに対しては，緊急時対策所に対して，ばい煙等や異臭

によって侵入を確認した場合，一時的に外気からの空気の

取り入れを停止し外気からの隔離ができる設計とし，有毒

ガスの影響を受けないようにするとともに，酸素濃度計及

び二酸化炭素濃度計により隔離中の居住性が維持されてい

ることを確認できるようにする。 

また，外気遮断後のインリークを最小限にするため，不

必要な空調設備の停止を行うこととする。それでもなお，

インリークにより有毒ガスが流入した場合は，必要に応じ

て一時的に外気を取り入れて換気することとする。 

 

3.3.4 緊急時対策所内の二酸化炭素，酸素濃度の評価 

外部火災時の緊急時対策所の居住性の評価として，外気

取入遮断時の緊急時対策所内に滞在する緊急時対策要員の

作業環境の劣化防止のため，二酸化炭素濃度及び酸素濃度

について評価を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，離隔等に

より影響がないとして

いるが，島根 2号炉及び

東海第二は影響評価を

実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2409



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 炭酸ガス濃度 

   外気遮断時の緊急時対策所内の炭酸ガス濃度について評価

した。 

  ａ．評価条件 

   ・在室人員 100 人（緊急時対策本部に収容する最大の対策

要員数) 

   ・加圧エリア内空気量 2,900m３ 

   ・初期炭酸ガス濃度 0.03％ 

   ・評価結果が保守的になるよう空気流入は無いものとして

評価する。 

   ・1人あたりの炭酸ガス吐出量は，事故時の運転操作を想

定し，中等作業での吐出量※１を適用して，0.046m３／h

とする。 

   ・許容炭酸ガス濃度 1.0％未満※２ 

     ※1 空気調和・衛生工学便覧 第 14版 3 空気調和

設備編 

     ※2 鉱山保安法施行規則 

 

 

 

 

 

 

  ｂ．評価結果 

 

 

 

 

    評価条件から求めた炭酸ガス濃度は，第 3.5-2 表，第

3.5-3 図のとおりであり，外気取入を遮断しても約 6.1 時

間まで緊急時対策所内に滞在可能である。 

    緊急時対策所周囲で発生する火災として想定される航空

機墜落火災のうち，最も長い燃焼継続時間であるＢ７４７

－４００の約 1.9 時間に対して余裕があり，運転員の作業

環境に影響を及ぼすことはない。 

 

(1) 二酸化炭素濃度評価 

以下のとおり二酸化炭素濃度について評価する。 

 

ａ．評価条件 

・在室人員 40 人※１ 

・緊急時対策所バウンダリ内体積 2,150[m3] 

・外気流入はないものとして評価する。 

・初期炭酸ガス濃度 0.03[%] 

（空気調和・衛生工学便覧） 

・許容炭酸ガス濃度 1.0[%]  

（鉱山保安法施行規則） 

・呼吸による排出する二酸化炭素濃度 0.030[m3/h/人] 

（空気調和・衛生工学便覧の軽作業の作業程度の吐出

し量） 

・評価期間は，火災の燃料継続時間を考慮し 2時間※２と

する 

      ※１：初動体制時に緊急時対策所にて活動する要員

38 人に余裕を持って 40人とする。 

      ※２：外部火災影響評価にて緊急時対策所近傍で長

時間の影響をもたらす，航空機火災を考慮し，

火災の継続時間を 2 時間として評価を実施す

る。 

 

ｂ．評価結果 

・外気遮断期間 t[hour]での二酸化炭素濃度 C[%] 

C=(M×N×t)/V×100+C0 

M：呼吸による排出する二酸化炭素濃度 

0.030[m3/h/人] 

N：在室人数 40[人] 

V：緊急時対策所バウンダリ体積 2,150[m3] 

C0：初期炭酸ガス濃度 0.03[%] 

 

上記評価条件から求めた二酸化炭素濃度は，以下のとお

りであり，2 時間外気取入を遮断したままでも，対策要員

の作業環境に影響を与えない。 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【東海第二】 

設備の相違による影

響評価対象施設，入力デ

ータの相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2410



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.5-2 表 外気遮断時の炭酸ガス濃度 

 

 

 

第 3.5-3 在室人員数に対する居住性に影響を及ぼさない時間 

（炭酸ガス） 

 

(1) 酸素濃度 

   外気遮断時の緊急時対策所内の酸素濃度について評価し

た。 

  ａ．評価条件 

   ・在室人員 100 人（緊急時対策本部に収容する最大の対策

要員数) 

   ・加圧エリア内空気量 2,900m３ 

   ・初期酸素濃度 20.95％ 

   ・評価結果が保守的になるよう空気流入は無いものとして

評価する。 

   ・1人あたりの呼吸量は，事故時の運転操作を想定し，歩

行時の呼吸量※１を適用して，24L／minとする。 

   ・1人あたりの酸素消費量は，成人吸気酸素濃度※１ 

（20.95％），成人呼気酸素濃度※２（16.40％）から 

1.092L／minとする。 

   ・許容酸素濃度 19.0％以上※３ 

   ※１ 空気調和・衛生工学便覧 第 14 版 3 空気調和設備 

      編 

   ※２ 呼気には肺胞から蒸発した水蒸気が加わっており，

第 3.3.4-1 表 二酸化炭素濃度の時間変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 酸素濃度評価 

以下のとおり酸素濃度について評価する。 

 

ａ．評価条件 

・在室人員 40 人 

・緊急時対策所バウンダリ内体積 2,150[m3] 

・外気流入はないものとして評価する。 

・初期酸素濃度 20.95[%] 

（空気調和・衛生工学便覧） 

・酸素消費量 1.092[L/min] 

（空気調和・衛生工学便覧） 

・許容酸素濃度 19[%] 

（鉱山保安法施行規則） 

・評価期間は，火災の燃焼継続時間を考慮し 2 時間とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【東海第二】 

設備の相違による影

響評価対象施設，入力デ

ータの相違 
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吸気と等容積ではないため，酸素消費量を計算する

には，乾燥空気換算（％）を使用する。 

   ※３ 鉱山保安法施行規則 

 

  ｂ．評価結果 

 

 

    評価条件から求めた酸素濃度は，第 3.5-1 表，第 3.5-2

図のとおりであり，外気取入を遮断しても約 8.6 時間まで

緊急時対策所内に滞在可能である。 

    緊急時対策所周囲で発生する火災として想定される航空

機墜落火災のうち，最も長い燃焼継続時間であるＢ７４７

－４００の約 1.9 時間に対して余裕があり，運転員の作業

環境に影響を及ぼすことはない。 

 

第 3.5-1 表 外気遮断時の酸素濃度 

 

 

第 3.5-2 図 在室人員数に対する居住性に影響を及ぼさない時間

（酸素） 

 

 

 

 

 

 

   ｂ．評価結果 

・緊急時対策所の初期酸素量  

450.4[m3]=2150[m3]×20.95[%] 

・2 時間後の酸素濃度 20.72[%] 

=(450.4[m3]-1.092[L/min/人]×10-3[m3/L]× 

40[人]×60[min/h]×2[h])/2150[m3]×100 

 

上記評価条件から求めた酸素濃度は，以下のとおりであ

り，2 時間外気取入を遮断したままでも，対策要員の作業

環境に影響を与えない。 

 

第 3.3.4-2 表 酸素濃度の時間変化 
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別紙 8－1 

熱気流による影響評価について 

 

軽油タンク火災や航空機墜落による火災が発生した場合，熱気

流による発電用原子炉施設への影響が懸念されるため，その影響

について評価するものである。 

 

1.熱気流の発生源  

発電用原子炉施設から離れた位置における火災では，熱

気流は上昇・拡散することから発電用原子炉施設に影響を

およぼすことはない。このため，発電用原子炉施設近傍で

発生する軽油タンク火災及び航空機墜落による火災を熱

気流の発生源として想定する。 

 

2. 評価対象 

非常用ディーゼル発電機は，外部電源喪失が発生した場

合において安全機能を有する設備に電源を供給する設備

であり，外気を内部に取り込む設備でもあることから評価

対象とする。なお，非常用ディーゼル発電機の給気口は原

子炉建屋の 3 階に設置されている。 

 

 

3. 評価結果 

発電用原子炉施設近傍での火災を想定した場合，非常用

ディーゼル発電機の給気口（6号炉B系7号炉B系）から熱気

流が直接取り込まれる可能性は否定できないが，熱気流の

影響範囲は気象条件（風向，風速等）に大きく依存する（第 

1 図～第3 図）。  

このため，これらの不確かさはあるものの，火災発生時

は非常用ディーゼル発電機の給気温度を監視しつつ，熱気

流の取り込みが懸念される場合は，当該設備を起動しない

（起動している場合は停止する）ことにより熱気流の影響

を回避する。 

なお，非常用ディーゼル発電機の給気口は原子炉建屋の

3 階に集中して設置されていること，及び位置的分散が図

られていることから，同時に全ての設備が直接熱気流の影

別紙 8-1 

熱気流による影響評価について 

 

 危険物タンク火災や航空機墜落による火災が発生した場合，熱

気流による発電用原子炉施設への影響が懸念されるため，その影

響について評価するものである。 

 

1. 熱気流の発生源 

発電用原子炉施設から離れた位置における火災では，熱気流

は上昇・拡散することから発電用原子炉施設に影響を及ぼすこ

とはない。このため，発電用原子炉施設近傍で発生する航空機

墜落による火災を熱気流の発生源として想定する。 

 

 

2. 評価対象 

非常用ディーゼル発電機は，外部電源喪失が発生した場合に

おいて安全機能を有する設備に電源を供給する設備であり，外

気を内部に取り込む設備でもあることから評価対象とする。な

お，非常用ディーゼル発電機の給気口は原子炉建物の屋上（非

常用ディーゼル発電機給気口）と２階（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機給気口）に設置されている。 

 

3. 評価結果 

発電用原子炉施設近傍での火災を想定した場合，非常用ディ

ーゼル発電機の給気口から熱気流が直接取り込まれる可能性は

否定できないが，熱気流の影響範囲は気象条件（風向，風速等）

に大きく依存する。 

このため，これらの不確かさはあるものの，火災発生時は非

常用ディーゼル発電機の給気温度を監視しつつ，熱気流の取り

込みが懸念される場合は，当該設備を起動しない（起動してい

る場合は停止する）ことにより熱気流の影響を回避する。 

なお，非常用ディーゼル発電機の給気口は，原子炉建物の屋

上（非常用ディーゼル発電機給気口）と２階（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機給気口）に設置されていること，及び位

置的分散が図られていることから，同時にすべての設備が直接

熱気流の影響を受けることは想定しづらく，影響を受けない方

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

設備の相違による影

響評価対象施設，入力デ

ータの相違 
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響を受けることは想定しづらく，影響を受けない方角に位

置する非常用ディーゼル発電機は運転が可能である。ま

た，消火が確認された時点で，停止していた非常用ディー

ゼル発電機の運転再開も可能となる。 

以上より，熱気流の影響は限定的であり，発電用原子炉

施設に影響をおよぼすこ とはないと評価する。 

 

第 1 図 6 号炉熱気流を取り込む可能性のある給気口位置 

（軽油タンク火災） 

 
第 2 図 6 号炉 熱気流を取り込む可能性のある給気口位置 

（航空機火災） 

 

第 3 図 7 号炉熱気流を取り込む可能性のある給気口位置 

（航空機火災） 

角に位置する非常用ディーゼル発電機は運転が可能である。ま

た，消火が確認された時点で，停止していた非常用ディーゼル

発電機の運転再開も可能となる。 

以上より，熱気流の影響は限定的であり，発電用原子炉施設

に影響を及ぼすことはないと評価する。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉 

 

運用，手順能力説明資料 

外部からの衝撃による損傷の防止 

（その他自然現象） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島根原子力発電所２号炉 

 

運用，手順能力説明資料 

外部からの衝撃による損傷の防止 

（その他自然現象） 

 

別添１－２ 別添１－２ 
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・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は設計上考

慮する事象として地滑

り・土石流を選定 
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別添資料 3 

 

 

 

 

東海第二発電所 

 

 

運用，手順能力説明資料 

外部からの衝撃による損傷の

防止 

(竜巻) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島根原子力発電所２号炉 
 

 

運用，手順能力説明資料 

外部からの衝撃による損傷の

防止 

（竜巻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は運用，手

順説明資料を記載 
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別 添 3-2 

柏崎刈羽原子力発電所６号

及び７号炉 

運用，手順能力説明資料 

外部からの衝撃による損傷

の防止 

（火山） 

別添資料 2 

東海第二発電所 

運用，手順説明資料 

外部からの衝撃による損傷の

防止 

（火山） 

島根原子力発電所２号炉 

運用，手順能力説明資料 

外部からの衝撃による損傷

の防止 

（火山） 

別添 3-2 
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・立地場所，評価対象火

山等の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 個別評価結果により

降下火砕物設計条件が

相違 
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・立地場所，評価対象火

山等の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 個別評価結果により

降下火砕物設計条件が

相違 
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別 添 4－2 

 

 

 

 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 

 

 

 

運用，手順能力説明資料 

外部からの衝撃による損傷の防止 

（外部火災） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料-2 

 

 

 

 

 

 

 

東海第二発電所 

 

 

 

運用，手順説明資料 

外部からの衝撃による損傷の防止 

（外部火災） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添 4-2 

 

 

 

 

 

 

 

島根原子力発電所２号炉 

 

 

 

運用，手順能力説明資料 

外部からの衝撃による損傷の防止 

（外部火災） 
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設計基準に係る運用対策等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準に係る運用対策等（1／2） 
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設計基準に係る運用対策等 

 

 

 

設計基準に係る運用対策等（2／2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準に係る運用対策等 
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別 添 4－3 

 

 

 

 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 

 

 

 

森林火災評価に係る植生確認プロセスについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料-3 
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森林火災評価に係る 

植生確認プロセスについて 
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島根原子力発電所２号炉 

 

 

 

森林火災評価に係る植生確認プロセスについて 
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1．基準要求 

 

【第 6 条】 設置許可基準第 6 条（外部からの衝撃による損傷の

防止）にて，安全施設は，想定される自然現象（地震及

び津波を除く）が発生した場合においても安全機能を損

なわないものでなければならないことを要求されてい

る。また，外部火災影響評価について詳細に規定してい

る「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」（以下「評

価ガイド」という。）において，発電所敷地外で発生する

火災が発電用原子炉施設へ影響を与えないことについて

評価することを要求されている。 

当該基準要求を満足するに当たっては，評価ガイドの

「付属書A 森林火災の原子力発電所への影響評価につい

て」において，FARSITE（Fire Area Simulator）という

森林火災シミュレーション解析コードの利用を推奨して

おり，想定火災の火線強度に対する発電用原子炉施設の

防火帯幅を評価する。 

 

2．現場確認項目及び内容 

上記基準要求を満足するためには，FARSITE を用いた評価に

必要なデータのうち，植生データについて「現地状況をできる

だけ模擬するため，樹種や生育状況に関する情報を有する森林

簿の空間データを現地の地方自治体より入手する。森林簿の情

報を用いて，土地利用データにおける森林領域を，樹種・林齢

によりさらに細分化する。」と評価ガイドに記載されており，以

下のとおり，国土数値情報土地利用細分メッシュ及び自然環境

保全基礎植生調査データ，現場調査による確認を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 植生確認プロセスについて 

 

 

 

 

 

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」（以下「評価ガイド」

という。）において，発電所周囲で発生する森林火災を想定した発

電所に与える影響について評価することが要求されている。 

当該評価は，評価ガイドにおいて推奨されている，森林火災シミ

ュレーション解析コードＦＡＲＳＩＴＥ（以下「ＦＡＲＳＩＴＥ」

という。）を用いて行う。 

ＦＡＲＳＩＴＥの主なインプットデータのうち，樹種，林齢等

の植生データについては，影響評価範囲内の森林簿による植生確

認及びウォークダウンによる植生確認結果を反映する。以降に植

生確認のプロセスを示す。 

 

 

2. 植生確認の内容 

(1) 森林簿による植生確認 

東海第二発電所の立地自治体である茨城県から交付を受けた

森林簿により，影響評価範囲の植生確認を行う。 

(2) 発電所周辺のウォークダウンによる植生確認  

  植生確認に適した資格・経験年数を有する調査者が発電所周

辺のウォークダウンを行い以下の植生確認を行う。 

・森林簿データを基にした発電所周辺植生の妥当性確認 

・森林簿データの範囲外となる草等の植生確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．基準要求 

【第６条】  

設置許可基準規則第６条（外部からの衝撃による損傷の防止）

にて，安全施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除く）

が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなけれ

ばならないことを要求されている。また，外部火災影響評価に

ついて詳細に規定している「原子力発電所の外部火災影響評価

ガイド」（以下「評価ガイド」という。）において，発電所敷

地外で発生する火災が発電用原子炉施設へ影響を与えないこと

について評価することを要求されている。 

当該基準要求を満足するに当たっては，評価ガイドの「附属

書 A 森林火災の原子力発電所への影響評価について」におい

て，FARSITE（Fire Area Simulator）という森林火災シミュレ

ーション解析コードの利用を推奨しており，想定火災の火線強

度に対する発電用原子炉施設の防火帯幅を評価する。 

 

 

 

２．現場確認項目及び内容 

  上記基準要求を満足するためには，FARSITE を用いた評価に

必要なデータのうち，植生データについて「現地状況をできる

だけ模擬するため，樹種や生育状況に関する情報を有する森林

簿の空間データを現地の地方自治体より入手する。森林簿の情

報を用いて，土地利用データにおける森林領域を，樹種・林齢

によりさらに細分化する。」と評価ガイドに記載されており，

以下のとおり，国土数値情報土地利用細分メッシュ及び森林簿

データ，現場調査による確認を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，外部火

災影響評価ガイドを踏

まえて，「森林簿」の空

間データを使用 
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2．1 植生データの整備 

(1)植生データの入手及び整備 

植生データについては，国土交通省の国土数値情報である

柏崎刈羽原子力発電所周辺の土地利用細分メッシュ（H21 年

度）を用い土地利用データを作成し，土地利用データの森林

領域を細分化するための森林簿の入手が困難であったため，

環境省の自然環境保全基礎調査 植生調査データ（H18 年度）

を使用して，森林領域等の植生データを細分化・整備した。 

 

(2)現場調査 

FARSITE の入力にあたり，森林の樹種やその分布状況の詳

細な現状把握が必要であるため，発電所構内及び防火帯周辺

の植生については，現場調査（写真撮影）を実施した。 

現場調査に当たっては，発電所構内の森林管理の単位とな

っている 22 エリアに分け，1 級造園施工管理士の国家資格

を有する者がウォークダウンをすることにより，植生を調査

し，樹種，林齢，低木及び下草の有無を確認した。ウォーク

ダウンの際に写真を撮影し，それをもとに植生を確認すると

ともに，調査位置についても記録した。 

 

 

 

(3)植生データの作成 

 

 

 

(1)，(2)を踏まえ補正し，FARSITE にて利用できるよう地

理的な位置情報を扱う地理情報システム（GIS）に植生情報を

入力してデータを作成した。 

 

(4)植生データの妥当性の確認 

発電所構内のウォークダウンに当社社員も同行し，植生の

妥当性を確認した。 

 

3．記録の取扱い 

現場調査結果及びFARSITE に入力した植生データを記録とし

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 植生データの作成と記録の取扱い 

3.1 植生データの作成 

(1) 森林簿のデータを，国土数値情報土地利用細分メッシュを

100mメッシュから 10mメッシュに変換したデータにオーバー

レイする。 

(2) (1)で作成したデータに発電所周辺の植生データとして，現

場の植生確認結果のデータをオーバーレイする。 

 

 

 

 

 

 

3.2 記録の取扱い 

森林簿データ，現場確認結果及びＦＡＲＳＩＴＥに入力した植

２．１植生データの整備 

（１）植生データの入手及び整備 

植生データについては，国土交通省の国土数値情報である

島根原子力発電所周辺の土地利用細分メッシュ（H21 年度）

を用いて土地利用データを作成し，土地利用データの森林領

域を細分化するため島根県から入手した森林簿のデータを使

用して，森林領域等の植生データを細分化・整備した。 

 

 

（２）現場調査 

FARSITE の入力にあたり，森林の樹種やその分布状況の詳

細な現状把握が必要であるため，発電所構内及び防火帯周辺

の植生については，現場調査（写真撮影）を実施した。 

現場調査に当たっては，発電所構内の森林管理の単位とな

っている 60 エリアに分け，１級造園施工管理士の国家資格を

有する者がウォークダウンをすることにより，植生を調査し，

樹種，林齢，低木及び下草の有無を確認した。ウォークダウ

ンの際に写真を撮影し，それをもとに植生を確認するととも

に，調査位置についても記録した。 

 

 

 

（３）植生データの作成 

 

 

 

（１），（２）を踏まえ補正し，FARSITE にて利用できる

ように地理的な位置情報を扱う地理情報システム（GIS）に植

生情報を入力してデータを作成した。 

 

（４）植生データの妥当性の確認 

発電所構内のウォークダウンに当社社員も同行し，植生の

妥当性を確認した。 

 

３．記録の取扱い 

  現場調査結果及び FARSITE に入力した植生データを記録とし

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉は，「森林

簿」に基づき，影響評価

を実施 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

地域特性を踏まえた

条件設定の相違 
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て保管する。 

 

 

4．今後の対応 

発電所周辺の植生の変更がある場合は，その変更が森林火災

評価へ与える影響に応じて再評価の必要性を検討する。 

 

 

 

 

生データを記録として保管する。 

 

 

 

 

 

 

4. 定期的な植生の管理 

・植生の妥当性判断に資格・経験年数が必要となる樹木につい

ては，定期的に資格・経験年数を有する調査員による植生確

認を行い，発電所周辺の植生とＦＡＲＳＩＴＥに入力した植

生データに相違がないことを確認する。 

・生育状況のみで判断が可能な草等の植生は，定期的に植生確

認を行い，発電所周辺の植生とＦＡＲＳＩＴＥに入力した植

生データに相違がないことを確認する。また，必要に応じ草

刈り等を行い植生の維持管理を行う。 

・植生の変更が森林火災評価へ与える影響に応じて再評価の必

要性を検討する。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て保管する。 

 

 

４．今後の対応 

  発電所周辺の植生の変更がある場合は，その変更が森林火災

評価へ与える影響に応じて再評価の必要性を検討する。 
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